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はじめに
　救護法の成立と施行の実態については、いくつ
かの個別領域を除き十分な実証研究がなされてい
るとは言い難く、未解明な部分が多くある。筆者
は、その全体像を再構成する意図を以て、史資料
の紹介と不明部分の解明をいくつかの拙稿＊1で
行なってきた。
　本稿では、救護法によって法的根拠を与えられ
た「救護施設」について取りあげ、その普及状況
と施設実態、救護施設としての認可と補助の実
際、救護施設の財政、とりわけ公費支出の実態な
どについて明らかにし、その果たした役割や与え
た影響、意義などについて検討する。
　その方法としては、社会局がまとめた救護施設
のデータを吟味、再集計＊2して検討すること、県
庁文書として残されている救護施設の認可や補助
にかかわる関係文書類＊3を使用してその申請手
続の実際を検討すること、いくつかの救護施設の
年度報告（決算データ）＊4を用いて、救護施設の
財源に占める公費支出分を検討すること、などな
どである。
　あわせて、それらに用いた史資料のうち、公刊
されていないものについては、本稿末尾に資料と
して、可能な範囲で紹介、掲載する。
　ところで、救護施設は、救護法による収容救護
の主たる担い手たる役割を期待されて法に規定さ
れたものである。しかし、救護法の施行下での実
態がどのようなものであったかについては、わず
かに制度解説的な概況を取りあげた戦前期の文献
＊5で知ることができる程度である。
　したがって、法の施行状況の一環としてはもち
ろん、とりわけ収容救護における施行実態を解明
するという点からしても、それ自体として重要で
あることは、言うまでもない。
　それだけにとどまらず、仮説的なものではある
が、救護施設とそれをめぐる制度が、戦後の社会
福祉施設とその制度の母胎となったと筆者は考え
ている。それゆえ、救護施設はその及ぼした影響
からして、社会福祉施設をめぐる制度形成史のい
わば直接的な前史をなすものとして、捉えられ
る。そのような意味から、救護施設の実態の解明
は重要と思われる。
　なお、「救護施設」の用語については、救護法施
行以前から存在した窮民救助事業・救護事業の施
設名称として使用されたことがあり、さらに現行
の生活保護法中の施設名称としても使用されてい
る＊6。ここでは、当然ながら救護法によって認可
された施設に限定していることをお断りしておき
たい。
＊1．筆者がすでに公表した救護法の成立・施行関係
　　の拙稿には、次のようなものがある。以下の本稿
　　で、拙稿のMをあげたものは、下記のものを意味す
　　る。
　　Na　1．「小島幸治文書〈救貧法関係書類（綴）〉と5
　　　点の新救貧法立法構想文書」（『社会福祉学』37
　　　　－1号1996．6）
　　M2．「昭和3～4年段階の救護法立案過程の史
　　　料」（『社会事業史研究』23号　1995．10）
　　M3．「昭和初頭における救貧立法制定方針の確定
　　　　と児童扶助法案の帰趨（上下）」（『長野大学紀
　　　要』66・68号　1996．3・9）
　　M4．「救護法の成立と施行をめぐる経緯」（『長野
　　　大学紀要』73・74号　1998．3・6）
　　Na　5．「救護法による救護限度の設定と改訂引上げ
　　　の実態」（『長野大学紀要』85号　2001．3）
　　Na　6．「山口県における救護法の施行・展開過程」
　　　　（『山口県地方史研究』86号　2001．10）
　　）Rz　7．「救護法の施行状況と法改正までの経緯」
　　　　（『長野大学紀要』89号　2002．3）
　Nd　8．「救護法制定過程の研究／立法構想と法立案
　　　方針をめぐって」（『社会事業史研究』30号
　　　2002．10）
＊2．救護施設の実態を明らかにするために、再集計
　　したものは、社会局が認可した救護施設のデータ
　　についてまとめた、社会局保護課「救護施設調」
　　（第七拾回帝国議会／『救護法中改正法律案資料』
　　1937初頭、未公刊文書綴）である。その調査時点は
　　1936年12月1日現在のものと推定される。
＊3．救護施設の新設拡張などの設置設備の認可およ
　　び救護施設への国庫補助などの公費補助について
　　は、1932～1937年にかけてに限定されるが、申請手
　続過程のほぼ全経過を知ることができる関係文書
　　が、山口県文書館に所蔵されている。
＊4．救護施設の決算報告などを含む年報類について
　　は、次の三施設のものがかなり揃っている。
　　大勧進養育院（育児・養老）、別府養老院、佐世
　　保養老院
　　なお、この三施設のうち、後二者は『老人問題研
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　　究基本文献集』（大空社、1992．4刊、27・28巻）に複
　　刻・収録されている。ただし、大勧進養育院につい
　　ては直接原本の年報を用いた（該当時期のものは、
　　同文献集には収録されていない）。
＊5．戦前昭和期の文献で、救護施設についてやや詳
　　しく取りあげているものには次の二点があるが、
　　前者は法上の施設に限定したものでなく、より広
　　く救護事業一般として取りあげる中で触れたもの
　　であること、後者は救護施設をめぐる制度上の解
　　説を詳しく行なっていること、などの特徴を持つ。
　　しかし、いずれも、救護法施行状況下での、救護施
　設の実態については、簡単にしか触れていない。
　　・小沢一『救護事業指針一救貧の理論と実際』
　　1934．1
　　・堀田健男『救護事業』1940．11
＊6．周知のことであるが、1950年に公布された現行
　　の生活保護法では、「保護施設」中の施設種別の一
　つとして、「救護施設」が規定されている（三十入
　条一項一号）。しかし、救護法上の「救護施設」は、
　それとはやや性格が異なり、より広範な施設種別
　　を含む総称として、生活保護法上で言う　「保護施
　設」という用語に近い使われ方の概念である。
第1章　救護施設の普及と施設実態
　　　　　一再集計結果を中心に
　救護法における救護施設については、その法制
度的側面を除き、救護法の施行面からする実態に
ついては、明らかにされていない点が多い。
　とりわけ、法による救護にあって、収容救護の
中核として期待され、位置付けられながら、どの
程度、普及していたのか。また、どのような施設
から構成されていたのか。といった基礎的なこと
すら明確にはされていない。
　本章では、その実際について、可能な範囲でで
はあるが、明らかにしてみたい。
　まず、（1）では、救護法における救護施設の位置
や役割を明らかにする。
　次に、（2）では、既存の救護施設データを再検討
・部分的に再集計して、その普及状況を明らかに
する。
　さらに、（3）では、救護施設の実態を明らかにす
るために、1936年12月時点の個別施設データを再
集計した結果を用いて、どのような特徴を持った
施設から構成されていたかを明らかにする。
（1）救護法における救護施設の位置と役割
　救護法は、救護の方法として、その十一条で、
「救護ハ救護ヲ受クル者ノ居宅二於テ之ヲ行フ」
と規定して、居宅救護が原則であることを謳って
いる。収容救護は、それが困難な場合に限定（十
三条）しているのである。
　また、実際の救護法の施行状況からしても、表
1の一日平均救護人員1）の方法別構成が示すよう
に、居宅救護は圧倒的な部分を占めている。
　すなわち、居宅救護は法施行の当初から一貫し
て全体のほぼ九割強を占めており、救護法施行の
ピーク時点（1937年度）の救護人員は11万人強に
達する。
　これに対し、収容救護の量的比重は低い。施行
当初は5～7％程度、法施行のピーク時点でよう
やく1割程度に到達し、救護人員も1万人を数え
るにすぎない。
　なお、ここでは詳しくは取りあげないが、この
収容救護の比重が多くても1割程度に過ぎないと
いう状況は、あくまでも全国データの結果であ
る。道府県別などの地域別データでは大きなバラ
ツキがあり、概して都市部では高いという傾向が
見られる2）ことに留意しておきたい。
　　①収容救護と救護事由
　ところで、救護法による救護を受けた被救護
者、とりわけ収容救護を受けた被救護者の特質
は、何か。どのような人々だったのであろうか。
　そのことを示すデータはわずかしかない3）。す
なわち、社会局が1935年5月に実施した要救護者
数調査結果がそれである。
　そこでは、救護を受けている場合の、被救護者
種別（＝救護事由）とその救護事由とは別に、疾
病傷疾状態にあるか否かについてのデータがわか
る。表2に示すものがそれである。
　そのため、被救護者の要救護事由が疾病傷疾の
者だけでなく、その他の要救護事由（例えば老衰
者・幼者等々）の場合でも、疾病傷痩の状態にあ
れば、その結果が見られる。この点は、一般の救
護統計4）に見られないこの調査データの独自の特
徴である。
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表1　救護法による救護人員（生活扶助）の方法別構成の推移
　　〈特定期間の一日平均救護人員〉　　　　　　　（1931～1939年度）
各年度前半期（4．1～9．30） 各年度 （4．1～3．31）の
の一日平均救護人員 一日平均救護人員
年度 救護人員 居宅救護 収容救護 救護人員 居宅救護 収容救護
総　　数 人　　員 人　　員 総　　数 人　　員 人　　員
人 人 人 人 人
1931 36，46833，898 2，570
一 一 一 （100） （93．0） （7．0）
193261，10157，991 3，111 ● ■ ■
（100） （94．9） （5．1） （　・） （　・） （　・）
193397，24791，381 5，866 ■ ・ ●
（100） （94．0） （6．0） （　・） （　・） （　づ
1934108，120100，1787，943 ■ ． ・
（100） （92．7） （7．3） （　・） （　づ （　・）
1935117，714109，7837，931 ・ ● ・
（100） （93．3） （6．7） （　・） （　・） （　・）
1936 ● ． ■ 123，120113，863 9，257
（　づ （　・） （　・） （100） （92．5） （7．5）
1937123，369 114，4878，882124，595114，791 9，804
（100） （92．8） （7．2） （100） （92．1） （7．9）
1938104，03695，076 8，960101，06791，00710，061
（100） （91．4） （8．6） （100） （90．0） （10．0）
1939 ● ． ■ 101，40291，787 9，614
（　・） （　・） （　・） （100） （90．5） （9．5）
注1．本表の数値は、拙稿のNa8に掲載の資料1「救護統計／救護法による救
　　護状況」の1・一①表に依拠している。
　2．1931年度のみは、1．1－3．31の3ケ月分である。
　3．表中の（）内の数値は構成比である。また、「・」は、典拠とする原資
　　料に数値がないもの、などを意味する。
表2　救護法による被救護者の被救護者種別（救護事由別）の構成と疾病傷疾状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1935．5、要救護者数調査）
再　掲
被救護者
香@　数
a65歳以上の老衰者
d不具廃疾 e疾病傷疾
f精神耗弱身体虚弱
9幼老哺育の母
，髪除く疾病傷痩 　i
ｾ病搗縁
態e＋h
　体? 　人1Q5，735　
P00％?
％　　％　　％　　％　　％　　％　　％2
U．9　　49．4　　　0．4　　　5．9　　11．2　　　5．7　　　0．5（
S．9）　（2．8）　（0．1）　（2．3）　　　　　　（2．3）　（0．1）?
％　　％1
Q 4　23・7
轟? 1．8　21．92
Q．1　49．5纏?
17，305　
P00％　
W，430　
P00％?
7．1　　48．3　　　0．4　　　6．0　　10．0　　　5．1　　　0．5（
S．7）　（2．8）　（0．1）　（2．3）　　　　　　　（0．2）　（0．1）2
S．5　　29．7　　　0．2　　　4．4　　27．3　　13．8　　　0．2（
V．1）　（3．2）　（0．0）　（1．8）　　　　　　　（9．9）　（0．0）?
－Bポ
Cント?
．6　　18．6　　　0．2　　　0、6△17．3△　8．7　　　0．3?0．3△27．6
1．本表は、要救護者数調査結果から、筆者が算出・作成したものである。数
　値の原データは、『社会事業彙報』昭和11年1月号（1936．1）および社会局『第
　七拾回帝国議会／救護法中改正法律案資料』1937初頃（未公刊）による。
2．表申の（）内の数値は、疾病傷疾状態にあるものの比率（内数）である。
3．A－Bポイント差の欄の△印はマイナスを意味する。
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　まず、救護事由としての被救護者種別は、全体
での最多は幼者の49％強、2位は老衰者の27％
弱、3位は疾病傷痩の11％強となっている。
　ただし、救護方法別に結果を見てみると、居宅
救護では、全体の結果と大きくは変わらない。し
かし、収容救護では、最多の1位は幼者（30％
弱）、2位は疾病傷痩（27％強）、3位は老衰
（25％弱）で、4位は精神耗弱・身体虚弱（14％
弱）となっている。
　収容救護の比率の方が、居宅救護の比率を上回
るのは、疾病傷疾が最大で17．3ポイント、次いで
精神耗弱・身体虚弱で　8．7ポイントである。逆
に居宅救護の方が収容救護より大きいのは幼者で
18．6ポイント、次いで老衰で2．6ポイントとなっ
ている。
　さらに、この調査データは、救護事由とは別
に、重複して疾病傷痩状態にあるものが、全体で
12％強（収容救護のみでは22％強）も存在するこ
とを明らかにしている。救護事由の疾病傷痩以外
に、これだけの疾病傷疾老カミおり、合わせると全
体で24％弱（収容救護の場合では50％弱）もが疾
病傷痩状態にある。
　その場合、居宅救護と収容救護をくらべたポイ
ント差も、収容救護がはるかに上回っている。表
2の再掲数値に見られるように、全体（i）では
27．6、救護事由の疾病傷痩（e）を除いた場合
（h）でも10．3も差がある。
　このように、被救護者のうち、病者の状態（疾
病傷痩）の割合が、全体で四分の一弱、収容救護
では二分の一にもなることが、この結果から読取
れる。
　これらの事実は、同じ労働無能力老である被救
護者にあっても、居宅救護では救護困難なケース
が、収容救護の対象者であることを物語る。
　さきにあげた疾病傷痩や精神耗弱・身体虚弱に
限らず、幼者や老衰、不具廃疾などの救護事由の
労働無能力者の場合、労働が不能で所得稼得能力
に欠けることは言うまでもない。
　だが、それだけにとどまらず、一般に、自立し
た生活行動が困難であり、子どもや老齢者、障害
者や病弱者など、日常生活上の介護や養護・養育
・保育などの「世話」（今日で言う「福祉サービ
ス」に相当）や疾病治療（医療サービス）などを
必要とする。
　家族・親族とともに生活していないような状態
の場合には、居宅での救護は当然困難とならざる
を得ない。例え、家族・親族がいても、貧困であ
れば、経済面での扶養が困難なうえ、家族による
日常的な「世話」や「面倒を見る」ことが難しい
場合もある。
　また、「世話」に多大な手がかかるような場合
や、医療などより専門的サービスを必要とするよ
うな場合（この表2の疾病傷痩状態など）には、
とうてい家族・親族に依存して生活することは出
来ない。
　いずれにせよ、そのような居宅での救護困難な
救護対象が存在することは確かである以上、収容
形態をとって救護するほかはない。救護法におけ
る収容救護は、こうした事態に対応するものとし
て、法に規定されたことは明らかである。居宅救
護が原則だとしても、このようにそれを「為スコ
ト能ハズ又ハ適当ナラズ」（法十三条）とする状
況は、少なからず存在した5）のである。
　救護法が居宅救護原則の下で、例外的にせよ、
収容救護の方法を規定し、その手段として、「救
護施設」への収容・委託および「私人ノ家庭」も
しく「適当ナル施設」への委託をあげている（法
十三条）のは、そのためと言える。
　なお、この規定では、必ずしも明示してはいな
いが、救護法の体系からすれば、法が六条でとく
に設けた「救護施設」が収容・委託の中心である
ことが予定されており、その補助手段として、
「私人ノ家庭」もしくは「適当ナル施設」への委
託が想定されている、と言える。
②収容救護における収容委託先
　ここでは、まず、救護法の施行実態としての、
実際の収容救護の収容・委託先はどのようなもの
だったかについて明らかにし、次に、その中心的
手段であることが予定されていた「救護施設」に
ついて、やや詳しく取りあげよう。
　では、実際の救護法施行状況にあっては、被救
護者は、どこに、どのくらいの割合で収容委託さ
れていたのだろうか。しかし、さきにあげた三タ
イプの収容委託先のうち、その内容を明らかにす
ることが可能な救護統計や資料は、ほとんどな
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表3　被収容救護者の収容・委託先×被救護者種別＝救護事由別
1935．5．1現在
全　　体 救護施設 その他
実数　比率 実数　比率 実数　比率
人　　％ 人　　％ 人　　％
収容救護者の実数 8，430　100 5，90870．12，522　29．9
a65歳以上の老衰者 2，062　100 1，54975．1513　24．9
b13歳以下の幼老 2，506　1001，830　74．2676　27．0
C妊産婦 15　100 9　60．0 6　40．0d不具廃疾 367　100234　63．8 133　36．2
e疾病傷疾 2，301　1001，653　72．1648　28．2
f精神耗弱身体虚弱 1，163　100624　53．6539　46．3
9幼者哺育の母 16　100 9　56．3 7　43．8
再 heを除く者中の疾病傷疾者 1，860　1001，185　63．7675　36．3
掲 i疾病傷痩者計（e＋h） 4，170　1002，838　68．11β23　31．7
注1．本表は、要救護者数調査結果（1935．5．1現在）に含まれる被救護者のデータから
　　被収容救護者分を抽出して、作成した。
　2．数値の典拠等は表2の注1参照。
い。その収容・委託先をわずかでも明らかにし得
る全国データは、管見のかぎり、さきにみた要救
護老数調査（1935年5月）の結果だけである。
　その収容・委託先のデータを整理したものが、
表3である。このデータは、すなわち、要救護老
とされるもののうち、現に救護を受けている者を
実地に調査したデータであり、そのうちの収容救
護されている状況について見たものである。
　ただし、見られるように、「救護施設」の他は、
「其ノ他」とされているのみで、「私人ノ家庭」や
「適当ナル施設」については一まとめにされてお
り、分離することはできない。
　それによれば、収容救護者総数（8，430人）のう
ち、救護施設への収容・委託が70％で、その他
（私人と適当なる施設）への委託は、30％である
ことがわかる。
　その結果を、被救護者種別（救護事由別）に見
ると、老衰者、幼者、疾病傷疾は、救護施設への
収容・委託がやや多い。これに対し、精神耗弱・
身体虚弱、乳児哺育の母は、救護施設への収容・
委託カミ特に低く（50％台）、妊産婦、不具廃疾など
がそれに次いでいる。
　ところで、「その他」に含まれる「適当ナル施
設」についてだが、これについての特段の法令上
の規定はなく、市町村長が認めれば、要するにど
のような施設でも良いことになっている。
　実際にば、救護施設として認可を受けなかっ
た、一般のいわゆる社会事業施設や病院がほとん
どだったと思われる。また、「私人ノ家庭」の場合
も同様だカミ、いわゆる篤志家と呼ばれるケースが
多いのだろうが、実際にはどのような「私人」で
あったのだろうか。
　③救護施設の制度上の位置
　見てきたように収容救護の収容委託先の全国的
な実態からすれば、救護施設カミ収容救護の中核部
分（7割）を担っていたことは明らかであるし、
法もそれを期待していた。
　そもそも、ここで取りあげる「救護施設」は、
救護法に法的根拠を持つ施設（その定義は法六
条）である6）。しかし、この救護法上の「救護施
設」の概念・用語には、しばしば混乱が付きま
とっている。
　というのも、救護法の施行以前（大正末期～昭
和初頭）にば、広義の制度概念として「救護施
設」なる概念・用語7）が存在し、使用されていた
ことがあげられる。
　また、ほぼそれに併行して、範囲をやや縮小し
た「救護」または「救護事業」なる概念・用語8）が
登場し、広く使われるようになる。
　そこに含まれるいわゆる窮民救護事業のうち
の、とくに「院内」と呼ばれる収容型の施設が、
実態的にはほぼそれに該当すると思われる。しか
し、認可を受けぬ限りは、救護法上の「救護施
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設」とはなりえなかった。
　そうした実態も重なって、救護法上の「救護施
設」の概念・用語の普及は遅れた9）と言える。
　ところで、救護法上の救護施設について、その
法制度面での規定について、ごく簡単に整理する
と、定義規定（六条）を除き次の六点になる。
　a　救護法の救護施設は、その設置には、市町
　　村の場合、その設備につき地方長官の認可を
　　要し（法七条一項）、私人の場合は、設置その
　　ものにつき地方長官の認可を要する（法七条
　　二項）、こととされている。
　b　市町村長は、収容救護（の手段）として、
　　救護施設などに被救護者を収容し、若しくは
　　収容を委託することがある（法十三条）。そ
　　の場合、認可を受けた救護施設は、市町村長
　　による救護の委託を行なうときの受託義務が
　　規定されている（法八条）。
　c　それらの救護施設の費用に対しては、市町
　　村等が負担した収容・委託に要する救護費に
　　ついて、国庫は二分の一以内（1937年改正ま
　　で、以後は二分の一などの確定率）の補助
　　（法二十五条一項）、道府県は四分の一の補
　　助（同条、二項）を行なう。
　d　施設の新設・拡張などの設置設備費につい
　　ても、公私にかかわらず、国庫・道府県によ
　　り同様の割合で補助が行なわれる。
　e　加えて、施設のいわゆる事務費について、
　　公立施設に対してのみだが、国庫および道府
　　県費から同様の割合で補助が行なわれる。
　f　その他に、私立施設にはその使用する土地
　　建物への公課の免除が規定される（三十一
　　条）などの優遇措置もある。
　これらの補助規定のうちでは、とくにbおよび
cの救護施設への収容・委託のための救護費が重
要な意義を持つ。とりわけ私立施設の場合には、
市町村等による委託費として、一定の費用（委託
救護費）が支払われる仕組みが構築されたことを
意味するから、その影響は極めて大きい。
　また、あわせて、dの新設・拡張などの設置設
備費への補助制度が、私立施設に対して適用され
ることになった点も重要である。
　1932年の救護法の施行以前にあっては、特定の
法にその根拠を持っている施設のうち、いわゆる
社会事業関係の施設と見倣しうる施設は、病院関
係を除けばわずかに、明治年間の感化法（1900）
に基づく「感化院」と廃兵院法（1906）に基づく
「廃兵院」があっただけである。
　ただし、廃兵院の場合は、軍事援護関係の特殊
性が強いだけでなく、施設自体が国立の特別施設
として設置されるもので、それも全国で1ヶ所し
か設置されなかった。
　これに対して、感化院の場合には、1908年の法
改正以後、全国各府県に設置義務が課されること
になった影響が大きいが、施設数は62ヶ所（1930．
1現在）で、公立施設が主流10）（国立施設も1ヶ
所）であった。
　そうした意味では、救護法による救護施設の誕
生によって、民間の私立施設にも認可制度によっ
て門戸を開き、しかも、それら私立施設に対し
て、公立施設と同様に、救護費や施設設置費に見
られるような補助（負担）制度を創設したことの
意味は大きい。
　こうして、以下で見るように、創設後ほぼ一年
のうちに100ヶ所を越えて施設の設置が進むこと
になるなど、いわゆる社会事業関係施設の法制度
上での発展の先駆となったと考えられる。した
がって、施設制度史という視点からも、救護法上
の救護施設の持った意義は大きいと考えられる。
（2）救護施設の設置・普及状況
　救護施設の普及状況について、概観的にせよ触
れた先行研究はなく、そもそも基礎的なデータが
わずかしかない11）。ここでは、いくつかの文献・
資料の数値をまとめて、救護施設の設置数、公私
別の設置状況や収容定員など、量的な面から救護
施設の普及状況について、明らかにする。
　①救護施設の普及状況
　わかりうる範囲で、救護施設の普及状況にかか
わる既存の基礎データをまとめたものが、本稿末
尾に掲載した資料2－（1）である。
　このデータのほとんどは、社会局保護課カミ、主
に雑誌や年鑑編集者の求めに応じて、あるいは議
会対策の必要から、救護施設の認可承認の際の諸
資料（例えば、認可台帳など）から基本データを
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抽出し、「救護施設調」としてとりまとめたもの
のようである。
　したがって、特別な調査12）や統計報告的なデー
タからまとめたものではないので、この「救護施
設調」にはいくつかの制約カミある13）ことに留意し
ておく必要がある。
　それらの基礎データをもとに、まず、救護施設
の施設（団体）数の推移を簡略に示したものが表
4である。
表4　救護施設の施設・団体数の推移
総 数 公 立 私 立
調査時点
実数 比率 実数 比率 実数 比率
ヵ所 ％ ヵ所 ％ ヵ所 ％
1932．4 33 100 4 12 29 88
1932．1280 100 20 2560 75
1933．12109 100 28 2681 74
1935．7 124 100 36 29 88 71
1936．12136 100 43 32 93 68
1939．12151 100 54 36 97 64
1941．10154100 5334 101 66
注1．本表の数値は、本稿末尾に掲載の資料2の（1）に
　　基づき作成した。
　2．本表で「施設・団体数」と表記したのは、本表の
　　原データとなった各時点の「救護施設調」では、同
　　一名称の団体が二つの異なる事業種別で別個に
　　定員を設定している例がいくつかあり、その場
　　合も一つとして扱っているためである。
　　つまり、一団体で事実上は二施設を経営して
　　いるものがあるが、表の数値としてはその分が
　　少なくなっていることに留意されたい。
　なお、この表で、「施設・団体数」と表記したの
は、同一名称の団体であるが、二つの異なる事業
種別で定員も別個に設定しているところがいくつ
かあり、それらも一つと数えているためである。
つまり、実質的な「施設数」としては、表の数値
より、その複数分だけ増えることになる。
　表4によれば、救護施設（団体）は、救護法施
行直後の1932年4月時点では、33ヶ所となってい
るが、同年12月には、80ヶ所にと急増している。
さらに、翌年の1933年12月には、109ヶ所となり、
一年間で29も増えた。
　とはいえ、法の施行後ほぼ二年近くが経過して
おり、救護施設の認可手続きラッシュは、落ち着
きを見せ始めたようだ。というのも、その三年後
の1936年12月には136ヶ所で、三年間で26ヶ所し
か増えていないからである。それでも漸増傾向は
続いており、さらに三年後の1939年12月には151ヶ
所（三年で15増）になっている。
　この表4で、施設の設置主体の状況を見ると、
1932年4月時点で、公立はわずかに4ヶ所（12％）
に対し、私立は29ヶ所（88％）だったものが、同
年12月には、公立が20ヶ所（25％）で四分の一、
私立カミ60ヶ所（75％）で四分の三となっている。
また、1939年12月のデータでは、公立が54ヶ所で
三分の一強、私立カミ97ヶ所（64％）で三分の二弱
となり、この間、公立の救護施設が大幅に増加し
たことがわかる。
表5　救護施設の入所定員数の推移 下段（）内は比率、％
入 所　定 員 救護法該当者分定員
調査時点
総数 公　立 私　立 総数 公　立 私　立
人 人 人 人 人 人
1932．4 2，972 114 2，8582，697 89 2，608
（100） （4） （96） （100） （3） （97）
1932．125，524 9384，5864，614 6873，972
（100） （17） （83） （100） （15） （86）
1933．127，1121，3955，717 5，706 1，0354，671
（100） （20） （80） （100） （18） （82）
1935．7 7，5261，534 5，992 6，132 1，1744，958
（100） （20） （80） （100） （19） （81）
1936．127，9371，7106，227 6，517，3405，177
（100） （22） （78） （100） （21） （79）
1939．1210，6844，1436，541 8，681 3，290 5，391
（100） （39） （61） （100） （38） （62）
1941．1011，847 4，3147，533 9，759 3，6526，107
（100） （36） （64） （100） （37） （63）
注　本表の数値は、本稿末尾に掲載の資料2の（1）に基づき作成した。
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　②救護施設の収容定員
　さらに、救護施設の収容定員の推移を見たもの
が、表5である。なお、救護施設の場合、施設自
体の定員とそのうちの救護法該当者の定員という
二つの定員があることに留意しておきたい。
　この表5で収容定員を見ると、1932年4月に
は、2，972人（うち、救護法該当分2，697人）で
あったが、同年12月には、5，524人（そのうち救護
法該当分4，614人）となり、さらに、1939年12月に
etlO，684人（うち法該当分8，681人）とほぼ倍増
している。
　なお、公私別の定員については、表では、1932
年12月（公立17％、私立83％）から1936年12月
（公立22％、私立78％）までの間は、公立が漸増
している。これに対し、1939年12月（公立39％、
私立61％）を見ると、急激に公立がそのシェアを
拡大している。
　実は、この時期（1938年8月）に、それまで五
年にもわたって、財政上の理由で救護施設として
の認可が抑えられていた、東京市養育院（板橋本
院および巣鴨分院、収容定員2，129人、うち法該
当老分1，500人）が、ようやく認可を得られた14）
という事情があり、その結果として、公立の収容
定員が急増したのである。
（3）救護施設の実態／再集計データの特徴
　以上に見てきたような救護施設数やその収容定
員といった量的な面だけでなく、実際にはどのよ
うな特徴を持った施設が、救護施設として認可さ
れていたのであろうか。以下では、筆者が再集計
した救護施設のデータのいくつかを紹介し、救護
法上の「救護施設」の特徴を明らかにする。
　救護法は、救護施設を「養老院、孤児院、病院
其ノ他ノ本法二依ル救護ヲ目的トスル施設ヲ謂
フ」（六条）と定義している。しかし、これだけで
はその実態を知ることは困難である。また、何故
か、救護法下の救護施設の実態を示すような統計
データや実態調査はほとんどなく、その実態や実
情はベールに包まれたままであった15）と言える。
　ここでは、社会局がまとめた「救護施設調」
（1936年12月1日現在の認可データ）16）に掲載の
救護施設データを、筆者が再集計した結果を紹介
したい。この資料を再集計したのは、個別の施設
データを掲載したものとしては、最新かつ最多の
施設データを掲載しているためである。
　なお、再集計したこの個別施設ごとの原データ
については、事業形態／事業種別に再編して見や
すくリストにしたもの（名称等一覧）を、本稿末
尾に資料1として掲載してある。
　①救護施設の一般的状況
　では、その単純集計結果から、救護施設の概況
をつかむことにしたい。表6（①～⑤）がそれで
ある。
　まず、救護施設数であるカミ、表6一①に示すよ
うに、1936年12月時点で救護施設として認可され
た施設数は、総数で144施設17）存在した。
　それらの144の救護施設のうち、公立は3割、
私立は7割で後者が三分の二強を占める。私立の
うち、財団法人・社団法人などの公益法人が、そ
の他の個人や団体（会員制含む）をやや上回って
いる。
　所在地域も、県庁所在都市（58％）はじめ、都
市部に多く存在し（あわせて8割）、都市部への
著しい偏在（当時の都市部の人口は三分の一程
度）が見られる。
　また、救護施設の事業形態・種別を、表6一②
で見ると、事業種別が一つの単独形態の施設が8
割強、事業種別を複数以上持つ複合・混合形態の
施設が2割弱となっている。
　その単独形態の救護施設（計117施設）のうち、
事業種別を見ると、最も多いのが育児（41施設）
と養老（41施設）で並んでおり、ついで医療（23施
設）、生活扶助（10施設）となっている。ほかに、
乳児保育がある。
　複合・混合形態の施設（計27施設）について
は、二種の事業種別を掲げたものカミ合わせて22施
設あるが、表に見られるように、育児＋養老が8
施設、生活扶助＋養老7施設などが目立つ。三種
の事業種別を掲げるものは5施設ある。
　次に、救護施設としての認可年度・時期を、表
6一③で見てみると、1931年度（1－3月）の認
可が2割強、1932年度が5割弱、この両者で7割
にもなる。以下、1933年度の認可は16％で、この
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表6 救護施設の概況（1936年12月1日現在）〈再集計結果、単純集計〉
　注　本表の数値は、本稿末尾に掲載の資料2一②および（3）に基づき作成した。典拠など一般的な注記につい
　　ては、それらを参照されたい。
6一①　救護施設の設置主体と所在地域
実数 比　率
総　　　　数
ケ所
P44
％100
設置主体 公　　　立
п@　　立
i公益法人）
iその他）
43
P01
i59）
i42）
30
V0
i41）
i29）
所在地域
県庁所在都市一　　般　　市
ｬ　　村　　部
83
R0
R1
58
Q1
Q2
6一③救護施設の認可年度・時期
実 数 比 率
ケ所 ％
総　　　数 144 100
1931年度（1－3月） 30 21
1932年度（4－3月） 71 49
うち前半期（4－9月） （41） （28）
後半期（10－3月） （30） （21）
1933年度（4－3月） 23 16
うち前半期（4－9月） （10） （7）
後半期（10－3月） （13） （9）
1934年度（4－3月） 8 6
1935年度（4－3月） 10 7
1936年度（4－11月） 2 1
注　本表の数値の一部は、集計段階の数値を
　　含む。
6一②救護施設の事業形態・種別
実数 比率
総　　　　数 孟4 100％
単独形態事業種別 117 81
育　　児 41 28
乳児保育＊a 2 1
養　　老縺@　療＊b
；1 il
生活扶助 10 7
複合混合事業種別 27 19
（2種）
育児＋養老
ﾄぜ聖毒ぽ養老＋不具廃疾＊e
922 §11
育児＋母子・婦人保護 2 1
育児＋感化 1 1
（3種）
育児＋養老＋医療 2 1
育児＋養老＋生活扶助 2 1
育児＋養老＋不具廃疾 1 1
注本表の事業種別には、以下のような例外的
　　取扱をしたものがある。
　＊a　この「乳児保育」には、「病児医療」を併
　　設事業にするもの1ケースを含む。
　＊b　この「医療」には、「助産」のみのもの1
　　ケースを含む。
　＊c　この「医療」には、「助産」を併設事業と
　　するもの1ケースを含む。
　＊d　この「医療」には、「助産」を併設事業と
　　するもの1ケースを含む。
　＊e　この「不具廃疾」には、「傷病兵救護」を
　　併設事業にするもの1ケースを含む。
6一④救護施設の創設年次および認
　　可時の既設・新設区分
実数 比　率
ケ所 ％
総　　　数 144 100
1909年以前 53 37
施 （1889年前） （7） （5）
設 （1890～99）（17） （12）
の （1900～09）（29） （20）
創
設 1910～1929年34 24
年 （1910～19）（13） （9）
次 （1920～29）（21） （15）
1930年以降 57 40
区 認可時既設 100 69
分 認可時新設 44 31
6一⑤救護施設の収容定員の分布
収容定員 法該当分
実数比率 実数　比率
総　　数
ケ所　　％
P44　100
ケ所　　％
P44　100
19人以下
Q0～49人
T0～99人
P00～199人
Q00人以上
@不　　明
26　　18
U7　　47
R3　　23
P2　　8
T　　3
P　　1
36　　25
V1　　49
Q5　　17
U　　4
T　　3
P　　1
平均定員 55．1人 45．3人
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の時点までに87％が認可を受けていることカミわか
る。1934年度以降の認可は、著しく少なくなって
いる。
　施設の創設時期を、表6一④で見ると、総数
144施設中、1909（明治42）年以前が37％、1910～
1929（昭和4）年が24％、1930年以降が40％と
なっており、古くからの施設が、認可を受けて救
護施設となったことを示している。
　表には示されていないが、最も古いのは金沢市
の小野慈善院で、1868（慶応4）年となっている
（本稿末尾の資料1一⑥参照）。
　また、救護施設としての認可を受けた時点が、
既設の施設だったか新設だったかの区分（認可の
遅れがあるので、集計では1年未満のズレは同時
に認可されたと見倣し、新設に区分した）では、
既設の施設が69％、新設の施設カミ31％であった。
　次に、施設の収容定員（定員階級別分布と平均
定員）は、表6一⑤に見られる通り、49人以下の
比較的に小規模のところが65％を占めており、中
表7一①
でも19人以下のところが18％もある（平均規模は
55人）。
　これに対し、200人以上の大規模のところは、
5ヶ所（3％）である。表には示さなかったカミ、
最大規模のものは、大阪市の弘済会慈恵病院で
7 0人であった（資料1一③参照）。
　法該当分の定員も、ほぼ同様の傾向であるが、
19人以下の比率（25％）がやや増大する。
　②救護施設の特徴
　以上に見てきたような救護施設の概況につき、
さらに再集計結果から、その設置主体（公・私）
別や創設時期別、などのクロス集計表を見てみる
と、これら救護施設カミどのような特徴を持った施
設であるかが鮮明になる。以下の表7～表10がそ
れである。
　まず、救護施設の設置主体（公・私）別構成に
ついて、単独事業形態の事業種別に見た表7一①
によれば、育児は圧倒的に私立の比率が高く
救護施設の設置主体（公・私）別構成×事業種別
（単独事業形態のみ）　　　　（1936．12．1現在）
総　数 公　立 私　立
実数　比率 実数　比率 実数比率
全　　体
ケ所　　％
P17　　100
ケ所　　％　ケ所　　％
Q7　　23　　90　　77
事業種別 育　　児
緖剳ﾛ育
{　　老
縺@　療生活扶助
41　　100
Q　　100
S1　　100
Q3　　100
P0　　100
1　　2　　40　　98－　　－　　2　100
U　　15　　35　　85
P2　　52　　11　　48
W　　80　　2　　20
注　本表の数値は、本稿末尾に掲載の資料2の（3）に基づき作
　成した。
表7一② 救護施設の事業種別構成×公・私別
（単独事業形態のみ）　　　　（1936．12．1現在）
総数 公　立 私　立
実数比率 実数　比率 実数　比率
単独形態総数
ケ所　　％
P17　　100
ケ所　　％
Q7　100
ケ所　　％
X0　100
事業種別 育　　児
緖剳ﾛ育
{　　老
縺@　療
ｶ活扶助
41　　35
Q　　　2
S1　　35
Q3　　20
P0　　　9
1　　4－－
U　　22
P2　　44
W　　30
40　　44
Q　　2
R5　　39
P1　　12
Q　　2
注本表の数値は、本稿末尾に掲載の資料2の（3）に基づき作
　成した。
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（98％）、養老も同様に私立の比率が高い（85％）。
これに対し、公立の比率が高いのは、生活扶助
（80％）である。医療は、公立の比率がわずかに
高い（52％）が、私立（48％）もそれとほぼ等しい
比率である。
　なお、この表を逆転させて、救護施設の施設形
態・事業種別を公・私立別に見た表7一②では、
以下のような点が明らかになる。
　すなわち、公立の救護施設では、医療（44％）
が最多で、生活扶助（30％）がそれに次いで多
く、養老（22％）が3位となっている。育児は極
めてわずかで1ヶ所のみである。これに対し私立
の救護施設では、育児（44％）カミ最多で、次いで
養老（39％）が多くを占め、医療（11％）が3位
となっている。生活扶助は数少ない。
　ところで、これらの再集計の対象とした救護施
設は、1932～1936年の夏頃までに、いずれも救護
施設としての認可を得たものだカミ、その施設の創
設年や認可時の新設・既設の区分について公・私
別に見た表8によれば、次のような点がわかる。
　すなわち、公立施設は1930年以降の創設が72％
なのに対し、私立は1930年以降の創設は26％しか
ない。また、認可時の既設・新設の施設の区分で
は、公立は新設が53％とやや多いのに対し、私立
は新設は21％に過ぎず、既設は79％と圧倒的に多
い。
　さらに、これらの創設年や既設・新設区分につ
いて、施設形態・事業種別を見てみると、表9に
示したように、育児は古くからの創設のものが圧
倒的に多い（1929年以前のものが計93％）。養老
も、古い時期の創設がかなりある（1929年以前が
計54％）。これに対し、医療と生活扶助は、1930年
以降の新しいものが7割を越える。
　認可時期の既設・新設区分を見ても、傾向は同
表8　救護施設の創設年と認可時の既・新設×公・私別
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1936．12．1現在）
全体 公　立 私立
実数比率 実数　比率 実数比率
総　　　数
ケ所　　％
P44　100
ケ所　　％
S3　100
ケ所　　％
P01　100
創設年 1909年以前
P910～1929
P930年以降
53　　37
R4　　24
T7　　40
5　　12
V　　16
R1　　72
48　　48
Q7　　27
Q6　　26
区分 既設の施設
V設の施設
100　　69
S4　　31
20　　47
Q3　　53
80　　79
Q1　　21
注　本表の数値は、本稿末尾に掲載の資料2の（3）に基づき作
　成した。
表9　救護施設の創設年と認可時の既・新設×施設形態・事業種別 （1936．12．1現在）
単独形態
幕ﾆ種別 育　児 乳児保育 養老 医療 生活扶助
複合混合
幕ﾆ種別
実数 比率 実数 比率 実数 比率 実数 比率 実数 比率 実数 比率 実数 比率
総　　　　数
ケ所　％P17100ケ所　％@41100ケ所　％@2100ケ所　％@41100ケ所　％@23100ケ所　％@10100ケ所　％@27100
創設年 1909年以前
P910～1929
P930年以降
42　37
Q8　24
S6　39
31　76
V　17
R　7
1　50
P　50－一
9　22
P3　32
P9　46
1　4
T　22
P7　74
1　10
Q　20
V　70
9　30
U　30
P0　41
区分 既設の施設
V設の施設
83　71
R4　29
39　95
Q　5
2100－一 27　66
P4　34
8　35
P5　65
7　70
R　30
17　67
P0　33
注1．本表の数値は、本稿末尾に掲載の資料2の（2）、2－（3）に基づき作成した。
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様であるが、育児は既設が圧倒的に多く、養老は
既設が三分の二を占め、生活扶助も既設が7割、
逆に医療は新設が三分の二を占める。
　以上に見てきたような結果から、全体として、
古くからのいわゆる慈善・救済事業、社会事業な
どの施設として存在していた施設が、救護法の施
行以降、救護施設としての認可を受けたケースが
多くを占めていることがわかる。
　さらに、施設形態・事業種別と公・私立別を組
合わせた参考表（表8・表9）を見ると、全体的
な特徴がさらに明確になる。
　すなわち、①最も多いのは、古くから創設され
ていた育児・養老などを事業種別とする私立施設
であること、②養老には公立の新しい施設が若干
あること、③生活扶助を事業種別とするのは公立
施設に多く、新しく設置されたものだが、既設の
施設がやや多いこと、④医療を事業種別とするの
は公私相半ばするが新しい施設が非常に多く、と
くに公立では新設施設が圧倒的であること、など
である。
　そのことは、本稿末尾の資料1に事業形態・事
業種別に掲載した個々の施設名を一覧することか
らも納得が得られるであろう。そこには、明治・
大正期に創設された多くの著名な施設の名を見い
だすことが出来るからである。
　なお、定員規模については、公・私別に見た表
10によれば、公・私とも20～49人クラスが最多で
あることは共通である。だが、公立は19人以下の
小規模施設が4割近く、20～40人規模も4割強で
最多と比較的に中規模以下が多い。平均規模は40
参考表（表8・表9）創設年と認可時の既設・新設区分×施設形態・事業種別×公・
　　　　　　　　私別（単独事業形態のみ）　　　　　　　　　〈数値は実数値〉
単独形態
幕ﾆ計 育　　児 乳児保育 養　　老 医　　療 生活扶助
公立 私立 公立 私立 公立 私立 公立 私立 公立 私立 公立 私立
総　　　数 27　901　40 一　　2 6　3512　118　　2
1909年以前創　設　年
1910～1929
1　42
R　25
Q3　23
1　30
|　　7
|　　3
一　　1
|　　1
|一
一　　9
|　13
U　13
一　　1
P　　4
P1　　6
一　　1
Q　　－
U　　11930年以降
既設の施設 一　　2
|一
区　分
新設の施設
10　73
P7　17
1　38
|　　2
1　26
T　　9
2　　6
P0　　5
6　　1
Q　　1
注1．本表は、本稿末尾に掲載の資料2－（2）、2－（3）の作成過程の集計資料による。
表10救護施設の収容定員・法該当分定員の分布と平均×公・私別 （1936．12．1現在）
収　　　容　　　定　　　員 法　該　当　分　定　員
全　体 公　立 私　立 全体 公　立 私　立
実数　比率 実数　比率 実数　比率 実数比率 実数　比率 実数　比率
総　　数
ケ所　　％
P44　100
ケ所　　％
S3　100
ケ所　　％
P01　100
ケ所　　％
P44　100
ケ所　　％
S3　100
ケ所　　％
P01　100
　19人以下
@20～49人
@50～99人
P00～199人
Q00入以上
@不　　明
26　　18
U7　　47
R3　　23
P2　　8
T　　3
P　　1
16　　37
P9　　44
S　　9
Q　　5
P　　2
P　　2
10　　10
S8　　48
Q9　　29
P0　　10
S　　4－一
36　　25
V1　　49
Q5　　17
U　　4
T　　3
P　　1
21　　49
P7　　40
P　　2
Q　　5
P　　2
P　　2
15　　15
T4　　53
Q4　　24
S　　4
S　　4－一
平均定員 55．1人 39．8人 61．7人 45．3人1．2人 51．3人
注　本表の数値は、本稿末尾に掲載の資料2－（2）、2－（3）に基づき作成した。
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人であるが、これは400人規模のものも含んだ数
値である。
　これに対し、私立は50人以上の中規模以上の施
設が4割強もあるため、平均規模は大きくなり、
62人にも達するというように、やや規模カミ大きく
なる傾向が見られる。
　法該当分の定員についても、公・私別に見た傾
向はほぼ同様であるが、とくに公立施設におい
て、19人以下のものが最多（49％）を占めるよう
になるのが最大の特徴である。
　③救護施設入所者の実態
　では、このような救護施設への収容・委託され
た被救護者、つまり、入所者はどのような人々で
あったのであろうか。それを全国的に明らかにし
てくれる救護統計や救護関係調査は、ほとんどな
い。
　しかし、さきに、表2・表3で見た1935年5月
の要救護者数調査には、まことにわずかだが、そ
の一端を示す収容救護者中の救護施設入所者の
データが見られる。それを見たのが、表11であ
る。
　それによれば、救護施設に収容・委託されてい
る被救護者は、1935年時点で5，900人余であるが、
被救護i者種別（＝救護事由）で、1位が幼者
（31％）、2位が疾病傷痩（28％）、3位が老衰
（26％）で、この三者の開きはあまりない。4位
は精神耗弱・身体虚弱（11％）、5位は不具廃疾
（4％）の順となっており、以下、妊産婦と幼者
保育の母はともに1％未満である。
　また、この調査データでは、救護事由以外の疾
病状態もわかるが、救護施設には、疾病傷疾を救
護事由とする者以外に、疾病傷疾状態の者カミ20％
もおり、あわせて疾病傷痩者は48％にものぼるこ
とである。
　被救護者種別（救護事由）で見ると、疾病傷疾
状態のものは、救護施設入所者中の比率では老衰
（8％弱）と精神耗弱・身体虚弱（7％）、幼者
（4％弱）などに多い。なかでも、精神耗弱・身
体虚弱の場合には、それを救護事由とするものの
7割近くもが疾病傷痩状態にあるという結果が示
されている。その他では、不具廃疾（4割）や老
衰（3割）を事由とするものに、疾病傷疾状態に
あるものの割合カミ高くなる。
　もう一つ興味深いことは、「その他」の収容救
護（「私人」と「適当ナル施設」）と比べた場合、
「救護施設」では、入所者に占める精神耗弱・身
体虚弱の割合が著しく低く（ほぼ半分）なること
表11収容救護者の被救護者種別（救護事由）の構成（収容・委託先別）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1935．5．1現在、（）内は再掲数値
A B A－B
全　体 うち疾 救護施 うち疾 その他 うち疾 ポイント差
病傷痩 設入所 病傷痩 病傷疾
状態 者 状態 状態 （△は減）
人 人 人 人 人 人
収容救護者の実数 8，430（1，860） 5，908（1，185） 2，522（675）
同　上　総数 　％P00 　％i22．1） 　％P00
　％
i20．1）
　％
P00
　％
i26．8）
a65歳以上の老衰者 24．5 （7．1） 26．2（7．5） 20．3（6．1） 5．9
b 13歳以下の幼者 29．7 （3．2） 31．0（3．5） 26．8（2．3） 4．2
c妊産婦 0．2 （0．0） 0．2 （一） 0．2 （0．2） 0．0
d不具廃疾 4．4 （1．8） 4．0 （1．8） 5．3 （1．9） △1．3
e疾病傷疾 27．3 28．0 25．7 2．3
f精神耗弱身体虚弱 13．8 （9．9） 10．6（7．2） 21．4（16．3） △10．8
9幼者哺育の母 0．2 （0．0） 0．2 （0．2） 0．3 （　一） △0．1
再 heを除く疾病傷痩状態 （22．1） （20．1） （26．8）△6．7
掲 i疾病傷疾計e＋h （49．5） （48．0） （52．5）△4．5
注1．本表は、要救護者数調査結果（1935．5．1現在）に含まれる被救護者のデータから被収容救護
　　者分を抽出して、作成した。
　2．数値の原データは、『社会事業彙報』昭和11年1月号（1936．1）および社会局『第七拾回帝国議
　　会／救護法中改正法律案資料』1937初頃（未公刊）による。
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である。不具廃疾にもそのような傾向がやや見ら
れる。
　これは救護施設として認可された施設は、すで
に見てきたように、施設ごとの事業種別が明確な
ため、精神耗弱・身体虚弱や不具廃疾事由のよう
に、障害を持つ被救護老は、受入れられるのが限
られたためである。
　すなわち、さきに見た表6一②（10頁）が示すよ
うに、施設の事業種別に、精神耗弱・身体虚弱を
含むものはゼロ、不具廃疾を含むものはわずかに
3ヶ所だった。それ故、救護施設があえて選択さ
れたとしても、主に生活扶助や医療などを事業種
別とする施設に、入所先が限られたからである。
　そのため、それらの障害を持つものは、救護施
設以外の「その他」の収容救護（「私人」と「適当
ナル施設」）に、向かうこととなり、集中した結果
となったのであろう。とくに、「適当ナル施設」の
中には、それらの障害児者を専門に受け入れたい
わゆる障害児者の施設もあったからである。
　なお、1928年に、久保寺保久らによって、創設
された八幡学園が知的障害老（当時は精神薄弱
者）の救護を事業種別とする救護施設として認可
（1937．6）される18）のも、こうした状況下におい
てであることを指摘しておきたい。
　この調査結果からは、以上見てきた程度の状況
しかわからない。救護施設入所者の実態について
は、地方単位の調査や統計類19）あるいは個別の救
護施設の資料を検討することで、なお知り得るこ
とは多いと思われるが、それは別の機会に譲りた
い。
注（第1章）
　1．救護率など救護の普及状況をみる指標として
　　は、一定期間の一日当り平均救護人員ないし特定
　　日現在での救護人員のいずれかが用いられるべき
　　である。ただし、従前公表されている救護統計に
　　は、それらについてのデータが各年度とも十分に
　　揃っているわけではない。そのため、一日当り平均
　　救護人員について、可能な範囲でのデータをまと
　　めたものが、この空白が多い表1である。
　　　なお、この救護人員の取扱いに関する問題につ
　　いては、拙稿のNd　7の93～99頁で、詳しく取りあげ
　　た。
　2．例えば、1937年度（4～3月）の一日平均救護人
　員中で、収容救護の比率（全国データは7．9％）が、
　15％を越えるのは、大阪府（26．2％）、東京府
　（17．6％）などであるのに対し、1％にも達しない
　のは、沖縄（ナシ）、佐賀（0．0％）、青森（0．7％）、
　秋田（0．8％）などである。このようなバラツキが
　生じる要因は、主に救護施設（とくにその収容定
　員）などの普及状況の如何によると言えよう。
3．収容救護を受けている救護法による被救護者
　を、専らないし主に対象とした全国的調査はほと
　んどない。あるものは、以下のような地方的なレベ
　ルのものに限られる。
　　収容救護を受けた人々の状況についての調査
　データが見られるのは、次の3点の報告書である。
　京都市社会課r昭和七年／救護状況報告』1933．3、
　東京市社会局『救護法に依る被救護世帯調査／昭
　和拾年度』1936．3、大阪市社会部『本市に於ける救
　護状況調査（社会部報告214号）』1936。
4．　ここでは、社会局が道府県を通じて、市町村から
　報告を求めた各種の救護法施行にかかわる統計数
　値を全国集計して、公表した数値を意味する。多く
　は、『社会事業彙報』や『日本社会事業年鑑』など
　に、それぞれの時点で発表された。また、自ら刊行
　した報告書も若干ある。
　　これらのうち、「救護者種別」と称する数値が見
　られるが、その内容は「救護事由」として類型化し
　た救護者種別であって、救護者の特質を十分に示
　したものではない。その典型とも言えるのが、この
　疾病傷壊状態についてのデータである。
5．つまり、主に生活行動面での自立した生活が困
　難な人々は多数存在したのであり、それらの人々
　には財貨など金銭給付を主とする居宅での給付だ
　けでは対応できない。そこには、今日で言う社会福
　祉サービスや医療サービスを必要とする状況の原
　型がそこに見られると言って良い。
6．　「救護施設」という施設名称は、現行の生活保護
　法による「保護施設」中の一施設（同法三十八条一
　項一号）としても存在する。
7．社会局社会部『本邦社会事業概要』1925．6。とく
　に、その36～37頁は、広義の制度概念としての「救
　護施設」の概念・用語の規定を行なっている。
8．例えば、『社会事業統計要覧』（第六回、1927年以
　降）やr日本社会事業年鑑』の各年版の目次を参
　照。また、『全国社会事業名鑑』（1927年版および
　1937年版）などでの取扱い（分類）にも、「救護」ま
　たは「救護事業」の語は、院外院内の総合呼称とし
　て用いられている。
9．この点を意識し、やや区別した記述や表記がな
　されるようになるのは、1939年9月に刊行された
　『日本の社会事業』中央社会事業協会刊あたりから
　であり、『日本社会事業年鑑』での救護施設と従来
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　型の「救護事業」の取扱いが変わるのは、1942（昭
　和17年）版からである。
10．社会局『感化事業回顧三十年』1930．3に掲載の
　「感化院現況一覧」（1930．1現在）によると、国立
　1、道府県立39、道府県立の代用12、私立10となっ
　ている。
11．救護施設の施設数や収容定員などの推移・普及
　状況について、基本的な数値そのものをまとめた
　救護統計データはない。したがって、『社会事業彙
　報』や『日本社会事業年鑑』などに見られる単年度
　のデータやその他の文献に登場するデータを継ぎ
　接ぎする以外には、普及状況を概観することがで
　きない。
12．社会局（保護課）が、救護施設に対する特別な
　調査をまったくしなかったわけではなく、1937年
　以降、「救護施設ノ事業執行状況等調」といった報
　告を、道府県を通じて求めている（「救護施設ノ事
　業執行状況等報告二関スル件通牒」社発153号、昭1
　2．6．4、社会局社会部長）。
　　しかし、その報告を集計したか否か、また集計し
　たとして、それをまとめた資料があるのか否か、い
　ずれにせよ、それを全国的にまとめた資料につい
　ては、今のところ未見である。
13．そのデータのべ一スとなったものは、認可時点
　もしくはその変更時の届出・報告データの累積し
　たものであって、とくに実態を調査したものでは
　ないから、次第に古くなる部分を含み、しばしば変
　動するような性格のデータは含まれていない。
14．その申請から認可に至る経過については、東京
　市『養育院七十年史』（1943．3）に、資料（認可書な
　ど）を添付してやや詳しく記述されている（46～51
　頁）が、本稿の3章の（3）でも紹介する。
15．救護施設につき、やや詳しく取りあげている小
　沢や堀田の文献（「はじめに」の注記の＊5）にし
　ても、同様である。
16．社会局『第七拾回帝国議会救護法中改正法律案
　資料』に含まれる。ただし、この「救護施設調」の
　調査時点の記載はない。1936年12月1日現在のも
　のとしたのは、他の典拠（救護法改正法案の議会審
　議中の政府委員山崎巌の答弁中で12．月1日現在の
　調査が引用されていて、数値が一致していること
　から確かと思われる）による。第七十回帝国議会貴
　族院軍事救護法中改正法律案特別委員会議事録第
　三号5頁、1937．3．17。
17．この再集計は、さきの表4で示した、1936年12
　月時点の調査（施設数136）と同じ時点のものであ
　るが、再集計にあたっては、同一名称・同一経営で
一つの施設・団体とされているものでも、二つの
　事業種別を掲げ、それぞれごとに収容定員を設定
　している場合には、それぞれを「単独事業形態」の
　施設ととらえ、二つの施設として扱っている（定員
　を別個に設定していない場合は、「複合・混合事業
　形態」の施設とした）。そのような施設・団体は、
　8ヶ所あったため、本再集計では施設数は144と
　なっている。
18．入幡学園（千葉県市川市）の救護施設としての
　認可については、内海淳「八幡学園入園者実態の対
　象論的分析」（『精神薄弱問題史研究紀要』22号、
　1978．3）がとりあげている。
19．救護施設への収容者について、地方レベルで多
　少ともその状況がわかるのは、注3にあげた三点
　の調査報告である。
第2章　救護施設の認可と補助の実際
　　　　　　一その手続過程を通して
　救護法のもとでの、救護施設としての認可の手
続きおよび救護施設への設置設備費の補助の手続
きについては、法制度的な部分は別として、その
実際がどのようなものだったかについては、明ら
かにされていない点が多い。
　これらの認可制度や補助制度が、救護法下の救
護施設によって広く普及したこと、その経験と蓄
積が戦後の社会福祉制度におけるそれの母胎と
なったと考えられるにもかかわらず、この点での
解明はほとんどなされていない。
　本章では、その実際について、可能な限り明ら
かにする努力をしてみたい。
　以下では、まず、（1）で設置設備の認可申請につ
いて、その制度上の概要を明らかにした上で、具
体的な手続き過程を含め、認可申請から認可の承
認、決定（却下）に至る関係文書が残されている
四施設の事例を取りあげ、検討する。
　次に、（2）で設置設備に対する補助について、そ
の制度上の概要を明らかにした上で、補助申請か
ら決定に至るまでの関係文書カミ残されている三施
設の事例を取りあげ、その検討を行なう。
（1）設置設備の認可申請手続と事例
　救護法は、救護施設の設置主体については特段
の制限を設けていないが、法が規定するいくつか
の特典を受けるには、救護施設としての認可を得
ることが必要である。
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①認可申請手続の概要
　救護施設としての認可については、さきにも触
れたが、公立と私立の救護施設で、法上の扱いが
やや異なる。すなわち、救護法は、市町村が設置
する場合は設備につき（七条一項）、私人が設置
する場合はその設置自体につき（同条二項）、地
方長官（道府県知事）の認可を要することとして
いる。
　この違いは、認可にあたって、市町村の場合に
は物的・人的設備面での条件のみカミ問題とされる
のに対し、私人の場合はそれにとどまらず、設置
主体自体の諸条件も広く問題とされることを意味
する。実際には、以下に指摘するように、この違
いは申請書へ添付する書類の有無となってあらわ
れる。
　本稿で、「設置設備の認可」という語を用いて
いるのは、その違いを超えて、公立と私立の双方
の認可を含めた共通的な認可行為を取りあげ、問
題にしているためである。
　救護施設としての認可については、認可権限者
は、法の規定上は、さきにあげたように地方長官
で道府県の知事である。しかし、実際には、社会
局長官名の依命通牒1）により、救護施設の認可に
あたっては「当分ノ内予メ当局へ協議」すること
を求め、その承認（同意）を条件としている。
　この点は、法の規定からすれば越権と言わざる
を得ないが、当時はこの種のことがしばしば行な
われていた。
　具体的な申請手続は、救護法施行規則に定めら
れた認可申請書（施行規則一条に記載事項2）を規
定）と添付書類（同二条に書類内容2）を規定、私
立のみ）により行なう。
　認可書類の実質審査3）については、まず道府県
（社会課）が行なう。問題がなければ、副申を添
えて社会局への協議となる。問題があれば、「照
会」という形で、設置主体への質問・調査が行な
われ（実地調査がなされる場合もある）、内容上
（書類）の修正・訂正などが求められる。
　道府県の審査をパスし、社会局への協議に持込
まれた場合には、社会局での審査が行なわれる
が、事実上の実質審査となる場合もある。
　それらの結果、問題がなければ、社会局（形式
上は内務大臣名）は、認可の承認（同意）を行な
う。道府県（社会課）は、その承認を得た上で、
それぞれの知事名で「認可指令」と名付けた認可
書を交付して、認可施設が誕生する。
　もちろん、その過程で問題があれば、社会局は
様々な形で「照会」という形の質問・調査を行な
うが、書類の修正・訂正を求める場合もあり、そ
のまま「詮議難相成候」ということで、承認せ
ず、却下となることもある。
　これらの過程で問題なのは、審査（認可）の基
準が公表されていなかったことである。そのた
め、初めのうちは手探りで申請書類の作成、提出
がなされたようであり、次第に、その経験から、
審査（認可）基準が明らかになってゆくという経
過が見られる。
　また、審査期間の定めはなく、様々な事情に
よってかなり手続きが長引く例が見られる。その
事情が、設置老（申請者）側の問題ならばともか
く、国（社会局）側の問題であることも、しばし
ばあり、とくに国庫の財政上の理由から長期にわ
たって、審査が放置されるような事態が見られ
た。
　このような恣意的な認可審査の放置があったの
は、主に、救護財政上の深刻な事態カミ起きて、救
護の適正化という名の救護抑制対策がとられるよ
うになる1939年度に入ってからである。
　私立施設に対するこうした認可抑制について
は、従来、設置設備費への補助が付いたか付かな
かったかという結果以外は、ほとんど知られては
いず、また問題にされた例も知られていない。
　しかし、認可が引き延ばされ、放置されていた
事例があったことは事実で、例えば、増設拡張の
認可申請をしてから数年を経て、突然認可の通知
があり、慌てて拡張工事に着手するようなケース
も見られる。長野市の大勧進養育院の分院（三帰
寮）の増設・拡張がそれである。
　r大勧進養育院年報』（昭和拾年度版）の記録す
るところによれば、1935（昭10）年の7月6日に
「本院附属育児部救護施設拡張認可申請ノ件本県
知事二出願ス」との記載4）がある。
　その後三年を経た、昭和拾三年度版のr年報』
に、ようやく1938年の8月30日に「三帰寮施設拡
張並二設備変更ノ件…四ヶ年振ニテ…八月二十七
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日二認可サル」との記載5）が見られる。
　なお、このr年報』の冒頭には、「面目一新せる
育児部の施設拡張」と題する記事が載せられてお
り、そこには次のような記述が見られる。
　…施設は狭盗を感じ、収容室、炊事場、食
堂、病室等は身動きもならず、処遇上遺憾の点
少ざりしも、此不便を思ひつN県当局と交渉数
次、昭和十年七月六日救護i施設の拡張認可の申
請をなしたり。爾来迂余曲折内務省より厚生省
関係となり漸くにして昭和十三年八月二十七日
救護施設拡張認可の指令に接し、緊急同年九月
十一日理事会に諮り、工事を競争入札に附し、
同年九月二十二日起工、同年十二月二十七日工
事を完了せり。
　　一『大勧進養育院年報』昭和拾三年度版、
　　1939，7、下線は引用者（寺脇）。
　また公立施設の場合には、救護費そのものと設
置設備費だけでなく、いわゆる事務費への補助も
実施されたから、認可を抑制する財政的効果も大
きい。それゆえにこそ、そうした財政節減策も積
極的にとられたであろう。
　私立施設を含めてであるが、救護施設の認可件
数は、1934年度に入ると、1章の（3）で見てきたよ
うに、急減（とくに、36頁に掲載の表6一③参
照）する。認可の抑制策がとられた証左である。
　次の②のdで詳しく事例として紹介する宇部市
救護所（1934年申請、1935年認可）の場合は、そ
の典型だったと思える。また、3章の（3）で紹介す
る東京市養育院（1933年申請、1938年認可）の場
合は、公立であるだけでなく、その巨大な施設規
模（＝巨額な事務費負担）という事情も加わっ
て、救護法施行上の財政問題が表面化する以前か
ら、認可の抑制がなされていた。
②認可申請手続の実際一山口県の四事例
　ここでは、救護施設としての設置設備の認可申
請手続きの実際がどのようなものだったかについ
て、具体的な認可手続きとしてなされた関係公文
書のやりとりが、ほぼ完全に保存されている山口
県での事例6）を紹介し、検討する。
　なお、ここで取りあげた事例にかかわる関係文
書は、本稿末尾に資料3としてその全部を掲載し
た。以下に見るように、1932年から1935年にかけ
て、認可カミ却下された一事例（萩町救護所）と、
認可された三事例（山口市救護所、徳山町救護
所、宇部市救護所）である。
　a　萩町救護所（既設施設の設備認可）一一却
　　下事例
　萩町には、1928（昭和3）年に設置した町立の
救護所が存在し7）、貧困者や行旅病者の収容救助
施設として活用していた。萩町では、救護法の施
行に際して、同救護所をそのまま救護法に基づく
救護施設としての認可施設とすることを計画し
た。その結果、認可権者である山口県知事宛に救
護施設設備認可の申請を行なった。
　ところが、5月にはその申請は却下されてしま
う。表12は、その申請から却下までに至る経過
を、萩町・山口県社会課・社会局の相互でやりと
りした文書等を通じて、概略的にまとめたもので
ある。この表によって、その間の経過を見ておこ
う。
　萩町長からの申請を受けて、県社会課は申請内
容について不明な点（現在収容中の人員、自炊用
具の不備、救護施設の管理・維持方法など）につ
き照会、回答を得た上で、2月19日、知事名で社
会局長官宛に「大体適当」として、認可の承認を
求める協議を行なった。
　ところが、5月10日付けで社会局から、設備の
内容が不十分であるという理由で「詮議難相成」
とする不承認の通牒がもたらされる。県では、5
月14日付けで知事名の申請却下書を萩町長宛に送
付、あわせて県学務部長名で「其ノ筋ヨリ」の設
備不十分だとする理由を伝えた。
　萩町では、設備不十分の具体的内容について回
示してくれるよう県に照会したが、県社会課長は
社会局の保護課長宛に同内容について照会、社会
局からは藤野社会局書記官名の書簡（県井口社会
課長宛）の形で、その回答カミもたらされた。
　社会局の認可方針に合致しない不備の点とし
て、①救護施設は大体10人以上収容の規模、②被
収容老による自炊方式は不適当、③介護に必要な
人的設備（介護人）が必要、の三点が示されてい
た。
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表12　萩町立救護所の設備認可申請関係文書の経過概要（1932．2～6）
日　付 発信者→宛先 資料M 文　　書　　の　　概　　略
昭7． 3－（1）
2．9 町長→県知事 一① 設備認可申請（申請書）
2．13県部長→町長 一② 申請内容につき照会
2．15町長→県部長 一③ 照会内容への回答
2．19県知事→社長官 一④ 萩町の救護所の認可につき協議（「大体適当ト認
メラレ候二付認可致度」
4．13県知事→社長官 一⑤ 照会（「認可方ノ件如何相運ヒ居リ候哉」）
5．2 町長→県部長 一⑥ 照会（「認可申請致置…如何ノ都合二有之候哉」）
5．5 県部長→社課長 一⑦ 照会督促（「急速御承認方御配慮…依頼」）
5．5 県部長→町長 一⑧ 照会への回答（社会局と協議中）
5．10社部長→県知事 一⑨ 協議の件「詮議難相成」（「設備ノ内容救護施設ト
シテ充分ナラサル様被認候二付」）
5．14県部長→町長 一⑩ 「本日認可難相成旨指令（設備ノ内容不十分）」
（「其ノ筋ヨリ通牒有之候」）
5．14県知事→町長 一⑪ 申請却下書
5．20町長→県部長 一⑫ 照会（設備不充分の内容について）
5．24県課長→社課長 一⑬ 照会（「設備不充分ト認メラレ候要点ヲ具体的
二御回示相煩度」）
5．30藤野書記官 一⑭ 回答（認可方針と不備の三点の具体内容を提示
→県井口課長 ①大体10人以上収容、②自炊は不適当、③介
護に必要な人的設備）
6．4 県部長→町長 一⑮ 照会への回答（⑭の三点）
注1．本表および表15までについては、いずれも本稿末尾に掲載の資料3ないし資料
　　4から作成した。それぞれの日付と資料Mにより、文書の全文を見ることができ
　　る。
　2．　「発信者→宛先」欄の職名は、下記に示す略称を用いた。
　　　市課長＝市社会課長　　県部長＝県学務部長　　県課長二県社会課長
　　　内大臣＝内務大臣　　内会計＝内務大臣官房会計課長
　　　社長官＝社会局長官　　社部長＝社会局社会部長
　　　社課長＝＝社会局保護課長　　社属＝社会局（保護課）属
図1　萩町救護所の建物配置と平面図（1932年5月認可申請却下）
　　注　萩町が県社会課に提出した認可申請書に添付の設計図書などを参考に筆者が作成した。
公
道
＼
所在地：萩町大字堀内355番地11　敷地：144坪（市有地）　　建坪：14坪
建物：木造平屋瓦葺　1928年3月竣工　　居室：4．5畳2室、6畳1室、4畳1室
収容定員：5人　　備品：布団5蚊帳1電気炬燵1　火鉢1洗濯桶1湯沸1
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　図1および本稿末尾に掲載の資料3－（1）一⑦の
認可申請文書等に見られるように、萩町救護所は
敷地は144坪と十分広かったカミ、①建物（建面積
14坪）は居室4室で収容定員5名の規模であった
から、認可方針の収容規模には達していない。ま
た、②被収容者による自炊を施設の経営方法とし
てあげていること、③介護人は置いていないな
ど、藤野書記官の指摘通りであった。
　②や③の条件は、若干の予算措置ですぐにでも
改善可能と思われたが、①の収容規模の拡大は簡
単ではない。萩町には、増築の意思はなかったよ
うで、この救護所の認可問題は、この段階では立
ち消えになっている8）。
　以上が、萩町救護所の申請却下までの経緯であ
るが。注目すべきは、救護施設の認可方針なり認
可基準（の一部）が、具体的に示されたことで
あった。救護施設の具体的な認可基準について
は、規模について（10人以上）のみは、後になっ
て公表されている9）が、他の二項目はまったく明
らかにされてはいない。
　したがって、この萩町の却下事例で示された基
準は、以後の前例となるものでもあったし、後の
認可申請ケースでは、参考にされている。
　b　山口市救護所（既設施設の設備認可）一
　　認可事例
　山口市には、1930（昭和5）年に設置した市立
の救護所（収容定員8人）カミ存在し10）、貧困者や
行旅病老の収容救助施設として活用していた。
　同市では、救護法の施行に際して、同救護所を
救護法に基づく救護施設としての認可施設とする
こととし、あわせて既存建物を拡張（増築）し
て、収容定員10人とすることを計画した。増築部
分を含めたものを、図2に示す。
　その結果、山口市は市長名で、認可権者である
山口県知事宛に救護施設の設備認可の申請を行
なった。市からの申請を受けて、山口県は6月10
日付けで、社会局長官宛に認可のための協議を行
なっている。
　この認可申請から認可決定に至るまでの経過に
ついては、表13にその概略を示しておいた。見ら
れるように、さしたる問題もなく、7月9日に
は、社会局からの認可の承認が得られ、7月19日
付けで山口県知事の認可書が山口市長宛に出され
図2　山ロ市救護所の建物配置と平面図（1932年7月認可、7月事業開始）
　注山口市が県社会課に提出した認可申請書に添付の設計図書などを参考に筆者が作成した。
伝　　染　　病　　院　　敷　　地
」
公
道
路
居
室
居 居 居 居 居 居 居
u
一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
▲
作業場 幽葛 　　点線内増築部分
所在地・山・市大字禰禽訳1璽室，警き1織鑛当。講躍二5㌶警al彗k・
建物：木造平家瓦葺　竣工1930年8月（増築：1932年12月）　　居室：3畳10室（内増築分2室）
収容定員：10人（内増築分2人）　　備品：各室に、布団3蚊帳1炬燵1火鉢1湯沸1
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表13　山ロ市救護所の設備認可申請関係文書の経過概要（1932．4～7）
日　付 発信者→宛先 資料Nα 文　　書　　の　　概　　要
昭7． 3－（2）
4．1 市長→県知事 一① 設備認可申請（申請書）
6．10県知事→社長官 一② 山口市救護施設認可につき協議（「認可致度」）
6．21社部長→県知事 一③ 照会（国庫補助なき場合の拡張増築意思の有無お
よび救護所規定の提出、現在収容人員調査）
6．27県部長→市長 一④ 照会（「其ノ筋ヨリ」照会の件につき）
6．28市長→県部長 一⑤ 照会の件への回答（「窮民増加…重症患老…収容
…国庫補助ノ有無二不拘此際是非拡張致度」）
7．1 県知事→社部長 一⑥ 照会の件への回答
7．9 社部長→県知事 一⑦ 山口市救護所の件「認可相成可然」
7．19県知事→市長 一⑧ 認可書
注注記は表12と同じ
ている。
　なお、社会局からの6月21B付けの照会中で、
国庫補助なき場合の拡張意思の有無を質問してい
るが、このような照会は他の事例でもしばしば見
られる。そのことは、国庫補助予算の財源不足と
いう問題だけでなく、結果として認可を抑制する
という意味でも注目しておきたい。
　なぜなら、このような照会は、国庫補助の条件
付の認可決定ではないことを念押ししているもの
で、国庫補助が拡張の条件だと回答する場合に
は、不利となる（場合によっては認可の承認をし
ない）ことを示唆するものである。その結果とし
て、補助を予定して認可申請することは抑制され
るからである。
　c　徳山町救護所（新設の設備認可）一認可
　　事例
　徳山町が救護施設（徳山町救護所）を設置する
ことになったのは、徳山町の関係文書（資料3－
（3）一①、③、⑦など）によれば、「社会事業二理解
アル篤志老」からの指定寄付（1000円）を受けた
ことと、ちょうど救護法の施行決定の報に接した
ことにあったとされている。
　徳山町には、従来から救護所はなく、「救護所
設置ノ必要痛感シツN在リシ」時であったため、
救護施設の設置は「最モ時期二適応セルモノ」と
して、議会の議決を経て指定寄付の申込みを採納
し、施設設置を企画したものと説明している。
　その結果、1932年度予算に救護所新築工事のた
めの予算が計上されて、1932年5月には、徳山町
長名で県知事宛に救護施設創設の設備認可の申請
がなされたのである。
　しかし、県社会課では添付書類・図面等に不備
や疑問があったようで、二度にわたり一一’lt・書類を
徳山町に差戻し、徳山町がそれに応じて不備を補
ない修正や説明を加えて、提出し直している11）。
それらは、環境面や技術面の指摘であった。
　図3は、その平面図である。居室は三畳6室で
あるが、定員は12人（6世帯）であるから、萩町
や山口市、後述の宇部市のものとくらべて格段に
狭い上、押入などもついていない。また、居室が
北側に配置されているなど環境的な条件は著しく
悪い。
　さらに、再々提出された申請書に対して、6月
8日には県知事名で、徳山町長宛に、救護施設と
して設備不充分として、申請書を三度返戻し、再
考を促している。
　不充分とした点は、要約すれば、①収容室が6
室で定員が6世帯12人とあるが、三畳間に二人収
容は「事実上困難」で、実際には「収容力ハ六
人」、②被収容者に自炊させるのは不適当、③人
的設備不備（年給与36円では、介護人を常置する
こと困難）の三点で、認可基準に抵触するという
ものであった。
　これに対して、徳山町は6月16日付けで「此ノ
程度ノ施設ヲ以テ先ズ充分」などやや強弁ともと
れる申し開きや弁明を行ない、申請書についても
「自炊」を削除し（→「番人ヲシテ食事供給」）、
「番人給」を「介護者給」とするなど、若干の訂
正を行なうことで、申請し直している。
　県社会課は、そこでやむを得ないとしたのであ
ろうか、6月23日付けで、県知事名で、社会局社
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図3　徳山町救護所の建物配置と平面図（1933年1月認可、9月事業開始）
　注　徳山町が県社会課に提出した認可申請書に添付の設計図書などを参考に筆者が作成した。
公 道
＼
所在地：徳山町字慶万1879番地
敷地90坪（借地）　　建坪33．5坪
建物：木造平家瓦葺　1933年8月竣工
居室：3畳6室　　収容定員：12人
会部長宛の設備認可についての協議を行なってい
る。ただし、「本施設ハ収容能力及人的設備ノ点
二遺憾ノ簾モ有」としつつ、「折角篤志老ノ寄付
二依リ計画」されたものだからとして、特に承認
方を求めている。
　以後、12月の社会局による認可の承認に至るま
でに、半年ほどの経過があるが、申請時点からの
経過を含あ、その概略をまとめたものが表14であ
る。
　社会局からは、建設費についての補助金がつか
ない場合の創設の意思と施設内容についての照会
（7．7）があったが、表に示したように、徳山町の
それに対する反論ともいうべき回答（7．14）など
があり、すんなり承認とはいかなかった。
　すなわち、徳山町の回答は補助がなければ歳入
欠陥という事態になり、事業遂行は不可能にな
る。それでは、寄付者の意思を無視したことにな
るから、寄付を謝絶せざるを得なくなるが、一旦
議会で寄付の採納を議決している以上、それを取
消すようなことは出来ず、理事者として困惑、進
退両難の事態になってしまう（それ故、補助が付
かないのは困るので、是非付けて欲しい）、とい
うものであった。
　徳山町は、寄付を受けて救護i施設の設置を企画
した経緯を説明し、「其ノ筋ノ救護施設二対スル
御認可ノ内規二付テハ何等知悉スヘキ法文等ヲ見
ル能ハス…右施設二対シテハ法文ノ示ス所二基キ
当然国庫並県補助金ノ御交付受ケ得ルモノナルヲ
確信シ…御来示ノ如ク国庫補助金ノナキ場合ト難
之ヲ創設スル云々ノ事ハ当初ヨリ考慮ノ裡二無
之」と強い姿勢で望んでいる。
　県は、この徳山町の回答（7．14）を受けて、社
会局宛に町の回答を報告している（7．25）、そこ
では、補助金なしの事業遂行は不可能、しかし、
寄付採納を取消すことも困難という進退両難に陥
る故、是非とも補助金交付を、という徳山町の意
思のみを伝達している。
　9月になって、社会局は、本年度の国庫補助は
未定だが、徳山町の件はその「財源ノ大部分ヲ篤
志者ノ寄付二依ル」ことをあげ、「可成計画ノ遂
行ヲ図ル様一応再考セシメラレ」という、やや微
妙な意向を県（社会課）に伝え、さらに、計画実
施の場合には「被救護者ノ待遇ヲ充分ナラシメ得
ル様設備其ノ他…相当考慮セシムル様」との指示
（9．9）を行なっている。
　県（社会課）は、この認可承認を前提にしたよ
うな微妙な指示に沿って、徳山町に対し、「被救
護者ノ待遇」にかかわる介護人給が年36円と低い
問題を取りあげ、「斯ル給料ヲ以テシテハ…介護
指導ノ全キヲ期スルコトハ困難」として、その改
善を求めた（9．12）。
　これに対して、徳山町は、介護人は救護施設に
住み込みで家賃・電灯料等が不要だから手当て額
は低額でも、適当な「介護人ヲ得ラルベシ」と釈
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表14　徳山町救護所の設備認可申請関係文書の経過概要（1932．5～1933．1）
日　付 発信者→宛先 資料Nα 文　　書　　の　　概　　要
昭7． 3－（3）
5．4 町長→県知事 一① 設備認可申請（申請書）
5．16県部長→町長 なし （申請書の不備・疑問点指摘）
5．20町長→県知事 なし （再提出）
5．30県部長→町長 なし （申請書の不備・疑問点指摘）
6．3 町長→県知事 なし （再々提出）
6．8 県知事→町長 一② 「救護施設トシテ充分ナラサル様被認候條御再考
相成度申請書返戻候」（①三畳に二人収容、②
自炊は不適当、③常置の介護者必要）
6．16町長→県部長 一③ 指示の点を申開きの上、再度、申請（申請書は再
訂正）、（①「此の程度の施設を以て先ず充分の
ものたるを信する」、②番人が食事供給と訂正、
③「番人給」を「介護人給」と訂正）
6．23県知事→社部長 一④ 認可につき協議（「認可致度」、「本施設ハ収容能
力及人的設備ノ点二於テ遺憾ノ簾モ有之候へ共
…特二御承認相願度」）
7．7 社部長→県知事 一⑤ 照会（内容調査、補助なき場合創設意思の有無）
7．12県部長→町長 一⑥ 照会（「其ノ筋ヨリ」照会の件）
7．14町長→県部長 一⑦ 照会の件への回答（補助なき場合、歳入予算に多
大の欠陥→事業遂行不可能→寄付謝絶、他方、
町会は寄付採納を議決済謝絶することも困難、
町理事者として、進退両難「遺憾の至り」）
7．25県知事→社部長 一⑧ 照会の件への回答（町当事者は進退両難に陥る虞
有、町の意思は是非とも補助金交付相願度）
9．9 社部長→県知事 一⑨ 国庫補助の有無は未定、財源は寄付故「可成計画
ノ遂行ヲ図ル様一応再考セシメラレ…計画実施
ノ場合、被救護者ノ待遇ヲ充分ナラシメル」
9．12県部長→町長 一⑩ 介護i人の給料過少、「被救護者ノ介護指導ノ全キ
ヲ期スルコトハ困難」人的設備の点の再考を
9．17町長→県部長 一⑪ 回答（この給与でも「介護人ヲ得ラルベシ…万一
…適当ナル介護人得」られない時は予算増額）
10．1 県知事→社部長 一⑫ 照会の件への回答（町の回答を補強して回答）
12．13町長→県部長 一⑬ 年度内事業遂行のため、「至急認可」を
12．23県知事→社部長 一⑭ 徳山市の認可の件「至急御承認相成候様致度」
12．26社部長→県知事 一⑮ 徳山町救護施設の件「認可相成可然」
昭8．
1．10県知事→町長 一⑯ 認可書
1．10県知事→社部長 一⑰ 報告（認可の件）
注注記は表12と同じ。
明。万一得られないときには「予算ノ繰合相付
ケ」増額する意向を回答（9．17）、あわせて、補助
決定を急いで欲しいことも要望している。
　この回答で、人的設備面での改善がなされたと
は言えないように思えるが、県（社会課）は、こ
の徳山町の釈明・回答を多少文章の手直しをした
うえで、社会局宛に報告（10．1）している。
　12月に入って、徳山町からの至急認可をとの催
促を受けて、県は社会局に認可の承認方を要請
（12．23）、その直後に、社会局からの「認可相成
可然」との通牒（12．26）がなされた。その結果、
翌1933年1月10日付けで山口県知事名の認可書が
徳山町長宛に出され、決着した。
　なお、この間のやりとりを通じて、国庫補助の
申請も事実上、なされている状態（補助決定は年
度末の予定などの告知）になっていた故であろう
か、12月26日付けの社会局の通牒では、県（社会
課）に対し、追て書きで国庫補助についての協議
を至急するようにと、指示している。
　県（社会課）は、社会局に対し、正式の協議は
していなかったのである。その指摘を受けて、県
の協議手続きは、次節で見るように、1月12日付
けでなされることになる。
　かくて、徳山町では認可を得て、次なる補助決
定を待ちつつ、工事に着手することになる。とこ
ろが、実際にはその認可直後に建設場所を変更
し、救護施設の位置変更の認可申請を行なってい
る。（資料4－（2）一②参照）この位置変更の申請
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は、1月26日に認可された。したがって、着工の
時点は記録にないが、この位置変更認可の時点以
後である。工事は、年度末までには完成せず、夏
までかかることになる。
　d　宇部市救護所（新設の設備認可）一認可
　　事例
　宇部市では、従来から救護施設がなかったた
め、収容救護を要する者の救護に支障があった
が、救護施設の設置を計画し、1934（昭和9）年
度の予算案に救護所設置予算を計上、市議会の議
決を得て、救護所を設置することになった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘
　その結果、1934年4月には、市長名で県知事宛
に救護施設としての設備認可の申請を行なった。
それを受けて、県社会課は、同施設の新設設備費
に対する国庫補助申請もあるからと、市に関係書
類の提出を求めた。その上で、5月5日付けで、
社会局宛に、設備認可申請の承認および創設費国
庫補助に関して協議の申入れを行なっている。
　したがって、この宇部市の場合には、当初の段
階から、設備認可申請が創設費に対する国庫補助
関係を含めて、文書のやり取りがあわせてなされ
ている。ただし、ここでは、設備認可申請の関係
に絞って取り上げたい。認可申請から、その承認
表15　宇部市救護所の設備認可申請関係文書の経過概要（1934．4～1935．4）
日　付 発信者→宛先 資料Nα 文　　書　　の　　概　　要
昭9． 3－（4）
4．12市長→県知事 一① 設備認可申請（申請書）および国庫補助申請（申
請書）
4．16県知事→市長 一② 関係書類提出要請（国庫補助の協議もある為）
4．19市長→県知事 一③ 関係書類提出
5．5 県知事→社部長 一④ 認可・国庫補助につき協議（「「認可致度」、「国庫
補助相成候様致度」）
5．17県知事→社部長 一⑤ 協議のための添付書類送付
6．8 県課長→市課長 一⑥ 「其ノ筋二於テ予算ノ関係上本年度ハ補助困難」
補助なき場合に設置するか、補助ある年度以降
になるか、記載して内務大臣宛書類提出を
6．11市課長→県課 一⑦ 「補助金ハ明年度以降トナルモ…至急御認可相成
候様」（内務大臣宛書類添付）
6．11市長→大臣 一⑧ 要収容救護者9名有り、本年度予定通り建築致度
補助金は明年度以降でも可、至急認可の承認を
6．23県知事→社部長 一⑨ 至急、認可の承認ありたし（別紙大臣宛書類）
10．4 市長→県部長 一⑩ 「至急御認可相成候様御取計相願度」
10．19県知事→社部長 一⑪ 「至急御承認相成候致度」
11．12社新妻属 一⑫ 照会（内容調査）
→県井口課長
11．16市課長→県課長 一⑬ 照会（⑫）への回答（県→市への照会は電話）
11．19県井口課長 一⑭ 照会への回答、「至急御承認相成候様格別ノ御配
→社新妻属 意相煩度」
12．11県知事→社部長 一⑮ 国庫補助はともかく「設備認可ハ是非共年内二」
12．11県井口課長 一⑯ 「年度内ノ完成困難ノ実情…市長ヨリ再三認可方
→社新妻属 申出有之…之レカ取扱困リ居リ…内示被成下」
昭10．
1．16市長→県部長 一⑰ 未だ認可ないがどうなったか
1．19県知事→社部長 一⑱ 「認可ヲナシ差支無之候ヤ否ヤ」至急御回示を
2．4 県知事→社部長 一⑲ 「認可ヲナシ差支無之哉否ヤ」至急御回示を
3．30社課→県知事 一⑳ （電報）宇部市の件、本日承認
3．30社部長→県知事 一⑳ 条件付で「認可相成可然」、「国庫補助申請書提
出ノ時期二付テハ改メテ通牒可致候」
4．1 県部長→社課長 一⑳ （電報）「九年度創設ノモノトシテ承認」か
4．2 社属→県課長 一⑳ 「九年度創設トシテ承認相成タルモノ」
4．4 県課長→社属 一⑳ （電報）九年度創設認可の件、公式に電信指示を
4．23県部長→市長 一⑳ 「別途認可相成候」（認可の通知、条件記載）
4．23県知事→市長 一⑳ 認可書
4．23県知事→社部長 一⑳ 報告（「本日認可致シ候」
注表12の注と同じ。
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にまで至る経過については、表15にその概略をま
とめてある。
　表に見られるように、社会局による設備認可の
承認は、申請からほぼまるまる一年を経た1935年
の3月末に、ようやくなされている。遅れたの
は、資料3－（4）に掲載した個々の文書からも窺が
えるように申請した宇部市救護所の側に特段の問
題があったわけではなく、社会局の側に問題が
あったことは確かと思われる。
　何故ならば、表15でわかることだが、そこにあ
る関係文書のほとんどは、社会局もしくは県を通
じて社会局に宛てた文書であり、その大部分は社
会局による認可の承認への、催促（督促）を内容
としているものだからである。
　逆に、社会局から県や市に宛てて出したもの
は、（認可を承認した1935．3のものを除けば）11
月に書簡という形で施設内容について照会したも
のがわずかに1点あるのみで、しかも、その内容
（資料3一④一⑫参照）を見てみると、承認を遅
延させるようなものではない。
　では、認可の承認を遅らせたのは何が原因だっ
たのか。関係文書の中にも、認可を遅らせるよう
な状況変化を示すものが、わずかだが見られる。
それは、1934年6月8日付けの県の社会課長から
宇部市社会課長に宛てたもので、「其ノ筋」の「予
算ノ関係上本年度ハ補助困難」との意向を伝えた
ものである。
　従来も、補助予算が付くか否かは（年末頃まで
は）不明で、認可と補助は別扱いということが強
調されてはいたが、年度当初から「補助困難」が
伝達されることはなかった。
　これは、すでにこの時期に、社会局内（保護
課）で、救護費をめぐる財政状況の深刻化に如何
に対処するかが問題になっていたこと、対策の一
つとして救護施設への国庫補助予算執行の引締め
もあげられていたこと、を示唆する。しかも、こ
図4　宇部市救護所の建物配置と平面図（1935年4月認可、10月事業開始）
　　注　宇部市が県社会課に提出した認可申請書に添付の設計図書などを参考に筆者が作成した。
公
道
所在地：宇部市大字沖宇部海南5078、5088番地　　敷地：172坪（市有地）　建坪：70坪
建物：木造平家瓦葺　竣工1935年9月　　居室：3畳10室、6畳2室
収容定員：14人　　備品：寝台3藁布団3毛布3布団14蚊帳10炬燵10
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の方法が財源不足に、最も早く対処し得るもので
もあった。
　社会局は、この1934年度早々に、社会部長名で
「救護施設並二救護費国庫補助二関スル件依命通
牒」（発社70号、昭9．4．17）を発しているが、その
中で、救護財政の深刻化に対処するための、最初
の対策とも言うべきものが打出されていた12）。
　社会局は、それらと歩調をあわぜて、この予算
執行段階での引締対策を採用し、その結果、1934
年度および1935年度の新設拡張費への国庫補助額
は、前年度（1933年度）の三分の一にと激減する
という事態13）が引起こされた。
　宇部市救護所の国庫補助決定の遅れも、明らか
にその影響であり、救護施設を新設拡張費予算の
執行制限する（極力補助決定を行なわない、ある
いは一年先送りするなど）という削減策の対象と
されたものだと思われる。
　いわば、その余波を受けて、設備認可の承認ま
でもが、著しく引き延ばされる結果となったので
ある。そうした救護費財政の危機状態がもたらし
た大波の前には、認可承認への数多の催促文書を
送り、懇願するかの如き督促カミ行なわれたとして
も、それに応えてはもらえなかったのである。
　それはともかく、1935年3月末の認可を受け
て、宇部市は直ちに業者と工事契約し着工（9月
末竣工）している。図4に示したものは、その平
面図であるが、居室は三畳が10室、六畳が2室で
定員14である。すでに見てきた山口市や徳山町の
ものとくらべ、条件的には最も良いと思われる。
　なお、社会局は認可の承認にあたって、①坪当
り建築費単価を65円以下とすること、②「出来得
れば」片廊下式とすること、などを条件として付
している。これに対し、宇部市は①の条件は、以
下の3章の（2）で見るように、形式上は守ったよう
である。だが、②の条件については、図面にも見
られるように、中廊下式のままで建設している。
（2）設置設備費の補助申請手続と事例
　救護法は、認可申請手続を経て救護施設として
認可された施設に対しては、公・私立いずれの場
合にも、新設・拡張などの設置設備費に対する国
庫および道府県費による補助制度を設けている
（法二十五条一項、二項）ことは、すでに述べ
た。
　ここでは、その設置設備費への補助の実際につ
いて、とくに補助申請の手続過程について取りあ
げる。まず、簡単にその制度的な概要を明らかに
した上で、それにかかわるいくつかの間題に触れ
る。
①補助申請手続の概要
　救護施設の設置設備費に対する補助（の申請含
む）手続については、社会局社会部長と内務大臣
官房会計課長の連名の「救護費国庫補助二関スル
件依命通牒」（発社23号、昭7．3．7）によって、概
略、次のように指示されている。
　すなわち、依命通牒（の左記二）には、「救護施
設ノ創設費、拡張費及之二伴フ初度調弁費二対ス
ル国庫補助」について、各地方長官（知事）が、
補助の対象となる施設についての関係書類14）を具
して、毎年度四月末日までに社会局に協議するこ
ととしている。
　したがって、道府県（社会課）では、毎年春先
までに、補助申請があるか否かを調査し、あった
場合にその審査をし、書類等を整えて社会局との
協議に持込むことになる。それらの関係文書につ
いては、本稿の末尾に掲載の資料4で、三つの公
立救護所関係のほぼすべてを見ることが出来るの
で、参照されたい。
　なお、設置設備費の補助は、道府県分の補助も
国庫分に付帯してなされるから、道府県としての
審査や補助予算の計上もあわせて行なうことにな
る。
　社会局との協議がなされたものにつき、社会局
の承認があったときは、工事施工者（市町村およ
び私立施設の設置者）から、当該年度の予算書
（施工工事関係分）を添付して、遅滞なく国庫補
助申請書を社会局に提出さぜるよう定められてい
る。
　なお、社会局の承認に際してば、坪当たり工事
単価を一定金額以下にすることを条件として付与
することも見られた。次節で見る宇部市のケース
では、坪当たり65円以下となることなどを条件と
していた。そうなれば、工事内容を切下げるほか
はなくなる。
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　かくて、内務大臣名の国庫補助決定通知書カミ、
その補助金額を記載して交付されることになる。
この金額は、予定した設置設備費の総額から、寄
付金などの収入を控除したものを補助基本額と
し、その二分の一の範囲内で補助率カミ定められ
て、算出されている。
　実際の補助率は、救護費や事務費の補助率が切
下げられた1934年度、1935年度においても、二分
の一を下回ることはなかった15）ようである。ただ
し、それは、工事費単価の引下げや、補助決定の
承認を却下ないし引延ばして、予算削減をした上
でのことである。
　いずれにせよ、この段階までくれば、補助ば確
定したことになり、補助を予定して着工となる。
実際には、この手続は大幅に遅れることが多く、
それ以前に着工するケースは多く見られるし、場
合によっては竣工して以後に補助決定となること
もあった。
　事実、以下の②のcで見る宇部市のケースで
は、竣工後、一年半も経ってから補助決定がなさ
れている。
　こうして、補助金が交付された後については、
通牒は、国庫補助金の概算払とその清算手続、工
事完了時の精算書の提出と適合調査、また工事が
年度内に完了しないときの翌年度への繰越手続な
どを定めている。
②補助申請手続の実際一山口県での三事例
　ここでは、救護施設としての設置設備費への国
庫補助手続きの実際カミどのようなものだったかに
ついて、具体的な補助決定手続きとしてなされた
関係公文書のやりとりがほぼ完全な形で保存され
ている山口県での事例16）を紹介し、検討する。
　なお、ここで取りあげた事例にかかわる関係文
書は、本稿末尾に資料4としてその全部を掲載し
た。以下に見るように、1932年から1937年にかけ
て、補助が決定された三事例（山口市救護所、徳
山町救護所、宇部市救護所）である。
　a　山口市救護所（拡張設備費の補助）一す
　　んなり決定
　山口市救護所は、前節で見たように、1932年7
月に、既存の救護所を増築拡張する計画で、救護
施設としての認可を得ていた。その増築分の建築
工事に着工していたこともあって、同年11月、増
築分の拡張設備費につき、国庫補助を山口県を通
じて、内務大臣宛（社会局）に申請した。
　その後の経過は、表脆に概略を示すように、県
社会課は、12月3日付けで知事名の補助申請の副
申を行なっている。工事は12月25日には完成して
いるが、県社会課は翌年3月22日付けで社会局社
会部長宛に補助決定の督促している。
表16　山口市救護所の設備費国庫補助申請関係文書の経過概要（1932．11～33．5）
日　付 発信者→宛先 資料Nα 文　　書　　の　　概　　要
昭7． 4－（1）
11．30市長→内大臣 一① 国庫補助申請、別紙（申請書）
12．3 県知事→社部長 一② 補助申請の副申
昭8．
3．22県知事→社部長 一③ 「至急御補助相成候致度候」
3．25社部長→県知事 一④ （電報）補助の件承認、申請書の至急提出を
3．27市長→内大臣 一⑤ 国庫補助申請書、別紙（費用報告）
3．27市長→県知事 一⑥ 竣工報告（7．12．25竣工済）、別紙（決算額）
3．29県知事→内大臣 一⑦ 補助申請の副申
3．30内大臣→市長 一⑧ 国庫補助決定通知書（補助額等記載）
3．31社部長／内会計 一⑨ 補助金交付とその手続き
課長→県知事
4．7 県部長→市長 一⑩ 精算書の提出などを
4．13市長→内大臣 一⑪ 国庫補助精算書を提出
4．24県知事→社部長 一⑫ 補助金交付の報告
5．19市長→県知事 一⑬ （関連）県費分補助金の請求
注注記は表12と同じ。
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　その結果、社会局から3月25日には電報で、補
助決定がなされたことが伝えられ、正規の申請書
提出が求められた。その後、3月30日付けの内務
大臣名の補助決定通知書が山口市長宛にもたらさ
れている。国庫補助額は、増築工事費（決算額）
337円の二分の一、168円であった。
　このケースは、増築拡張分を含めてすでに救護
施設として認可済、工事も完成済であったことも
あり、順調に進んだように思える。
　b　徳山町救護所（新設設備費の補助）一問
　　題あり、篤志者の寄付を考慮し決定
徳山町救護所の新設設備費の補助については、
さきの（1）一②のcで見たように、その前提となる
設備認可にやや時間を要した。結局、社会局の認
可の承認は1932年12月になされ、山口県知事の認
可は翌1933年1月になされている。
　なお、社会局は、認可を承認する通牒i（1932．
12．26、資料3－（3）一⑮）で、山口県に対し、国庫
補助のための協議を至急行なうよう伝えていた。
それを受けて、山口県は1933年1月12日に正式の
補助のための協議を申し入れている。
　その後の経過は、表17に示す通りだが、その直
後に、徳山町は救護施設の設置位置の変更（認可
申請）をするというハプニングがあった。この位
置変更の理由は、従前の位置が「国道二近接シ比
較的喧騒…（将来）商業地域タルノ感アル」（申請
書）としているが、必ずしも明確ではない。
表17　徳山町救護所の設備費国庫補助申請関係文書の経過概要（1933．1～33．11）
日　付 発信者→宛先 資料恥 文　　書　　の　　概　　要
昭8． 4－（2）
1．12県知事→社部長 一① 徳山町の国庫補助申請の件、協議
1．13町長→県知事 一② （関連）救護施設設置の位置変更の認可申請
（この位置変更は1．26認可）
3．18社部長→県知事 一③ 国庫補助の件承認、申請書類提出の通牒
3．20社部長→県知事 一④ 国庫補助の件承認書
3．23県知事→内大臣 一⑤ 補助申請の副申、別紙（徳山町の補助申請書）
3．30内大臣→町長 一⑥ 国庫補助決定通知書
3．31社部長／内会計 補助金交付とその手続き（4－（1）一⑨、山口市の
課長→県知事 ものと一緒に掲載）
4．7 県部長→市長 一⑦ 精算書の提出または設備未完了時の報告を至急
4．8 町長→県知事 一⑧ 設備工事進捗状況（未完了）の報告
4．12県知事→社部長 一⑨ 国庫補助の繰越使用の報告（設備完了せず）
5．16町長→県部長 一⑩ 追加工事の施工認可申請
5．20県部長→町長 一⑪ 追加工事分は国庫補助「無之モノト御了知」
5．23町長→県部長 一⑫ 追加工事分の国庫及県費補助は「得られるものと
確信…歳入予算中にも計上…町会の議決を終」
5．27県井口課長 一⑬ 追加工事分への補助は可能か（内意伺いたし）
→社水野属
6．15社水野属 一⑭ 「追加補助ノ詮議ハ困難ナリト思料」
→県井口課長
6．26県課長→町長 一⑮ 追加工事分への補助（の詮議）は困難
7．8 町長→県課長 一⑯ 補助無ければ「歳入予算に欠陥を来し…一面救護
法ノ規定ヲ無視スルヤノ嫌イモ有之遺憾」
7．18県課長→町長 一⑰ 補助額は決定済、当初予算超過は「補助率ガ低下
スル筋合イモノにて（補助額変更できず）」
9．2 町長→県知事 一⑱ 工事完了報告（9．1より事務開始）
9．11県部長→町長 一⑲ 国庫補助精算書の提出を至急
9．15町長→内大臣 一⑳ 補助金下付申請、添付（国庫補助精算書等）
11．10社新妻属 一⑳ 精算書の内容に不備の点あり、再調を
→県井口課長
11．14県課長→町長 一⑳ 精算書の内容に不備の点への照会
11．21町長→県課長 一⑳ 照会への回答（補助承認外追加工事の概要説明）
11．24県井口課長 一⑳ 照会の件についての回答（別紙添付）
→社水野属
注注記は表12と同じ。
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　借地であった関係で地主が変わるのは当然だ
が、距離もそれほど離れておらず、面積・形状な
ども、従前のものとほとんど同じ（ただし、やや
傾斜した土地への移動）で、建物等の設計変更は
なされていない。
　位置変更の申請は、直ちに認可されており、一
見問題はなかったようだ。しかし、建物の設計が
従前通りだったことなどは、後に追加工事を必要
とするようになる要因の一つだったようにも思え
る。また、位置変更したことが主要因となって、
着工が遅れ、年度内に竣工しないという事態も起
きるのである。
　それはともかく、表17に示すように、県の補助
のための協議を受けて、社会局は3月18日、国庫
補助の件を決定するので、関係書類を提出するよ
う指示している。
　なお、ここで注意しておきたいことだが、この
通牒（資料4－（2）一③）で、わざわざ「電灯、給
水、排水並門塀等ノ設備費ハ現在予算ノ範囲二於
テ支出スルモノトシ承認相成候」としていること
である。これは、後に必要となる追加工事の問題
に、この時点ですでに気が付いていたことを示唆
しているように思われる。
　それはともかく、こうして県知事名の副申を添
えた書類の提出が行なわれ、3月30日付けで補助
決定通知がもたらされた。
　国庫補助額は340円であった。救護所の新設設
備の工事費は、1，950円であったが、指定寄付収
入が1，270円予定されており、その分は控除され
る結果、補助基本額は680円とされたため（国庫
補助額はその二分の一）である（内務大臣の決定
通知書、資料4－（2）一⑥）。新設分の補助として
は、極めて少ない。
　少なくとも、ここまでは、補助に関しては順調
に進んだと言えよう。本来なら、これで完了なの
だが、表17に見られるように、その後はやや複雑
な経過を辿り、補助金の実際の清算・交付までに
は至らず、簡単には進まなかった。
　まず、建設工事そのものが年度内に竣工しな
かった。さきにも延べたように、認可が遅れ、し
かも、認可直後の位置変更などがたたり、工事は
完成にまで至らなかった。そのため、進捗状況
（未完了）の報告をし、国庫補助の翌年度への繰
越使用の手続きがとられることになる。
　結局、工事は8月末に竣工し、事業開始（1933．
9．1）の完了報告がなされたのは、9月2日で
あった。国庫補助の清算・交付などの手続は、そ
れ以後となる。
　さらに、もう一つ重要な問題があった。5月に
なってからであるが、追加工事問題が起きるので
ある。
　すなわち、5月16日付けの徳山町長の「救護施
設設置追加工事施工方二関スル件」と題した文書
で、「井戸塀並ポンプ据付工事、排水及石垣築工
事、電灯配線工事」などの追加工事の認可申請を
し、あわせて、その分の補助についても申請した
（資料4－（2）一⑩）からである。
　この追加工事の補助をめぐって、5月から7月
にかけて、徳山町と県は数度にわたる往復文書を
交わすが、見解は対立、社会局にもお伺いをたて
るなどしている。結局、補助額は決定済、当初予
算が超過したとしても「補助率ガ低下スル筋合イ
ノモノ」と解する県の主張で、決着を見たようで
ある。
　徳山町の主張は、経過の全容からして、どう見
ても無理があったように思われる。
　c　宇部市救護所（新設の補助）一申請から
　　三年後に補助決定
　宇部市救護所は、さきの（1）一②のdですでに見
たように、社会局の救護抑制方針の影響もあっ
て、申請（1939．4）から社会局による認可承認ま
でに一年もかかり、山口県による認可（1940．4）
は、著しく遅れたという前段がある。
　ところで、宇部市救護所新設の設置設備費につ
いての補助申請は、手続的にはすでに認可申請時
に同時に行なっていた。それ故、認可承認時の社
会局の通牒（1935．3．30、資料3－（4）一⑳）によれ
ば、「国庫補助ハ当分交付難相成見込」とし、「（補
助金交付のための正規の）国庫補助申請書提出ノ
時期二付テハ更メテ通牒」とされていた。
　つまり、出発時点から補助の交付決定までには
暗雲が垂れこめていたのである。結論から言え
ば、以後、さきの通牒で待て（「更メテ通牒」）と
言われてから、実際にその通牒がもたらされ、補
助決定がなされるまでには、さらにまる二年もの
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表18　宇部市救護所の設備費国庫補助申請関係文書の経過概要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1934．4／1935．10～1937．4）
日　付 発信者→宛先 資料M 文　　書　　の　　概　　要
昭9@4．12
国庫補助申請は、設備認可申請時に同時に行なっ
@ていたため、この間の文書は、前掲の表15です
～ でに示したので省略した。
昭10
@4．23
（資料N11一ω一②、④～⑨、⑪、⑭～⑯、
@　　　　　　　⑱、⑲、⑳、⑳を参照）
5． 《宇部市は認可後、5月には新設工事に着手》
昭10
P0．12市長→県知事
4－（3）一①
設備完了報告（9．30竣工、本日より事務開始）
10．18県知事→社部長 一② 宇部市の救護所の設備完了、事務開始の報告
昭12
@3．2社部長→県知事 一③ 下付申請書の提出、承認設備の適合の有無の進達
3．5 県部長→市長 一④ 社部長より連絡、国庫補助金下付申請書の提出を
3．9 市長→県部長 一⑤ 補助申請の提出、別紙（国庫補助申請書）
3．9 市長→内大臣 一⑥ 国庫補助申請書
3．11県知事→社部長 一⑦ 宇部市の救護所補助の件、承認通りで不都合なし
添付（国庫補助申請書）
3．31社部長→県知事 一⑧ 宇部市救護所、国庫補助の決定の通牒
3．31内大臣→市長 一⑨ （宇部市救護所）国庫補助決定通知書
4．7 県部長→市長 一⑩ 救護所の国庫補助の決定通知（決定通知書添付）
4．19県知事→社部長 一⑪ 宇部市への国庫補助金交付の報告
注　注記は表12と同じ。
時間を要するのである。
　その補助決定に至るまでの経過を、さきの認可
申請関係文書の経過概略（50頁の表15）に続け
て、示したものが表18である。
　表の冒頭に示すように、1935年4月の認可を受
けた後、宇部市は直ちに業者と契約、工事に着手
している。そして、同年10月には、救護所新設工
事が9月30日に竣工し、10月10日から事業開始し
たとする完了報告が、県社会課にもたらされる。
県は、早速、社会局にその報告を行なっている。
　それから、ほぼ一年半が経過する。すなわち、
1937年3月2日に、ようやく社会局から補助金下
付申請書の提出とその審査の通牒カミある。県（社
会課）は宇部市から改めて申請書を出させ、その
審査結果（承認通りで問題なし）をあわせて社会
局に提出するという、手続が取られる。間もな
く、3月31日付けで補助決定通知が社会局からも
たらされた。
　それまでの、申請時からの三年間を抜けば、補
助金交付までの手続きはあっけないほどに簡単で
順調に運んでいる。
　国庫補助額は2，420円、県費補助額は1，210円、
あわせて3，630円が補助額であった。工事費総額
4，840円の四分の三におよぶ補助であった。
　なお、設置設備費の補助にかかわる財政問題に
ついては、この宇部市救護所の例も含めて、3章
の（2）で改めて詳しく見たい。
注（第2章）
　1．　「救護法施行二関スル件依命通牒」（発社83号、
　　昭6．10．14）中の左記（一）の五。さらに、社会局名
　　の「救護施設並二救護費国庫補助二関スル件依命
　　通牒」（発社70号、昭9．4．17）中の左記（一）の一
　　で、設備・規模の「変更ノ認可」等についても、同
　　様に協議することを追加した。
　2．救護法施行規則一条一項には、記載事項として、
　　①名称、種類及位置、②建物其の他の設備の規模、
　　構造、③事業経営の方法及収支予算、④事業開始の
　　予定日、⑤設備に要する経費、の五点があげられて
　　いる。
　　　また、同一条二項には、添付書類として、①「設
　　置者ノ履歴及資産状況」、②「法人又ハ団体二在リ
　　テハ定款、寄付行為其ノ他ノ約款」があげられてい
　　る。
　3．審査内容については、注1の依命通牒（発社83
　　号）の左記（一）の五に「事業経営ノ確否、設備ノ
　　適否並二施設ノ分布、利用ノ状況等二付詳細調査
　　シ」と記されている。
　4．　r昭和拾年度／大勧進養育院年報』（1936．3）17
　　頁。
　5，　r昭和拾参年度／大勧進養育院年報』（1939．7）
　　7頁。
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6．この山口県での認可申請関係の文書の原本は、
　山口県文書館に県庁行政文書として保存されてい
　る。本稿末尾に掲載の資料3を参照。
7．　『萩市史』2巻　1989．3（440頁）には、藤田雅輔
　の寄付により、町立堀内病院の敷地内に、1928年3
　月、設置されたとある。
8．萩町（1930年に、萩市）がその後、救護施設（萩
　市啓生寮、定員15人）を設置したのは1939年7月
　で、認可も同年中には受けていたようである。な
　お、『萩市誌』1959．10（538頁）には、同施設に従前
　の救護所を包含したとあるが、詳細は不祥である。
　　ただし、認可を却下された救護所は、救護法上の
　「適当ナル施設」として、萩町による収容救護の施
　設として利用されていたことは、各種の資料から
　明らかである。
9．認可基準のうち、施設規模を10人以上とするこ
　とについては、社会局がまとめたと思われる『救護
　法に関する質疑応答集』中央社会事業協会、1932．
　12にも記載されている（26～27頁）。
10．山口県社会課『山口県社会事業一覧（昭和入年
　三月末日現在）』1933
11．それらについては、本稿末尾に掲載の資料3－
　（3）一①の冒頭および末尾（別紙）に付けた編者注を
　参照されたい。
12．　この依命通牒では、「救護施設ノ建物其ノ他設
　備ノ規模、構造ヲ変更シ又ハ変更ノ認可」を行なう
　ことについても（従来の設置認可だけでなく）「予
　メ当局二協議」させることとしたほか、救護施設の
　設置設備費補助に関しても、「其ノ規模、構造ハ地
　方ノ実情、利用状況等二適応スル様留意シ建築費、
　初度調弁費二付テモ可及的節約ヲ旨トスルコト」
　などを指示している。
13．この事態をもたらすに至る全体状況について
　は、拙稿のNa　7で、詳しく取りあげている（とくに
　99～112頁）ので、参照されたい。
14．この関係書類には、次のようなものが求められ
　ている。
　　①救護施設ノ名称、②救護施設ノ位置及之ヲ知
　　ルニ足ルベキ図面、③創設、拡張ノ別及之ガ設備
　　ノ利用方法詳細、④工事設計書（設計図面、仕様
　　書、及仕訳書）〔関係図面の詳細指示は略〕、⑤創
　　設費、拡張費及之二伴フ初度調弁費内訳、⑥前号
　　ノ設備費二充ツベキ寄付金其ノ他ノ収入内訳
15．補助率50％の維持は、3章の（2）に掲載した表25
　（63頁）からも確かと思われる。
16．設置設備費の補助申請関係の文書についても、
　注6と同様、山口県文書館に保存されている。本稿
　末尾に掲載の資料4を参照。
第3章　救護施設をめぐる財政
　　　　　　一公費支出と補助の状況
　救護法の立案、制定とその施行過程で、常に問
題となり、制約となったのは財政問題である。
　ここでは、そうした財政節減圧力のもとで辛う
じて誕生し得た救護施設をめぐる財政システムに
ついて、主に国庫及び道府県費などの公費支出状
況とのかかわりで、その実態を見てみたい。
　具体的には、（1）では救護施設を含む収容救護全
般に影響が及んだ救護費（委託救護費）の支出状
況、（2）では救護施設にのみ関係する新設・拡張な
どの施設設置費への補助状況、（3）では公立の救護
施設のみが対象になる施設の経常的運営経費にあ
たる施設事務費への補助状況、の三点である。
　それらの公費支出については、全国的な救護財
政の支出状況を可能なかぎり明らかにすること
が、救護法の施行実態を明らかにする上で必要で
ある。
　それゆえ、それぞれの冒頭で、全国的な一般的
状況を概観するが、それにはデータ上の限界があ
る。その限界を補なう意味も含め、ここではそれ
ぞれ、いくつかの事例を取りあげ、その実際を見
てゆくことに重点を置きたい。
（1）救護施設への救護費・委託救護費
　救護法の収容救護を行なう場合、対象となる救
護施設はじめ、適当なる施設および私人に対し
て、救護費が支出されることは、すでに見た通り
である。このことは、救護施設に限らないが、救
護法の施行の結果として、極めて大きな意義を
持っている。
①救護費・委託救護費の概要
　では、どのくらいの救護費が救護施設（厳密に
はそこに収容救護された被救護者の生活扶助費）
に支出されたのであろうか。この点は、残念だが
データがない。そもそも、救護施設に限定した救
護費の支出については、全国的な救護統計では見
ることができない。
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　救護統計で判明する救護費支出は、居宅救護と
収容救護の区分だけである。つまり、「救護施設」
のほか、「適当ナル施設」および「私人ノ家庭」を
含めた収容救護分全体についての支出額が、年度
が限られるが把握出来る。
　表19に示したものが、それである。表に見られ
るように、1934年度から1938年度までは、収容救
護全体の救護費の支出状況に加えて、救護の種類
別や救護者種別（＝救護事由別）など、詳しく明
らかにし得る。
　ちなみに、1935年度居宅救護を含あた救護費
額1）は589万5千円弱であるから、収容救護の救護
費（142万9千円弱）はその24％強を占めている。
1935年度の救護人員中の収容救護の比率は7％弱
であったから、財政面から見た収容救護のシェア
は著しく高いことがわかる。
　収容救護のうち、救護施設分の被救護者がどの
くらいを占めているかについては、1935年5月現
在で調査した全国数値（表20参照）がある。した
がって、その割合（70％）で、収容救護の救護費
（143万円弱）を鞍分すれば、おおよその金額（約
100万円）が得られる。これは救護費額の17％ほ
どにあたる。
　この100万円の金額が、1935年度の全国の公私
立の救護施設（130ヶ所、1935年度末現在）に支出
された救護費（推値）である。さらに、この推計
金額を表21に見られる公私立別の収容救護状況
（延べ救護人員、1935年度末現在の収容人員）に
即して、公私別に鞍分すれば、救護人員はほぼ
半々のため、公立は50万円、私立は50万円とな
る。
　以上のように、推計した数値を用いれば、救護
施設（そこへの入所者）に対して、おおよそどの
くらいの救護費が支出されたかなどを、ある程度
までは把握できる。これらの救護費で以て、そこ
へ入所した被救護者の主に食費などの生活費が賄
われたわけである。
　それまでは、施設設置者の責任で、公立の場合
は主に公費など、私立の場合は主に寄付金など、
に依存して賄われていた（他には委託した団体な
表19収容救護の救護費額（1934～1938年度）とその内訳
1934年度1935年度1936年度1937年度1938年度
円 円 円 円 円
収容救護分総額a 1，442，8061，428，5171，564，3751，630，1261，682，171
救 生活扶助 908，652914，311，021，9841，081，4071，104，079
護 医療 532，262513，181541，478547，642577，843
種 助産 1，884 1，025 869 1，077 708
別 生業扶助 8 一 44 一 一
被 65歳以上の老衰老 220，580233，025249，991277，316368，478
救 13歳以下の幼者 232，956255，618269，610292，982290，343
護者 妊産婦
s具廃疾
5，155
S9，009
2，606
R2，431
2，048U1044 2，575T2，994
2，194
T4，748
種 疾病傷疾 562，114612，808706，183743，450784，435
別 精神耗弱身体虚弱 372，915291β35250，248260，625281，020
幼者哺育の母 77 194 5，251 186 953
参 居宅救護分総額b 4，367，5324，466，0334，618，7214，793，3084，160，080
考 収容a＋居宅b計 5，810，3385，894，5496，183，0966，423，4345，842，251
数 値　の　典　拠 a11．7　b11a 3．2　b12a14．4　b13рP2
b14・15　d12
рP3
13
注1．本表の数値の典拠欄の略号の意味は、以下の通りである。
　　　a　『社会事業彙報』　a11．7＝昭11年7月号　a13．2＝昭13年2月号　a14．4＝昭14
　　　年4月号
　　　b　『日本社会事業年鑑』　b11＝昭11年版　b12＝昭12年版　b13＝昭13年版　b14・
　　　　15＝昭14・15年版
　　　c　社会局『第七拾回帝国議会／救護法中改正法律案資料』1937初頃（未公刊）
　　　d　厚生省社会局『救護法施行状況』　d12二昭12年度版　d13＝昭13年度版
　2．本表の救護費額（a、b）には、埋葬および救護施設事務費、委員費を含んでいない。
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表20　被救護者中の収容救護者
　　の収容先　1935．5．1現在
表21救護施設の公私別の収容救護状況
1935年度
収容救護
ﾒ総数
総　　数 公　　立 私 立
救護施設 その他
人 人 人
施　設　数 130ケ所
i100％）
40ケ所
i31％）
90ケ所
i69％）
8，430
i100％）
5，908
i70％）
2，522
i30％） 延べ救護人員 943，470人 467，857人475，613人
（100％） （50％） （50％）
注　に示してある。数値の典拠などは表2の注1
年度末現在員 2，952人
i100％）
1，478人
i50％）
1，474人
i50％）
注　数値の典拠は、r日本社会事業年鑑』昭和12
　年版による。
どから、若干の委託費などが支出されていた）の
である。この違いは大きいが、とくに私立施設に
とっての意味は大きい。
　このような救護法による救護費は、実際には救
護施設の経費や財源にあっては、どの程度の割合
を占めていたのであろうか。その実際を知ること
は、事例データしかないので、以下、いくつかの
事例を見てみよう。当然、公立施設と私立施設で
は、その財政条件や経理実態が大きく異なるの
で、別個に見る。
②公立施設への救護費とその事例
　公立の救護施設の場合、その経費は、大別する
といわゆる「事務費」と「救護費」に別れる。
　前者の「事務費」は、一般に市町村予算で「救
護所費」などの名目で組まれる。主に経常的な経
費というべき、人件費と様々な維持管理経費（光
熱費や消耗品費、備品費などの需要費、簡単な修
繕費、雑費など）からなる。これらの事務費部分
については、後の（3）項で取りあげる。
　後者の「救護費」については、すでに見てきた
ように、救護法による救護として行なわれる生活
扶助・医療・助産・生業扶助の四つの救護と被救
護者が死亡した場合の埋葬がある。実際の金額で
は、生活扶助カミ大部分で9割前後を占め、医療が
ほぼ1割前後である。助産は、ごく僅かで、生業
扶助はほとんどない。埋葬については、老衰者や
病者が多いこともあって、死亡率は高いため、あ
る程度の金額となる。
　この救護費部分が、公立救護施設の事務費を含
む全経費との関係で、どの程度の割合となるかが
問題であるが、後に見るように（表22など）、施設
によって3割～6割と大きく異なる。その要因
は、主として事務費部分の多寡によると思われる
が、民間の私立施設とくらべて、その割合は高
い。
　救護法が施行されたことによって、救護施設に
は被収容救護者のそれぞれごとに算定された救護
費（生活扶助）が、市町村等からその収容人員に
応じて支出され、その金額で主に入所者の食事等
の材料費などが賄われることになる。
　収容救護の場合に、市町村等から支出される救
護費は、内容的には生活扶助が中心である。その
ほかに、医療と助産および死亡した場合の埋葬費
などがある（また、生業扶助も有りうるが、実際
にはほとんどない）。ここでは、その大部分を占
める生活扶助に絞って、見てゆく。
　これらの救護施設での救護費について、それぞ
れの施設ごとに個人別の救護費の算定と支出の実
際を、ある程度までデータが残されている事例と
して、さきに見てきた山口県の三つの公立の救護
施設（山口市救護所、徳山町救護所、宇部市救護
所）を取りあげ、紹介する。
　本稿の末尾に、資料5として整理し、掲載した
もの（その年度が見られるように、限定される）
が、氏名を除き（ローマ字に記号化して表記）、ほ
ぼ残されている全データである。
　この資料では、年齢が欠けているのが残念だ
が、代わりに救護事由を見ると、老衰者が圧倒的
に多く、他には疾病状態の者が若干見られる。幼
者は、極めてわずかしかいない。1章でみたよう
に、主に生活扶助や養老を事業種別とする救護所
などと呼ばれた公立救護施設の一般的な例と見て
も良いように思える。ただし、規模はやや小さい
一59一
378 長野大学紀要　第24巻第3号　2002
表22　救護施設（公立三事例）の収容救護状況と救護費などの支出状況
生　活 扶助 医 療
救護人員 救護金額 救護人員 救護金額
埋葬 参考
年度
延べ 一日 一人 延べ 一日 一人 人員 事務
総額 一日 総額 一日 一 費額人員 平均 平均 人員 平均 平均 金額
日人 人 円 銭 日人 人 円 銭 円 円
山口市 193436139．9 53414．8 296 0．8 15552．4⑧521123
救護所 （17） （2）
入所 193523776．5 37515．8 125 0．3 154123．5④281165
定員 （8） （5）
10人193731558．6 48915．5 64 0．2 3350．9⑤35 913
（11） （3）
徳山町 193415164．2 22715．0 一 一 一 一 ①7 176救護所 （6）
入所 1935 19825．4 29715．0一 一 一 一 一一 176定員 （7）
12人193718725．1 30316．2 一 一 一 一 ②13 239
（6）
宇部市 193513918．1 28420．4 ＊ ＊ 一一 239救護所 （9）
入所 193727207．5 60122．1 ＊ ＊ ③8 519
定員 （11）
14人
注1．　本表の数値は、本稿末尾の資料5に基づく。
　2．「延べ人員」欄の下段の（）内は、実際の収容実人員である。
　3．宇部市の＊印は、近隣の診療所で医療を受けているが、その部分は居宅救護
　　扱いとなっている（資料5参照）。
ものに偏っている。
　この資料5を救護費などの金額面に絞り、要約
したものが表22である。この表22によって、救護
施設ごとに、それらの救護施設に収容救護された
人々の救護費がおおよそどの程度のものであった
かを、やや具体的に見ることができる。
　入所者の食事等の生活費に焦点をあてれば、生
活扶助分カミまず対象となる。また、医療費中の入
院費の一部（医療費の場合、入院費は当時一人一
日当り50銭と限度額が定められており、生活扶助
部分はここに含まれる）がその対象であるが、そ
のどこまでが生活扶助部分かは定かでないため、
ここでは検討の対象からば除外しておきたい。
　生活扶助の単価額の平均（一人一日額）が問題
であるが、見られるように、山口市と徳山町はほ
ぼ同じであるが、宇部市のみはそれらより3割程
度高い金額となっている。
　この表では、平均値で示されているが、資料5
に見られるように、生活扶助の単価額そのものの
設定が、山口市や徳山町では、そのほとんどが15
銭であるのに対し、宇部市の場合はほとんどが20
銭となっていることがこの差の原因である。
　収容救護の生活扶助については、山口県が救護i
限度を設定（当初は、一人一日当り20銭だったが
1936．7以降、25銭に引上げた）しており、その限
度内で、市町村が決定する2）。
　しかし、見てきたように、宇部市（1935）を除
きその限度額をかなり下回っていることカミわか
る。
　何れにしろ、それぞれの救護施設では、このよ
うにして算出、支出された救護費（生活扶助）で
以て、その食費などの生活費を賄っているわけで
ある。
③私立施設への委託救護費とその事例
　私立の救護施設の場合、公立施設と違ってその
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多くは、自己財源はほとんどないといってよい。
それゆえ、様々な名目でいわゆる寄付や賛助金、
維持会費などを集め、それに多くを依存せざるを
得ないのは、当然でもある。内務省や宮内省はじ
め県や市からの助成金もその財源の一つであった
が、その多くは年に一度で、金額も多くはなく、
しかも、恒常的な形であてに出来るような性格の
ものではなかった。
　そのような中で、救護法が施行された結果、被
救護i者を収容・受託した場合基本的にはその人員
に応じた救護費を、被収容老の生活費（生活扶
助）の名目で、毎月、定期的に市町村等から委託
費用として支払われることになったのである。当
然のことながら、施設の予算にも、毎年、計上し
得るほぼ安定的な財源が確保されることになった
ことを意味する。
　その実際はどのようなものだったのであろう
か。その点を検証するには、当然ながら施設の会
計資料が必要である。しかし、私立施設の場合、
多くは予算や決算報告がきちんとまとめられ、記
録として残るような形で公表されたか否かが問題
である。そうしたものがあったとして、それが保
存されているケースは限られる。
　それゆえ、私立施設における経費（財源）中に
占める委託救護費の実態がどのようなものであっ
たかを明らかにすることは、困難が多い。した
がって、個々の施設事例を積みあげての検討が必
要3）である。
　そのような資料面での難点があるなかで、近
年、r老人福祉施設協議会五十年史』4）やいくつか
の救護施設としての認可を受けた私立施設の施設
史5）がまとめられており、その中で救護法による
委託救護費を取りあげ、会計面での検討を行なっ
ているものがある。
　例えば、かつて福島育児院と呼ばれ、救護施設
でもあったr福島愛育園百年史』の場合、1934年
度から1939年度に至る予算・決算資料を紹介しつ
つ、次のような指摘をしている。
　歳入を見ると、繰越金を除いて最も高額なの
は委託救護費で、全体の二十％から三十％台で
あった。委託救護費を受ける以前と比較する
と、同費が増加した分だけ歳入が増加し歳出も
同費分だけ増加していた。つまり、委託救護費
の増加は歳出全体の増加をもたらし、院児の生
活に関する給養費、職員の給料等の事務費の増
加につながった6）。
　その上で、1929年の決算と比較し、1934年度の
決算の賄費が約二倍弱に育児諸費が約十四倍に、
給料が若干増加したことなどに触れ、「救護法が
育児院の財政に、特に院児の生活に与へた影響は
大きかった」と言う。
　そこで取りあげている会計データのうち、決算
資料がある1934年度と1939年度について、歳入総
額・前年度繰越・委託救護費と歳出総額の部分だ
けを抽出し、それらとの関係で委託救護費の占め
る割合を見たものが、表23である。施設会計を見
る場合、どの数値を分母とするかでその割合は異
なるが、実質的に委託救護費の比率が大きなもの
を占めているのは明らかであろう。
　ここでは、定期的な年次報告書を毎年刊行し、
その中で決算報告の形で、会計上の報告を継続し
て行なっていた三つの私立救護施設（大勧進養育
院＝長野市、別府養老院、佐世保養老院）7）を取
りあげ、紹介したい。
　いずれも、1932年もしくは1933年の早い時期に
表23　福島育児院の委託救護費の割合
委託救護費の割合歳　入
濠z　a
前年度
J　越　b
委　託
~護費　C
歳　出
濠z　d
c／a
c／a－b
c／d
1934
P939
　円　　　円
W，104　3，360
V，052　2，970
　円
P，557
P，858
　円
T，279
S，221
％　％　　％
P9　　33　　29
Q6　　46　　44
注1．　r福島愛育園百年史』1993．2（475－476頁）
　2．　この歳出総額dには、翌年度への繰越分が含まれてい
　　ない。
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救護施設としての認可を受けた施設である。大勧
進養育院の認可を受けた事業種別は「育児」と
「養老」、別府養老院と佐世保養老院のそれは、名
称が示すように「養老」である。
　ただし、委託救護費の市町村等による支出は、
認可を受けたか否かには直接の関係カミない。仮
に、まだ認可を受けていないとしても、「適当ナ
ル施設」として、救護法による被収容救護者の委
託があれば、その委託に伴なう救護費が市町村等
から支出されるからである。
　表24は、それら三施設がそれぞれ年一度、刊行
していたr年報』に掲載されていた救護法施行以
降の決算報告数値から、その経費規模を示すもの
として、歳入総額8）とそのうちの委託救護費を取
り出し、その割合を算出したものである。
　見られるように、歳入財源中に委託救護費が占
める割合は、年度による波はあるが、大勧進養育
院がほぼ2～3割台、別府養老院がほぼ3割台、
表24　私立救護施設の歳入財源に占める救護法による委託救護費の割合
大勧進養育院 別府養老院 佐世保養老院
（1932．5認可） （1932．5認可） （1933．3認可）
収容定員45人
（法該当分40人） ／
収容定員35人
（法該当分35人） フ 収容定員39人（法該当分39人） 一考
法^法 法
歳　入 歳入中 比 該 歳　入 歳入中 比 該 歳　入 歳入中 比 該
の委託 当 の委託 当 の委託 当
総額 救護費 率 者 総額 救護費 率 者 総額 救護費 率 者
年度 円 円 ％ 人 円 円 ％ 人 円 円 ％ 人19327，455 88512 151，939 413 21・ 7，564 3184 15
19337，7111，31117 192，258 804 36・ 8，779 6628 22
193411，1311，4872123 2，195 65030 ・ 8，319 94411 26
19356，9681，7182521 2，598 88934 ● 15，332 9426 14
19366，8171，6192421 2，721 95535 ・ 7，9531，11014 19
19378，163 1，6552021 3，258 839 26・ 8，1741，06313 17
19388，6491，8332127 3，6961，04428 ・ 6，783 90313 15
193915，0813，6762528 4，2961，38232 ・ 10，804 9949 15
194011，2934，0293634 4，9681，994 0 ・ 11，4662，2982016
194113，2694，413 3 335，6072，34042 ◆ ● ◆ ● ●
194211，985 4，4873726 ・ ・ ・ ● ● ・ ・ ●
194315，4074，9873227 ■ ■ ● ● ● ◆ ● ●
194412，1164，7473923 ・ ・ ・ ● ・ ・ ・ ■
備考 1934年度と1939年度（実 1935年度は、施設の増改
際の工事はその前年度） 築・移転があり、 それを本
は、施設の増改築があ 会計で一緒に経理している
り、特別会計を設けた ため、 その影響でこの年度
が、その影響で此の両年 の収支は著しい増大が見ら
度の収支は変則的な増大 れる。
が見られる。 そのため、 救護費比率は大
1939年度は、追加決算分 きく低下した。
を含む。
注1．　数値は、いずれも下記のr年報』（各年版）に掲載の決算報告による。なお、円
　　　未満の金額は四捨五入した。
　　　『大勧進養育院年報』、原本による。
　　　r別府養老院年報』、『老人問題基本文献集』大空社刊に所収のものを使用。
　　　『佐世保養老院年報』、同上。
　　　なお、大勧進養育院については、育児と養老の事業種別があるが、決算書の数値
　　　は、両者を合算してある。
　2．　表中の「・」は、原資料（『年報』）がなかったり、資料に数値がないもの。
　3．　参考欄の人員は、年度末現在ないし年末現在の救護法該当の在籍人員である。
　4．　三施設とも、歳入総額中には前年度からの繰越分があり、その規模は施設によ
　　　り（また年度により）異なるものがあるので、委託救護費の比率を見る場合には
　　　その点に留意されたい。
一62一
寺脇隆夫　　救護i法下の救護施設の実態 381
佐世保養老院がほぼ1割台の前後に達する。おお
よその傾向としては、時間を経るにしたがって、
その割合は次第に高くなることが見て取れる。
　これらの歳入財源に占める割合が高いか低いか
は、それぞれの施設の置かれた条件が異なり、そ
の故にその比率に差異が生じたものである。とは
いえ、それぞれの施設経営財源中で2～3割と言
うような数値になれば、その比重は決して小さく
はないと言わなければならない。
　しかも、その委託救護費の名目は、食費等の生
活費を賄うものとしての最低限の生活扶助であっ
て、著しく抑制された金額である。それが、施設
の全経費中の多大な部分を占めるようなことは、
そもそもあってはならないのである。
　しかも、それらの委託救護費を人件費等の経常
的な運営経費である事務費部分に流用されること
は許されず、算定上もまったく含まれていないこ
とに留意しなければならない。つまり、委託救護
費の割合が一定以上に高くなることは、決して好
ましいものではないのである。
　ちなみに、今日の社会福祉施設では、人件費や
管理的経費を除いた、直接入所者に移転するもの
と見られる給食経費などのいわゆる事業費部分
は、施設種別や規模でも異なるにせよ、おおよそ
全経費中の1割程度に過ぎない。
（2）設置設備費への補助とその実際
　救護施設の新設、増改築などの設置設備費につ
いては、救護法の二十五条により、国庫および道
府県が補助を行なうが、その補助率は国庫が二分
の一以内（1937年改正まで）、道府県が四分の一
とされている。
①設置設備費への補助の概要
　当然のことながら、補助の対象となる施設は救
護施設としての認可を得た施設であることが前提
である。設置者が市町村などの公共団体である場
合（公立施設）だけでなく、私人の設置にかかわ
る私立施設も対象となる。
　この設置設備費の補助が、救護法施行過程でど
の程度なされたかについて、それを全国的に把握
しうるような救護統計データはほとんどない。救
護法施行下で、この国庫補助を得て、新設または
増改築などを行なった施設数（補助件数）がどの
くらいあったかといった基礎数値そのものがまっ
たくわからない。
　わずかにわかるのは、国庫補助金額（およびそ
の算定基礎となる補助基本額）について、1932年
度から1935年度の四ヶ年度についての総額のみで
ある。それをまとめたものが、表25に示した数値
であるが、このデータそのものが表の注記に示し
たように未公刊の資料であり、それ以外には一般
に公表されたデータはなかったと思われる。
　この表25でわかることは、救護法施行の初年度
の1936年度は別として、1932年度（3万2千円
弱）、1933年度（12万6千円弱）と国庫補助の実績
が増大していたにもかかわらず、1934年度には前
年度と比べ半減（5万9千円弱）、翌1935年度も
同様なレベル（6万3千円弱）に落込んでいるこ
とである。補助件数はまったくわからないカミ、当
然に減少したであろう。
　このような事態が起きたのは、1933年頃から、
救護人員の増大が著しく、当初予定されていた救
護費予算の枠を超えてしまい、急遽、1934年半ば
にはいわゆる適正化通牒に見られるような救護抑
表25　救護施設の設置費（創設拡張費）への国庫補助
創設拡張費
i国庫補助 国庫補助額 補助率 備　　考
基本額）
年度 円 円 ％1931 一 一 一1932 63，710 31，85550．0
1933305，796 125，89850．0
1934 117，110 58，55550．01935 124，930 62，46550．0
注　本表の数値の典拠は、社会局『第七拾回帝国議会／救護
　法中改正法律案資料』1937初頃（未公刊）による。
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制策が打出されたことにある。
　しかも、設置設備費の場合、他の救護費予算と
違って、その年度内の予算の執行を延期・停止す
るという形での対策が可能だったこともあり、ド
ラスチックな形で対策カミ打出せた9）ことも災いし
ていたと言える。
②山口県の公立施設事例
　公立施設に限らず、個々の救護施設の新設・拡
張など設置設備費とそれへの補助状況について見
るには、それぞれの設置主体である市町村（もし
くは設置団体）および県庁社会課の国庫補助（県
費補助含む）の申請関係書類が残されていれば、
それらからその実態を明らかにすることができ
る。
　また、公立施設の場合、設置主体となった市町
村の決算書等の財政関係資料からも、ある程度の
実態把握が可能である。
　ここでは、さきに第2章の（2）で見てきた山口県
の公立救護施設について、国庫補助がなされた三
事例について、その申請関係文書などからわかり
うる範囲で取りあげ、紹介したい。
　表26に示したものが、その内容を一覧にまとめ
たものである。見られるように、財源の大部分を
指定寄付金に依存していた徳山町の場合を除き、
山口市と宇部市の場合は、いずれも補助割合が、
国庫補助（二分の一）と県費補助（四分の一）を
あわせて、四分の三となっている。
　この両市の場合、表から見る限り、申請した経
費総額と国庫補助基本額は一致している。した
表26救護施設設置設備費の財源内訳（公立施設の事例）
山口市救護所 徳山町救護所 宇部市救護所
工事概要 増設拡張工事
@居室3、便所
@　建坪6坪@定員3人増@（→定員10）
新設／設置工事
@居室6、他5@　建坪34坪
@　初度設備
@定員　12
新設／設置工事　居室12、他6
@　建坪70坪
@　初度設備
@定員　14
国庫補助申請（意思表明） 1932年11月（1932年7月） 1934面4月
同上決定時期 1933年3月 1933年3月 1937年3月
竣工時期 1932年12月 1933年8月 1936年9月
a　経費総額
@（追加工事分含む）
円　　％
R37　100
　円　　％2，147　100 　円　　％4，840　100
b　経費総額
@（国庫補助対象分）
内訳 建設工事費
遠x調弁費
337　100
R37　100－一
鼈鼈
一?
，950　　911
C850　　86　
P00　　5　
P97　　91
C155　　54?
，840　1004
C512　　93　
R28　　7　
|一　
鼈
　追加工事分?
　寄付金などの収入?
　国庫補助基本額b－d?
　国庫補助額e×1／2?
　県費補助額e×1／4?
37　1001
U8　　508
S　　258
S　　25?
95　　373
S0　　161
V0　　83
U7　　17?
，840　1002
C420　　501
C210　　251
C210　　25　設置者負担分?
　　　　考?
当り単価　
@　　56円。?
当り単価　
@　a－63円　
@　b－57円?
初の申請段階の建設
H事費は、5，790円
i坪当り83円）で組
ﾜれていたが、補助
?盾ﾆして坪当り65円未満の指示により
A減額している。
　本表の数値などは、本稿末尾に掲載の資料3および資料4にもとつく。
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がって、それほど問題はないように思えるが、実
際には宇部市の備考に示したように、建設工事費
は当初予定の5，790円（坪当り83円）が2割強も
引下げられ、4，512円（坪当り64円強）になってい
ることに注目しないわけにはゆかない。坪当たり
単価を65円未満で経理せよという設備認可時の条
件（1935年3月30日付けの社会局社会部長通牒）
に対して、宇部市がどのように対処したかは、定
かでない。
　建設業者との工事請負契約は、1935年5月25日
付けで結ばれており、この工事金額に見合うよう
な支出証愚類も1937年3月に提出した国庫補助金
下附のための申請書には添付されている。そうし
た点からすれば、工事仕様等を変更したほか業者
に値引きさせるなどして、工事単価を落とし、一
応の辻棲をあわせたのであろうか。
　実際に、宇部市がどのような対処をしたのかは
ともかく、今日いうところのいわゆる自治体の超
過負担問題にかかわるような問題（国の補助単価
が一般の工事単価の相場よりも低いなど）が、こ
の時点でも見られたのである。
　また、徳山町の場合には、2章の（2）ですでに見
たように、国庫補助申請手続の段階から各種の問
題（町の当初の企画設計段階のミスも含む）が
あった。追加工事は企画設計段階のミスによるも
のだが、この表からもわかるように、国庫補助の
対象とはならなかったため、国庫補助・県費補助
の割合は実際の経費総額と比べ、かなり低くなっ
ている（寄付金等の収入分の控除がその大きな理
由だが、これはルールなので、やむを得ない）。
　この徳山町のケースは、国の側の問題よりも町
の側に問題があったと言うべきかも知れない。な
ぜなら、施設設置にあたって、給水（井戸）、排水
設備や電灯配線や門塀（石垣）などの工事が脱漏
し（そのため、追加工事が必要になった）、その分
の補助申請をしないなど企画設計段階のミスは信
じ難い。
　こうしたミスの発生をもたらした背景には、救
護施設設置の財源の大部分を寄付金に依存してお
り、町の独自予算はほとんど付けていないという
辺りに、問題があったように感じられるからであ
る。推測的な物言いになるが、そのためもあっ
て、企画・設計上も真剣に対処せずに、適当に
なってしまったのではなかろうか。
③私立施設／大歓進養育院
　私立施設の場合、今日でも会計報告がきちんと
なされ、年報類でそれが公表・報告されている例
は必ずしも多くはない。戦前昭和期の救護法体制
下にあっては、なおさらである。
　とりわけ、臨時経費的な施設の新設、増改築な
どの費用については、巨額になることがしばしば
である。しかも、寄付などの財源集めに苦労した
であろうはずなのに（あるいはそうであるが故か
も知れぬが）、その会計報告は意外にアバウトな
ものが多く、その実際を把握するのは困難な場合
が多い。
　ここでは、そうした中で、その『年報』で収支
報告を行なっている私立施設の事例として、大歓
進養育院の二度にわたる増改築工事を取りあげ、
それにかかわる、救護法による設置設備費の補助
の問題を検討してみよう。
　大歓進養育院は、法人としては一つであるが、
その事業種別としては、養老（本院）と育児（分
院）の二つを経営している。分院は、三帰寮の名
称で1928年に本院から分離した。
　救護法施行とほぼ同時にこれらの施設は、大歓
進養育院として認可申請（1932．1）し、救護施設
としての認可を得ている（同年5月）。1934年の
本院（養老）の増改築は、創立50周年記念として
計画したものである。
　また、分院（育児）は狭醗となったため、1935
年7月に施設拡張の認可申請をした。この、認可
が1939年8月におりたため、急遽、増築事業が着
手されたものである。
　このうち、1934年の本院（養老）の増改築につ
いては、施設拡張の認可申請をした形跡もなく、
また国庫補助の申請もした気配がない。国庫補助
は付いてない。その代わりと言えるのか否か、助
成団体である慶福会からの1000円の増改築費への
助成金が付いている。
　1938年の分院（三帰寮、育児）の増築について
は、国庫（926円）、県費（463円）の補助が付いて
いる。
　この二度にわたる増改築工事の決算報告は、そ
れぞれの年度報告である同院の発行した『大歓進
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養育院年報』に掲載されている。その報告に基づ
いて、工事費の財源構成と支出費目を見たのが表
27である。
　見られるように、1934年の養育院本院の工事
（表27一①）は、3945円の費用を要している。救
護法に基づく国庫補助および県費補助は付かな
かったため、それらの項目自体がない。
　ただし、私立社会事業施設の助成団体として社
会局の影響下で特別に設置された慶福会による建
設費助成金が1000円ついたほか、恒例の社会事業
奨励助成金（400円）や住友・岩崎など財閥系の
助成資金（計700円）を得ている。
　おそらく、すでに指摘したように、1934年の救
護費財政が逼迫し、設置設備費については、補助
予算の執行停止・延期などの対策が採られてい
た。そのため、県庁社会課の示唆もあったのだろ
うか、補助申請そのものがされていない。
　その故であろうか、有力な財源として、慶福会
への助成申請がなされており、結局、1000円の助
成が付けられた。
　それ以外には、増改築を目的とした一般寄付
（1599円）を大々的に集めたほか、本会計からの
繰入（247円）などによって、工事費は賄われてお
り、それらでほぼ半分を占めている。
　他方、育児事業の分院である三帰寮の工事費
（表27一②）は、5386円を要した。こちらは、救
護i法に基づく国庫補助（926円）、県費補助（463
円）を得ている。しかし、その割合は合わせても
工事費の四分の一足らずに過ぎない。
　残りは、基金からの繰入（1897円）と一時借入
金（2100円）であり、それらで工事費のほぼ四分
の三を賄なっている。救護法の本来の補助率
（二分の一以内）および社会局の補助方針（二分
の一）からすれば、この比率は逆でなければなら
ないところである。
　これらからわかることは、補助は建前上国庫・
県費あわせて四分の三の補助とされているが、実
際の補助額は、それを大きく下回ることがあるこ
表27　大勧進養育院の二度にわたる増改築工事の収支状況
　①大勧進養育院本院増改築工事（1934）　　　　　②大勧進養育院三帰寮増築工事（1938）
金額　比率
円　　％
収 入　　総　　額 3，945　100
国庫助成金（社会事業助成） 400　　10
慶福会助成金 1，000　　25
住友家助成金 400　　10
岩崎家助成金 300　　8
別途寄付金（増改築寄付金） 1，599　　41
本会計よりの繰入 247　　6
支 出　　総　　額 3，945　100
増改築工事費 3，058　　78
附帯工事費 205　　5
電話架設費 299　　8
水道配設費 51　　1
設計費 84　　2工事監督費 45　　1
寄付金募集費 131　　3
起工式費 13　　0
雑費 60　　2
工　事概要 建坪備 55．9坪
定員25→35
考
竣工時期 1934．12．28
　　　本表の数値と費目区分は、r昭和九年度注1．
　　大勧進養育院年報』　　（1940．7）中の「増
　　改築別途会計報告」による。
　2．円未満は、四捨五入してある。
　3．工事費の坪当り単価は、70円52銭となる。
一66一
金額比率
円　　％
収 入　　総　　額 5，386　100
拡張費国庫補助金 926　　17
同　県費補助金 463　　9
基金から繰入 1，897　　35
一時借入金 2，100　　39
支 出　　総　　額 5，386　100
増改築費 4，955　　92
初度調弁費 347　　6
雑支出 84　　2
工事概要 増築建坪備 59．5坪
定員20→36
考
竣工　時期 1938．12．27
　　本表の数値と費目区分は、『昭和注1．
　　拾四年度大勧進養育院年報』（1940．7）
　　中の「増改築別途会計報告」による。
　2．円未満は、四捨五入してある。
　3．工事費の坪当り単価は、90円52銭
　　となる。
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と、そのため施設設置老は予定の自己負担分（四
分の一）をはるかに上回る財源の調達が必要だっ
たことを示していると言えよう。
　もっとも、大歓進養育院の決算報告はほぼ実際
の数値であると思われる。それに対して、国庫補
助・県費補助は申請・交付の手続きの過程で、国
（社会局）が定めた補助基本額を基準に、一定の
補助率（法の規定上は二分の一以内であるが、社
会局の補助方針は二分の一だった）でもって、決
定される。
　しかも、基本額の算定にあたっては、寄付金等
の収入があれば、それらはまず控除される。その
うえ、工事費単価は一定額以下に制限されていた
（さきの公立施設の宇部市の例で見たように、坪
当たり65円以内）から、それを上回る金額は補助
の対象とならない。
　そのため、この表27の②が示す決算報告と補助
の算定がどのようになされたのかは判明しないと
ころがある。つまり、表中の財源として計上され
た「基本金からの繰入」（1897円）および「一時借
入金」（2100円）は、補助額算定上で、どのように
位置付けられたのかがわからない。
　大歓進養育院の基本金は、もともと下賜金や寄
付金などを蓄積したものである。それゆえ、自己
負担分（社会局の方針上は四分の一二463円）に
充当することは認められたであろう。だが、その
分を除くかなりの金額（1434円）は、寄付金扱い
されて、工事費から控除された可能性が強い。ま
た、一時借入金は、どのように扱われたのか、そ
の名称からすると補助対象外の経費や財源不足分
の穴埋め的な性格だったように思われるが、確か
ではない。
　また、工事単価額も明らかに坪当たり65円の基
準は越えている（実際には坪当たり91円弱とな
る）から、その点はどうだったのかなどの諸点で
ある。ちなみに、65円で増改築面積59．5坪の工事
費を計算すると、3868円となる。
　これらは、県庁側の補助関係文書（とくに、救
護施設新設拡張費国庫補助金の申請書や清算書な
どなど）を見ればはっきりするものだが、本稿執
筆時点までには、それらが保存されているか否か
は判明せず、未見である。
（3）公立施設への事務費補助の実態
　救護施設の経常的運営経費である事務費につい
ては、救護法二十五条により、公立施設に限って
であるカミ、国庫および道府県による補助が規定さ
れている。法の規定する補助率は、国庫が二分の
一以内（1937年改正まで）、道府県が四分の一で、
救護費や設置設備費などへの補助と同じである。
この事務費への補助は、私立の救護施設にはない
もの10）で、公立施設のみに限定されている。
　この公立施設への事務費の補助制度カミ、第二次
大戦後には、私立も含めすべての社会福祉施設に
拡大されてゆくことになる。すなわち、この事務
費部分と救護費（事業費）部分とを合算したもの
が、いわゆる措置費である。
　その意味では、この事務費への補助制度の持つ
意義も大きいが、救護法下でのその実態はほとん
ど明らかにされたことはない。
　ここでは、この公立の救護施設の事務費および
それへの補助について、その実際がどのようなも
のだったかについて検討する。
①事務費補助の概要
　公立救護施設の事務費ないしは事務費への補助
の状況がどのようなものであったかについては、
いわゆる救護統計では、ほとんど見ることが出来
ず、部分的なデータが若干ある程度である。
　一応まとまったデータ（1931～1935年度）を見
ることが出来るのは、1932年初頭に社会局がまと
めた『第七拾回帝国議会／救護法中改正法律案資
料』（未公刊）ぐらいであって、それ以外の年度
データに関しては、わずかに1937年度と1939年度
について、別個の文献で知ることが出来るにすぎ
ない。
　それらの数値をまとめたものが表28である。見
られるように、事務費の数値は著しい伸びを示し
ているが、すでに第1章の（2）で見たように、公立
救護施設の認可数が増え、収容救護人員も増大し
ていたことの反映である。それに、救護施設での
収容救護は、居宅救護とくらべ、累積して増大し
てゆく傾向が見られることも影響していよう。
　なお、事務費への国庫補助率は、1934年度と
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表28救護施設の事務費とそれへの国庫補助
支　出　額
（補助i基本 国庫補助額 補助率 備　　考
額）
年度 円 円 ％1931 2，270 1，23550．0 1－3月の数値である。
1932 40，783 20，39150．0
1933 61，935 30，96750．0
1934 89，370 39，63544．4
1935 102，761 45，41044．2
1936 ● ● ■
1937 158，670 ● ●
1938 ● ● ●
1939 307，533 154，87850．4
注1．　本表の数値は、次の典拠による。
　　1931～1935年＝社会局『第七拾回帝国議会／救護i法中改正
　　　　　　　法律案資料』1937初頃（未公刊）。
　　1937年＝厚生省社会局r救護法施行状況』（昭和十二年度
　　　　版）、1940．3
　　1939年＝『日本社会事業年鑑』（昭和十七年版）。
2．　表中の「・」は、典拠とする資料がないか、あっても
　数値があげられていないものである。
3．　事務費への国庫補助率は、補助予算の増額と1937年の
　法改正により、1936年度は50％、1937年度以降は、他の
　救護費への補助率と同様、50％を若干上回ったと見られ
　る。
1935年度に44％台に落込んでおり、これは一般の
救護費と同様である。救護費への国庫補助率の低
下は、法自体の欠陥（「二分ノー以内」規定）の故
であり、国庫負担分の救護費のあからさまな抑制
策の結果であった。結局、1937年の法改正によっ
て、補助率の確定率化を行ない50％台へと回復す
るに至るのである。この間の経緯については、す
でに拙稿11）で詳しく取りあげた。
　救護施設の事務費は、人件費などを中核とする
施設運営の経常的経費であるから、その経費を恒
常的に抑制するには、施設自体を縮小・廃止する
以外はない。それが無理なら、せめて新規認可を
抑制することで、事務費の増加を抑制するくらい
しかない。居宅救護とくらべて、その抑制は極あ
て困難である。
　したがって、救護法立案の当初から居宅救護を
原則とし、救護施設などによる収容救護を例外的
なものとして、消極的にしか扱ってこなかったの
は、こうした事態を未然に防こうとしたものであ
り、それへの対処策であった。その意味では、そ
の政策的意図は貫かれていたのである。
　そのような状況下で、実際の公立救護施設の事
務費の実態はどうであったのか。以下では、その
事例として、山口県での三施設の事例を通して見
ることにしよう。
②山ロ県の救護施設の事例
　山口県には、第2章の（1）、（2）で見てきたよう
に、救護法施行後、萩町のように認可を得られな
かったものもあったが、それを除けば1935年まで
に、順次三ケ所の公立救護施設が認可、設置さ
れ、収容救護を開始している。
　その後も、萩市（1939年）、地福村（1940年）、
防府市（1940年）、岩国市（1942年）などが認可、
設置され、事業開始しており、山口県の公立救護
施設は七ヶ所にまで増加している。なお、管見の
限りでは私立の救護施設は、以後も認可されたも
のはなかった。
　ここでは、資料がある程度残されている1935年
までに設置された山口市・徳山町・宇部市の三施
設について、その事務費と国庫などの補助実態を
取りあげる。これらの救護施設の事務費につい
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て、把握できる限りのデータを一覧にしたもの
が、本稿末尾に資料7として掲載したものであ
る。
　資料7に見られるように、救護施設の事務費に
ついては、その内訳の費目区分が各市・町ごと
に、あるいは年度によって異なるものがある。そ
のため、ここでは、その全体を簡単に概観するた
めに表29を作成した。
　この表29によれば、設置主体の市・町により、
事務費の金額規模はやや異なり、かなりの差があ
る。他に診療部門（外来）を持っていた山口市救
護所が大きく異なるのは当然としても、徳山町救
護所と宇部市救護所とは条件は近似しているにも
かかわらず、かなりの差がある。その違いは、認
可時にも問題にされたことであるが、人件費の低
さに由来すると思われる。
　公立救護施設の事務費に対しては、国庫補助と
県費補助あわせて、その経費の四分の三の補助が
一応保障されていたことが、この表29からもわか
る。事務費への補助がまったくない私立施設とく
らべて、あるいは同様な状態にある救護施設とし
て認可されていない施設（法の定める「適当ナル
施設」）とくらべて、財政的には格段の違いをも
たらしたことがわかる。
表29　公立救護施設（山口県三事例）の施設事務費と財源
1932年度 1933年度 1934年度 1935年度 1936年度 1937年度 1938年度
金額 金額 金額 金額 金額 金額　’ 金額　率
山口市救護所（1932．9．1事業開始、定員10、居室8、建坪51．5、他に診療部門あり）
事務費総額
円　％X68100
円　％987100　円　％P123100　円　％P165100　円　％P753100
円　％913100　円　％1259100
人件費関係
ｻの他経費
672　69
Q96　31
709　72
Q78　28
817　73
R06　27
689　59
S76　41
1145　65
U08　35
749　82
P64　18
558　44
V01　56
国庫補助額
ｧ費補助額
s費負担額
484　50
Q42　25
Q42　25
494　50
Q47　25
Q47　25
539　50
P70　25
P70　25
513　50
Q57　25
Q57　25
788　50
R94　25
R94　25
457　50
Q28　25
Q28　25
630　50
R15　25
R15　25
職員の状況 事務員1
g丁　1
事務員1
g丁　1
事務員1
g丁　1
事務員1
g丁　1
事務員1
g丁　1ﾅ護婦1
事務員1
g丁　1
事務員1
g丁　1
徳山町救護所（1933．9．1事業開始、定員12、居室6、建坪33．5、借地）
事務費総額
円　％P30100円　％P76100円　％P76100円　％Q32100円　％Q39100円　％Q67100
人件費関係
ｻの他経費
47　36
W3　68
75　43
P01　57
78　44
X8　56
77　33
P55　67
110　46
P29　54
116　43
P51　57
国庫補助額
ｧ費補助額
ｬ費負担額
65　50
R3　25
R3　25
88　50
S4　25
S4　25
88　50
S4　25
S4　25
5116　50
@58　25
@58　25
120　50
U0　25
U0　25
134　50
V2　25
V2　25
職員の状況 番人1 番人1 番人1 番人1 番人1 番人1
宇部市救護所（1935．10．10事業開始、定員14、居室12、建坪70．0）
事務費総額
円　％239100 円　％511100 円　％519100円　％597100
人件費関係
ｻの他経費
109　46
P30　54
306　60
Q05　40
306　59
Q13　41
349　58
Q48　42
国庫補助額
ｧ費補助額
s費負担額
106　50
U0　25
V4　25
245　50
P18　25
P38　25
210　50
P05　25
P05　25
294　50
P47　25
P47　25
職員の状況 小使1人 小使1人 小使1人小使1人
注本表の数値などは、本稿末尾に掲載の資料7に基づく。
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表30　救護施設の事務費（山口県）の財源別負担状況（1941年度）
法該当 事務費 事務費 寄付そ 差引国 国　庫 県費 経営主体の負担者救護 限度の の他の 庫負担
延人員 総額 算出額 収入 基本額 補助額 補助額 法定分 超過分
a b d e f 9 h i j
a×20 d－ef×1／2f×1／2f－（9＋h） b－d
人 円 円 円 円 円 円 円 円
山口市 5，4341，4811，087 一 LO87544 272 272 394救護所 〈14．9＞ （100） （73） （一） （73） （37） （18） （18） （27）
徳山市 3，315 663 663 192471 236 118118 一
救護所 〈9．1＞ （100） （100）（29） （71） （36） （18） （18） （一）
宇部市 4，162 901 832 一 832 416 208 208 69救護所 〈11．4＞ （100） （92） （一） （92） （46） （23） （23） （8）
萩市 3，2121，393 642 一 642 322 161 161751啓生寮 〈8．8＞ （100） （46） （一） （46） （23） （12） （12） （54）
防府市 1，7742，070 355 一 355 178 89 89 1，365太平荘 〈4．9＞ （100） （17） （一） （17） （9） （4） （4） （66）
地福村 3，104 625 621 一 621 ＊362 155 104 4熊瀬寮 〈8．5＞ （100） （99） （一） （99） （58） （25） （17） （1）
注1．　本表の数値などは、山口県公文書館所蔵の県庁社会課の完結簿冊文書「救護費国
　　庫補助一件j中に含まれる「救護施設ノ事務費国庫補助基本額算出調書（昭和十六
　　年度分）」に基づき、算出した。いずれも四捨五入した数値である。
　2．表中の（）内の数値は％。「法該当者救護延人員」欄（a）の〈〉内の数値
　　　は、一日平均の救護人員である。
　3．　地福村の熊ケ瀬寮の「国庫補助額」欄（g）の数値（＊印）については、国庫補
　　　助率は十二分の七で算出してある。
　ただし、この表からは、窺い知ることはできな
いが、実際には国庫補助は国が決定する国庫補助
限度の範囲内しか補助されない。その国庫補助の
限度は、一般救護施設の場合、収容救護した延人
員一人当り10銭（病院・産院で医療または助産の
救護を受けた場合は25銭）と定められていた12）。
　その場合、国庫補助率を一応二分の一とすれ
ば、その二倍が事務費の国庫補助基本額と言うこ
とになり、一般救護施設は一人当り20銭（病・産
院は50銭）となる。したがって、国庫補助はその
金額を基準に行なわれることになる。この表29の
場合には、いずれもその範囲内であったため、経
費額の満額が認められたのである。
　なお、たまたま残されていた山口県庁の文書か
ら、1941年度分の事務費については、表30に示す
ように、その範囲を越えた分については補助の対
象となっていないことがわかる。このように、国
の定める補助限度によっては、また、市町村等の
救護施設運営の経費支出の如何によっては、いわ
ゆる超過負担が生じているのである。
③東京市養育院と事務費補助
　さきにも触れたように、東京市養育院の救護施
設としての認可問題は、社会局の認可抑制方針の
故に…著しく遅れ、1938（昭和13）年夏にようやく
認められている。この認可問題については、r東
京市養育院七十年史』などによれば、概略、次の
ようなことがわかっている。
　なかでも、救護法の施行によって、公立の救護
施設に対しては、いわゆる事務費補助が実施され
ることになったため、それにかかわる若干のデー
タを見ることが出来るので、とくに取り上げてお
きたい。
　1932年1月の救護法施行を前にして、東京市養
育院では救護法の救護施設としての認可を得るか
否かが問題になったらしい。だが、それまで自主
財源でやってきたことや設置経営母体が東京市で
あったことから来る事情などから、直ちには申請
するまでには至らなかった。
　しかし、1932年の在院老中に占める救護法該当
者が500人近くもいた（1932年12月末現在で495
人）こと、しかも増加する傾向が顕著に見られる
ことなどもあって、結局、救護施設としての申請
を行なうことになった。
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表31東京市養育院の在院者（年度末現在）中に占める救護法該当者などの構成
在院者総数 救護法該当者、 行旅病人 教護生 その他
実　数　比率 実数　比率 実　数　比率 実数　比率 実　数　比率
年度 人　　％ 人　　％ 人　　％ 人　　％ 人　　％19322，439　100 541　　221，546　　63119　　　5 233　　1019332，354　10G 685　　29L37 　　59119　　　5 171　　719342，366　100 807　　341，264　　53127　　　5 168　　719352，342　100 903　　391，178　　50117　　5 144　　619362，366　1001，557　　66590　　25 122　　　5 97　　4
19372，440　1001，578　　65635　　26 115　　　5 112　　519382，269　1001，457　　64586　　26 117　　　5 109　　519392，290　1001，557　　68521　　23130　　6 81　　419402，247　1001，510　　67521　　23 146　　　6 70　　3
注　本表の原数値は、東京市役所『養育院七十年史』（1943．3）所収の「附録」の
　「一、在院老統計」中の「最近十年間の年度末在院老種類別」（附録の8頁）に基づ
　く。
　ちなみに、表31に示したように、東京市養育院
の在院者統計によれば、在院者中に占める救護法
該当者は、各年度末現在の人員で500から1500人
にも達する状態であり、当初の数年間こそ全在院
老の2～4割だった13）が、1936年以降は三分の二
にも及んだのである。
　その結果、1933年1月には東京府知事宛に設備
の認可申請を行なっている。ただし、千葉県内に
ある施設などは認可権者が異なるなどの理由も
あって東京府管内の施設に限定している。救護施
設としての収容定員は500人（板橋本院380、巣鴨
分院120）で、事業種別としては養老と育児の二
種であった。
　申請を受けた東京府がいかなる対応をしたかは
定かではないが、東京府は結局、8月になって、
副申を添えて内務省社会局に認可申請の協議を行
なった。その後、折衝もしたようだが、ついに認
可承認とならないまま棚上げ状態になっていたこ
とを、『七十年史』は次のように記している。
　東京府に於ては、之が認可に対して内務省の
意向聴取のため同年入月十五日副申書を添付同
省に廻附種々折衝せられ、本院亦再三に亘りこ
れが認可促進方を要請し来りしが、国庫予算に
余裕なしとの理由を以て容易に認可の運びに至
らなかった。（同書47頁）
　申請したこともあって、東京市養育院の1933年
度以降の予算には、毎年、救護施設の事務費補助
表32　東京市養育院が予算計上した事務費と補助金
事務費 国庫補 府費補 養育院
a b C d
総額 助金 助金 負担額
aX1／2a×1／4 a－（b＋c）
年度 円 円 円 円193336，500 18，2509，125 9，125
193437，224 18，6129，306 9，3061935104，900 52，450 26，225 26，225
193665，112 32，556 16，27816，278193766，196 33，098 16，54916，549193870，662 35，331 17，66617， 6
注　『東京市養育院七十年史』1942の48頁に掲載され
　た数値（b、c）に基づき、筆者が作成。
額（公立施設のみを対象として、国庫：二分の
一、道府県：四分の一を補助）が歳入見込額とし
て計上されるようになる。表32に示したものは、
r七十年史』に掲載された国庫および府費の事務
費補助分（歳入見込の補助額、表のbとc）に基づ
いて事務費総額などを算出したものである。
　予算に計上した事務費総額にしても、その四分
の三にあたる国庫および府費による補助見込額に
しても、巨額なものであることは言うまでもな
い。東京市養育院であったからこそ、数年にもわ
たり放置して置けたのだろうが、本来なら、救護
法の施行にあたって、当初から補助されるべきも
のである。
　なお、ここで注意しておかねばならないのは、
この計上額はあくまでも救護施設の事務費に対す
る補助であって、東京市養育院が公立施設ゆえ
に、その対象として補助されるべき14）ものであっ
た。
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　当然、それらとは別個に、委託救護費があっ
て、それは認可の有無にかかわらず、救護義務者
の市町村等（東京市養育院の場合は、東京市およ
びその他の市町村と東京府）から支払われる建前
になっている。それらの金額も、事務費に匹敵す
る巨額なものになることも明らかである。
　r七十年史』によれば、その後、1936年12月に
至って、東京市養育院は、再申請書を提出し、結
局、1938年8月には東京府知事から認可を受ける
ことができたと記し、救護施設の認可書などを資
料として掲載している。
　加えて、「昭和十三年度に於て、昭和八年度以
来の懸案たりし救護施設の認可問題を解決し、事
務費補助として国庫並に府より毎年五、六万円に
上る金額を補助せらるるに至り」（143頁）と記
し、「薮に申請以来四年有半にして、全く解決」
（48頁）したとしている。
　その事務費補助の金額については、具体的な数
値が示されていないため、「毎年五、六万円」とい
う以外にはわからない。
注（第3章）
　1．ここで言う「救護費額」は、居宅救護および収容
　　救護に直接伴なう救護費用のことであり、埋葬お
　　よび救護施設事務費、委員費などは含まれていな
　　い。これに対し、救護財政上で、国庫補助などの対
　　象となる費用（国庫補助基本額）には、それらの三
　　つも含めており、その場合には「救護費総額」と呼
　　んで区別することにしたい。
　2．救護限度については、拙稿のM5で、山口県の事
　　例も含め、詳しく取りあげた。
　3．筆者も、かつて大勧進養育院の事例をとりあげ、
　　施設財源中の委託救護費の割合などにつき、検討
　　したことがある（「救護法の実施と社会事業施設の
　　財源」日本社会福祉学会第40回大会報告要旨集、
　　1992．10）。
　4．とくに、同書（1984．10刊）中の第一編第五章「公
　　的救済の開始と施設の増設」（78－96頁、小笠原祐
　　次執筆）は、救護法の成立によって、従来の養老事
　　業・養老院に対して、「救護施設の奨励と安定的な
　　経営への道を開いた」と評価する立場から、救護法
　　とそれが養老事業・養老院に与えた影響につい
　　て、多角的な検討・分析を行なった力作である。
　　　とりわけ、養老院の施設財源（歳入）に占める救
　　護費の割合を、1932年から1942年までの10年につ
　　き、8施設について掲げた表15（同書86頁）は、興
味深いものがある。ただし、同書の性格からか、そ
　の裏付けとなる実金額などの関係数値が掲載され
　ていないので資料的な面で不満が残る。
5．例えば、以下で紹介する『福島愛育園百年史』や
　『同和園七十年史』などは、’その例である。
　　ただし、後者の場合には、委託救護費そのものに
　ついては、他の公費収入と合算するなどしたもの
　（「府・市交付金」）しか資料として掲載していない
　（286頁）ので、ここでは紹介できない。
6．r福島愛育園百年史』474頁。
7．この三つの施設のそれぞれの『年報』について
　は、『老人問題基本文献集』25～28巻に収録されて
　いる。ただし、大勧進養育院のものは、明治期から
大正5年までのものに限られるので、救護施設と
　しての関係分の『年報』は含まれていない。
8．この三つの施設の場合、歳入総額と歳出総額が等
　しい施設は大勧進養育院だけである。別府養老院
　と佐世保養老院は、歳入総額と歳出総額は異なる
　（福島育児園も同様）。つまり、大勧進養育院は翌
年度への繰越を計上しているのに対し、他の施設
　はそれを計上していない。ここでは、そうした問題
　があるが、分母としては歳入総額を採用した。ただ
　し、福島育児院のように、前年度からの繰越額の比
　重が極めて大きい場合には、そのまま使用するわ
　けにはいかない。
9．この点については、拙稿のNa　7を参照されたい。
10．法制定当時、私立救護施設には何故補助しないの
　かについて、特段の説明をしていない。ただし、最
　初の法案要綱段階では「公私ノ施設ニヨリ区別ヲ
　スベキ理由ナシ」（拙稿の恥2に掲載の社会局『公
　救護法案摘要』）とする立場から、事務費補助につ
　いても、公立施設と同様の補助を規定していた。
11．この点については、拙稿のM7で詳しく経緯をと
　りあげた。
12．「救護施設並二救護費国庫補助二関スル件依命通
　牒i」1934．4．17発社70号、社会局社会部長通牒。
13．この表31の行旅病者の数値が示すように、救護法
　の施行以前は、東京市養育院の在院者のほとんど
　は、行旅病人行旅死亡人取扱法によるものが多く
　を占めており、施行後数年の間はそうした取扱い
　がなお残っていた。それが、1936年頃を境に、ほぼ
　救護法に切替わることをこの表は示している。そ
　の意味では、当初の数値は、なお抑制された数値
　だったと言えよう。
14．ちなみに、事務費の補助額の算定は、収容人員に
　一定の金額（事務費限度額）を乗じて得られる。具
　体的には、病院・産院：50銭、それ以外：20銭と
　なっている。
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おわりに
　以上、救護法における収容救護の中核を担う救
護施設について、その普及と施設実態、認可と補
助の実際、公費支出の状況、などにつき可能な範
囲で明らかにしてきた。それらから得られるいく
つかの知見を、簡単にまとめておきたい。
　まず、救護法下の救護施設の普及状況について
は、救護施設の設置認可は施行後二年ほどは急増
傾向が見られた。だが、1934年度以降は、認可数
は急減・停滞し、僅かな伸びしかない。
　設置主体は私立が圧倒的で、事業種別は、育児
と養老で過半を占めた。とくに、民間の既存施設
が数多く見られるという特徴がある。
　それらから明確になるのは、救護法下の救護施
設は、認可制度（とそれに伴なう財源保障）に
よって既存の民間施設（とくに育児と養老を事業
種別とする）を、積極的に取りこんで成立、普及
し得たと言うことである。
　民間施設の側からすれば、認可されることに
よって財政面でのメリットが得られ、経営の安定
化に寄与したことは言うまでもない。
　救護法の施行によって、財政面では公費による
救護費・委託救護費の支出（＝収容救護全般に適
用、基準額の100％）および公費の設置設備費へ
の補助（二認可施設に適用、基準額の75％）とい
う二つの制度が確立した。この二つは、とくに民
間施設にとって意味が大きい。
　また、認可制度と設置費補助制度によって、施
設設置の基準や設置費補助基準カミ、不十分ながら
も、成立しつつあったことも見逃せない。
　同時に、この二つの制度については、その申請
手続きの実際につき、その全過程を見ることが出
来る事例をいくつか検討した。
　そこでは、認可の権限が法的には知事にあるに
もかかわらず、実際には社会局との協議とその承
認が必要であり、社会局の統制下にあったことが
判明した。加えて、設置費補助は国庫補助が中核
であり、決定権限は社会局に当然あった。
　したがって、認可や補助については、中央（社
会局）の意向次第であり、救護施設の普及はそれ
に大きく左右されたと言える。
　それゆえに、法の欠陥が露呈して、1934年度以
降、救護抑制策が採られた時点では、認可の引延
ばしや、設置費の補助が急遽、制限・抑制される
という事態も見られた。
　そもそも救護費全体に占める収容救護（とその
中核たる救護i施設）の比重は、全体の四分の一
　（救護施設はその七割）にも達している。財政的
には、収容救護や救護施設は最小限に抑制するこ
との効果が大きく、その必要もあったのである。
　救護法施行の当初において、養老と育児の施設
として著名な東京市養育院のような施設が、その
認可を抑制されたのも、その巨大な財政規模に理
由があったのである（法改正で財政面の欠陥を是
正した後の1938年にようやく認可）。
　救護施設の普及という面では、公立施設は当初
はわずかだったが、次第に増加して四分の一を占
めるようになる。生活扶助や医療、養老といった
事業種別で、新設施設が多い。救護の直接的な担
い手である市町村の取組みがあったと言える。
　救護施設への事務費補助（公立施設のみが適用
対象）の制度は、財政面でそれを支援した仕組み
である。国庫・県費補助（基準額の75％）は、収
容人員を基準とする初歩的で低すぎる（当時の職
員数など施設水準が著しく低いことの反映）とは
いえ、公立施設の普及を促した意味は大きい。
　ただし、事務費補助は、法立案段階の最初を除
いては、民間の救護施設にまでは及ばなかったと
いう大きな限界があった。
　このように、救護法下の救護施設は、多くの不
十分さや限界を持ちながらも、認可制度および三
つの領域での公費支出の制度（救護費委託救護費
・設置費補助・事務費補助）を形成させた。
　そのことで、わが国の施設をめぐる制度史に新
たな地平を切り拓いたと言える。第二次大戦後の
施設をめぐる諸制度と対比し、その仕組みに限れ
ば、異なるのは事務費補助の民間私立施設への拡
大と施設基準の確立にすぎない。
　なお、救護施設の地域別の普及状況には大きな
偏りがある。それが収容救護の地域差の要因とも
なり、さらには救護状況（救護率）の格差にも関
連すると思われる。この点については、救護状況
の地域分析という残された課題を取り上げる際
に、果たしたいと考えている。
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資料1　救護施設の名称等一覧（事業形態／事業種別、1936．12．1現在）
　　　　注1．本資料1は、社会局r第七拾回帝国議会救護法中改正法律案資料』（1937年初頭、未公刊）に掲載の
　　　　　　「救護施設調」の主要内容を、以下の六つに区分・再編成して掲載したものである。
　　　　　　　1－（1）育児を事業種別とする救護施設一覧（単独事業形態）
　　　　　　　1－（2）乳児保育を事業種別とする救護施設一覧（単独事業形態）
　　　　　　　1－（3）養老を事業種別とする救護施設一覧（単独事業形態）
　　　　　　　1－（4）医療を事業種別とする救護施設一覧（単独事業形態）
　　　　　　　1－（5）生活扶助を事業種別とする救護施設一覧（単独事業形態）
　　　　　　　1－（6）複数の事業種別を持つ救護施設一覧（複合・混合事業形態）
　　　　　2．表記を一部簡略化（名称中の「財団法人」の削除など）したほか、明らかな誤りは訂正した。
資料1－（1）育児を事業種別とする救護施設一覧（単独事業形態）
名　　　称 設置主体 所在地域 創設N次 認可年月 定員
法該当
ｪ定員
函館慈恵院＊1
ﾂ森同情園
竡阯{育院
蜻芒贒ﾂ教育児院
沒㊧邇刮@
社団法人
ﾂ人熬c法人
ﾐ団法人
熬c法人
函館市
ﾂ森市
ｷ岡市
蜻芬s
沒㍽s
1900
P900
P906
P906
P893
1932．8
P932．7
P932．8
P932．3
P932．3
ll、；；40 1｛；；26
会津自彊院
?髣{育院
ｺ野三楽園
ｮ和園＊1
ｯ情園上総分園
財団法人
ｧ立＊2
熬c法人
熬c法人
ﾂ人
会津若松市
?ﾋ市
F都宮市
Y和市逞t県市原郡
1917
P906
P912
P933
P923
1935．5
P932．4
P932．3
P933．12
P932．10
i；ll50 llI；50
福田会
結梭逅ｬ園
ｯ情園
｡浜孤児院
剔q保育園
財団法人
熬c法人
ﾂ人熬c法人
熬c法人
東京市渋谷区
結梹s荏原区
結梹s浅草区
｡浜市中区
_奈川県鎌倉町
1879
P896
P913
P899
P896
1932．4
P932．4
P932．4
P932．2
P933．8
1il1器74 110
n111
長岡福田園
?ｧ金沢育児院
蜉ｩ進養育院＊1
坙{育児院
ｴ水育児院
会員制
??ｧ
熬c法人
熬c法人
熬c法人
長岡市
熨?s
ｷ野市?血ｧ加納町
?血ｧ富秋村
1901
P905
P883
P895
P900
1932．4
P932．6
P932．5
P932．3
P933．9
｝；ll40 闘；；30
静岡ホーム
O重済美学園
繪ﾘ恵風園
ｽ安徳義会孤児院
ｽ安養育院
会員制
熬c法人
熬c法人
熬c法人
熬c法人
静岡市
ﾃ市O重県桑名町
椏s市左京区
椏s市上京区
1907
P901
P904
P890
P895
1933．5
P932．9
P932．9
P932．3
P932．11
Illl80 ；lll80
大阪聖約翰学園
O済会育児院
_戸女子教育院
_戸孤児院
_戸報国義会
財団法人
熬c法人
ﾂ人熬c法人
熬c法人
大阪市天王寺区
蜊緕s東成区
_戸市神戸区
_戸市神戸区
_戸市湊東区
1889
P911
P877
P890
P892
1932．1
P932．1
P932．9
P932．9
P932．9
2駕
P11110
2駕
P1850
和歌山（養老院）孤児院＊1
V宮町社会会館＊1
ｹ取育児院
ｼ江育児院
L島修道院
会員制
??ｧ
熬c法人
熬c法人
ﾂ人
和歌山市
a歌山県新宮町
ｹ取市
ｼ江市
L島市
1912
P933
P906
P896
P889
1932．1
P933．3
P932．4
P932．10
P932．9
｝；1970 10
P81；
讃岐学園
､媛慈恵会＊1
ｲ賀育児院
蝠ｪ育児院
{崎救護院＊1
財団法人
??ｧ
熬c法人
ﾂ人ﾂ人
高松市
ｼ山市
ｲ賀市
蝠ｪ市
{崎市
1899
P900
P920
P904
P932
1933．3
P933．5
P932．5
P934．3
P935．4
1；ll50 li502050
鹿児島養育院 財団法人 鹿児島市 1905 1933．5 40 20
41施設　入所定員　計2298人（法該当1832人）　平均56．0人（法該当44．7人）
注1．＊1印の施設は、同名称・同経営による異なる事業種別（7施設、いずれも養老）もあわせて掲げているが、入
　　所定員は区別されているので、本表では別個の施設として取扱っている。
　　　＊2印の施設は、1934年4月にそれまでの個人立の施設から県立施設へ移管されている。
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資料1－（2）乳児保育を事業種別とする救護施設一覧（単独＄業形態）
名　　　称 設置主体 所在地域 創設N次 認可年月 定　員
法該当
ｪ定員
婦人共立育児会＊3
^育会乳児院
社団法人
熬c法人
東京市麻布区
結梹s本所区
1891
P925
1932．4
P933．12
60　　　48
R5　　　20
2施設　　入所定員　計95人（法該当　68人）　平均47．5人（法該当34．0人）
注1．＊3印の施設は、併せて病児医療を事業目的に掲げているが、本表では、乳児保育の単独事業目的の施設として
　　取扱っている。
資料1－（3）養老を事業種別とする救護施設一覧（単独事業形態）
名　　　　称 設置主体 所在地域 創設N次 認可年月 定　員
法該当
ｪ定員
旭川養老院 市 旭川市 19321932．10 20 20
函館慈恵院＊4 社団法人 函館市 1900 1932．8 36 36
札幌養老院 財団法人 北海道藻岩村 1925 1934．9 50 50
岩手養老院 個人 盛岡市 1906 1932．8 20 17
宮城養老院 財団法人 仙台市 1927 1932．12 25 23
秋田聖徳会養老院 財団法人 秋田市 19321933．5 45 45
尚和園＊4 財団法人 浦和市 1933 1933．12 50 50
東京養老院 財団法人 東京市滝野川区 1903 1932．3 250 200
三条町養老院 町 新潟県三条町 19321932．5 15 15
佐渡養老院 個人 新潟県金沢村 1934 1934．7 16 16
高岡養老院 個人 高岡市 1931 1932．3 10 10
大勧進養育院＊4 財団法人 長野市 1883 1932．5 25 25
岐阜養老院 財団法人 岐阜市 1908 1934．1 30 30
高田慈光院 会員制 三重県一身田町 1921 1932．9 65 55
神都養老院 会員制 宇治山田市 1931 1936．6 21 21
滋賀養老院 会員制 大津市 1933 1933．2 30 30
京都救済院 個人 京都府天田郡 1900 1932．3 68 68
京都養老院 会員制 京都市伏見区 1921 1932．3 100 90
大阪養老院 財団法人 大阪市住吉区 19021932．1 120 60
弘済会養老所 財団法人 大阪市東成区 1911 1932．1 150 150
堺養老院 財団法人 堺市 1913 1932．1 27 27
私立神戸養老院 会員制 神戸市湊区 1899 1932．9 25 20
和歌山養老院（孤児院）＊4 会員制 和歌山市 1912 1932．1 69 59
新宮町社会会館 会員制 和歌山県新宮町 1933 1933．3 20 20
愛隣社老人ホーム 財団法人 松江市 1920 1932．10 40 35
島根県仏教奉公団養老院 会員制 島根県石見村 1932 1932．10 16 15
倉敷市厚生館 市 倉敷市 1932 1935．3 24 24
呉保生院＊5 社団法人 呉市 1933 1933．3 20 20
宇部市救護所 市 宇部市 1935 1935．4 14 14
讃岐養老院 財団法人 高松市 1930 1932．7 30 30
愛媛慈恵会＊4 会員制 松山市 1900 1933．5 10 7
今治市救療院 市 今治市 1933 1933．3 27 27
小倉市西山寮 会員制 小倉市 1926 1932．7 22 15
八幡市養老院 会員制 八幡市 1932 1932．11 25 25
若松市養老院 市 若松市 1934 1934．3 28 28
門司市清風園 会員制 門司市 1935 1935．9 35 30
佐賀養老院 財団法人 佐賀市 1917 1932．5 50 50
佐世保養老院 個人 佐世保市 1924 1933．3 39 39
別府養老院 会員制 別府市 1925 1932．5 35 35
宮崎救護院＊4 個人 宮崎市 1932 1935．4 40 20
鹿児島養老院 個人 鹿児島市 1923 1933．3 40 40
41施設　　定員計1782人（法該当1591人）平均43．5人（法該当38．8人）
注1．＊4印および＊5印の施設は、同名称・同経営による異なる事業種別（＊4印7施設＝育児、＊5印1施設＝医療）も
　　あわせて掲げているが、入所定員は区別されているので、本表では別個の施設として取扱っている。
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資料1一④　医療を事業種別とする救護施設一覧（単独事業形態）
名　　　称 設置主体 所在地域 創設N次 認可年月 定員
法該当
ｪ定員
仙台市立病院
ﾋ生市方面助成会救護所
市会員制 仙台市
ﾋ生市
1930
P933
1932．10
P933．2
器 18P8
埼玉共済会熊谷診療所
刹ﾊ町診療所
ﾁ須町診療所
財団法人
ｬ町
熊谷市
驪ﾊ県児玉町
驪ﾊ県加須町
1931
P932
P933
1933．2
P932．12
P933．3
115 115
忍町診療所 町 埼玉県忍町 19341934．2 6 6
大宮町診療所＊6 町 埼玉県大宮町 1934 1934．2 一 一
川口市無料診療所
?z市診療所
市市 川口市
?z市
1934
P935
1934．2
P935．2
15
Q2
1；
大森病院 個人 東京市大森区 19161933．5 75 75
金沢市立金沢病院 市 金沢市 19281932．6 15 7
甲府市民病院
蜉_市立診療所
市市 甲府市
蜉_市
1932
P934
1932．4
P934．6
；1 ll
市立豊橋病院 市 豊橋市 1932 1932．3 30 30
済世病院 個人 京都市下京区 1909 1932．3 68 35
京都施薬院協会 財団法人 京都市中京区 1933 1933．1 65 65
京都共済会西陣救療所 財団法人 京都市上京区 1935 1935． 30 30
弘済会慈恵病院 財団法人 大阪市東成区 1911 1932．1 700 700
済生会大阪府今宮病院 財団法人 大阪市浪速区 1924 1935． 50 40
呉保生院＊7 社団法人 呉市 19331933．3 20 20
八幡市救護院 市 八幡市 19321932．11 12 12
八幡産院＊8 会員制 八幡市 1934 1934．5 25 15
鹿島済貧会 財団法人 佐賀県鹿島町 1916 1932．5 8 8
23施設　　定員計1319人（法該当1167人）平均60．0人（法該当53．0人）
注L　原資料には、「医療ノ施設ニハ外来患者ノ取扱ヲナスモ本表ニハ掲記セズ」との備考が見られる。
　2．＊6印の施設は、入所定員が不明（なしか？）のため、平均値の算出に際しては除外してある。
　3．＊7印の施設は、同名称・同経営による異なる目的の事業（1施設、養老）もあわせて掲げているが、入所定員
　　は区別されているので、本表では別個の施設として取扱っている。
　4．＊8印の施設は、助産のみを事業目的としているが、本表では医療目的の単独形態の施設として取扱っている。
資料1－（5）生活扶助を事業種別とする救護施設一覧（単独事業形態）
名　　　称 設置主体 所在地域 創設N次 認可年月 定員
法該当
ｪ定員
錦修寮和敬養育院 県町 水戸市
V潟県直江津町
1933
P932
1933．4
P934．3
認 ；；
能美郡広済会 財団法人 石川県苗代村 18991932．6 30 30
鳥取市共睦園 市 鳥取市 1920 1932．3 33 18
三原救護院 町 広島県三原町 1931 1932．9 15 15
山口市救護所
ｿ山市救護所
市市 山口市
R口県徳山市
1931
P933
1933．7
P933．1
｝； ｛；
稲佐救護所
F本市救護所
ｭ児島市厚生所
財団法人
s市
長崎市
F本市ｭ児島市
1935
P926
P934
1935．9
P932．9
P936．7
il15 聾15
10施設　　定員計219人（法該当204人）平均21．9人（法該当20．4人）
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資料1－（6）複数の事業種別を持っ救護施設一覧（複合・混合事業形態）
a〈2種の事業種別を持つ複合・混合事業形態〉
名　　　称 事業目的 設置蜻ﾌ 所在地域
創設
N次 認可年月 定　員
法該当
ｪ定員
岩手県立恵風園
ﾎ巻市救護所七窪思恩園
ｾ田町収容所
x山慈済院
ｬ野慈善院
汕芟ｧ慈光園
ﾄ子市立慈恵園
育児・養老
邇凵E養老
邇凵E養老
邇凵E養老
邇凵E養老
邇凵E養老
邇凵E養老
邇凵E養老
岩手県山田町
ﾎ巻市
R形県西郷村茨城県太田町
x山県堀川町金沢市
汕芟ｧ西藤島村米子市
1934
P935
P933
P908
P894
P868
P933
P934
1934．9
P935．8
P933．11
P932．4
P932．3
P932．6
P933．8
P934．2
il豊21；6618 30
P0
奄撃V0147！1
ジャパンレスキェーミッショ
@ン敬愛館
育児・婦人生活扶助 財団 宮城県多賀村 19231932．10 120 71
博愛社
R陰慈育家庭学校
育児・母子保護育児・感化 財団
熬c
大阪市東淀川区
ｼ江市
1890
P901
1932．1
P932．10
311 200
S0
若松同潤会
ﾈ木婦人協会
養老・不具廃疾＊9
{老・廃疾救護
会員
?
会津若松市
ﾈ木県栃木町
1932
P9011932．3P932．3
Il ll
延寿舎
ｪ山市友楽園
養老・医療＊10
{老・医療
町＊11s 滋賀県六荘村ｪ山市 1928P9321935．3P932．3 19 i；
横浜市救護所
I田寮上田市報恩寮
ﾃ岡市救護所
ｼ古屋東山寮
_戸市立救護院
_戸市立救護院灘分院
生活扶助・医療
ｶ活扶助・医療
ｶ活扶助・医療
ｶ活扶助・医療生活扶助・医療生活扶助・医療＊10
ｶ活扶助・医療＊10
市市市市市市市 横浜市中区
ｷ野市上田市
ﾃ岡市
ｼ古屋市南区
_戸市須磨区
_戸市灘区
1902
P932
P935
P901
P926
P924
P933
1932．6
P932．2
P935．6
P932．3
P932．7
P932．12
P933．3
170
P14詣118
1塁鴉ll870
22施設　　定員計2006人（法該当1478人）平均91．2人（法該当67．2人）
注1．
　2．
　3．
＊9印の不具廃疾には、傷病兵救護を含む。
＊10印の医療には、助産を含む。
＊11印の施設の設置主体は、滋賀県長浜町で、施設の所在地は六荘村である。
b〈3種の事業種別を持つ複合・混合事業形態〉
名　　　称 事業目的 設置蜻ﾌ 所在地域
創設
N次 認可年月 定　員
法該当
ｪ定員
聖心愛子会
rm市救護所
V潟救護院
ｼ本市昭和療
L田学園
育児・養老・医療
邇凵E養老・医療
邇凵E養老・生活扶助
邇剽{老・生活扶助
邇凵E養老・不具救済
財団
s市市個人
秋田市
rm市
V潟市
ｼ本市
a歌山県藤並村
1920
P899
P932
P911
P907
1932．6
P932．3
P932．4
P932．5
P932．1
；；弘55 iiI955
5施設　　定員計218人（法該当177人）　　平均43．6人（法該当35．4人）
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資料2　救護施設の普及状況（1932～1942）と施設の実態（1936．12．1現在）〈再集計結果〉
　　　注　1．本資料は、救護施設にかかわる以下の二つの再集計データからなる。
　　　　　　2－（1）救護施設の普及状況（施設数・収容定員・法該当者定員の推移）を見るために、社会局の認可
　　　　　　　　　関係データを数回にわたってまとめた「救護施設調」のデータを再集計した結果と既存の文献資
　　　　　　　　　料に見られる同様のデータとをまとめたものである。
　　　　　　2－（2）、（3）救護施設の状況・実態を見るために、1936年12月1日現在で社会局がまとめた「救護施設
　　　　　　　　　調」の個別施設データを再集計した結果であり、以下の②と（3）の二つの集計結果表からなる。い
　　　　　　　　　ずれも集計した実数値のみを掲載してある。
　　　　　　　　2－（2）救護施設の施設数・収容定員’法該当分定員　再集計結果　その1
　　　　　　　　2－（3）救護施設の状況・実態　再集計結果　その2
資料2－（D　救護施設の施設（事業団体）数・入所定員などの推移（1932～1942） 〈再集計結果〉
施設（事業団体） 収容　定　員 救護法該当老見込分定員 数値の典拠調査時点
総数　公　立　私　立 総　数　公　立　私　　立 総数　公　立 私　　立
〈再集計値＞
P932．4．28
P932．6．30
P932．12．8
P933．7．10
P933．12
P935．7．30
P936．12．1
ヵ所　　ヵ所　　ヵ所
R3　　　4　　　29
U1　　　13　　　48
W0　　　20　　　60
P08＊1　28　　80
P09＊2　　28　　81
P24　　　36　　　88
P36　　　43　　　93
　人　　　人　　　人
Q，972　　114　2，858
S．794　　749　4，045
T．524　　938　4，586
U，958　1，136　5，822
V，112　1．395　5．717
V，526　1，534　5，992
V，937＊4　1，710　　　6，227＊4
　人　　　人
Q，697　　　89
R，970　　508
S，614　　687
T，621　　868
T， 06　1，035
U，132＊31，174
U，517＊51，340
　人
Q，608
R，462
R，972
S，753
S，671
S，958
T，177＊5
（a7．5）
ia7．8）
ia8．1）
ia8．9）
ib）
ia10．9）
ic）
〈参考数値＞
P938．3
P939．12．1
P941．10
P942．12．1
141　　　44　　　97
P51　　　54　　　97
P54　　53　　101
P57　　　57　　100
　　●　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　・
P0，684　　　4，143　　　6，541
P1，847　　　4，314　　　7，533
P0，951　　　4，179　　　6，772
　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
W，681　3．290
X，759　3，652
W，928　3β41
　・T，391
U，107
T，587
de14・15　f
?P7
?P8
注1．本表の数値のうち、〈再集計値〉分は下記の〈典拠一覧〉に掲載された社会局「救護施設調」の個別施設データ
　　から、筆老が再集計した数値であり、〈参考数値〉分は下記の〈典拠一覧〉に掲載されている数値に基づく。
　2．　〈再集計値〉分の数値の原資料となった典拠の「救護施設調」には、個別施設データ以外にそれを集計した一
　　部数値が掲載されている。ただし、それらの数値と、再集計数値が一致しない場合が下記のようにいくつかあ
　　る。なお、本表では、原資料の単純なミスや集計上のミスなどと判断し、再集計数値を優先した。
＊1　　1933．7．10
＊2　　1933．12
＊3　　1935．7．30
＊4　　1936．12．1
＊5　　1936．12．1
施設総数　107
施設総数　110
救護法該当分定員総数　5，132
収容定員総数　7，947　同私立分　6，237
救護法該当分定員総数　6，518　同私立分　5，178
3．表中の「・」は、典拠資料に数値がないものである。
　〈典拠一覧〉
a　『社会事業彙報』　a7．5＝昭7年5月号　　a7．8＝昭7年8月号　　a8．1＝8年1月号
　8年9月号　　a10．9＝昭10年9月号
b　社会局『第六十五回帝国議会／社会局関係参考資料』1934初頃（未公刊）
c　社会局『第七拾回帝国議会／救護法中改正法律案資料』1937初頃（未公刊）
d　厚生省社会局『昭和十二年度／救護法施行状況』1940．3
e　『日本社会事業年鑑』　　e14・15＝昭和14・15年版　e17＝昭和17年版　e18＝昭和18年版
f　堀田健男『救護事業』1940．11
a8．9＝＝昭
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寺脇隆夫　　救護法下の救護施設の実態
救護施設の施設数・収容定員・法該当分定員（事業形態／事業種別×公・私立別状況）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1936．12．1現在）　〈再集計結果・その1＞
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全 体 公 立 私 立
谷 ’　≡ 谷 ≡ 谷 ’　言施設数 口 施設数 定 施設数 定
総　　　　　　　　　数
カ月
P44a7，937
　　人
モU，517
カ月
@43　人P，710 1，340カ月P01　　人bU，227　　　人рT，177
単独事業形態 1175，7134，862 27 592 471 90 5，1214，391
育児
緖剳ﾛ育＊1
4｛ 2，298@951，832@68 1 59 4； 40Q 2，248@951，792@68養老
纓ﾃ＊2
ｶ活扶助
｛i10 1，782
P，319@219
1，591
P，167@204
6128 lil159 ｝il144 il2 1，654kO64@60
1，463
P，008@60
複合・混合事業形態 27 2，2241，655 16 1，118 869 11 1，106 786
（事業／二種）
育児＋養老 8 463 375 4 72 72 4 391 303
生活扶助＋医療＊3 7 878 652 7 878 652 一 一 一養老＋医療＊4 2 85 75 2 85 75 一 一 一養老＋不具廃疾＊5 2 65 65 一 一 一 2 65 65育児＋婦人生活扶助 2 460 271 一 一 一 2 460 271育児＋感化 1 55 40 一 一 一 1 55 40（事業／三種）
育児＋養老＋医療 2 106 67 1 26 15 1 80 52
育児＋養老＋生活扶助 2 57 55 2 57 55 ～ 一 一育児十養老十不具者救済 1 55 55 一 一 一 1 55 55
注1．本集計表（2－（2）、2－（3）に共通）の典拠とした原資料は、社会局保護課「救護施設調」（社会局『第七拾回帝
　　国議会／救護法中改正法律案資料』1937初頃、未公刊資料綴、所収）に掲載の個別施設データである。
2’ﾊる議麟灘難繍誓獺膿聲纏。驚物㌶㌘獣こ鰺麟耀
　　業形態」とは、複数の事業種別をあげているが、入所定員の区分がなく、複数の事業を行なっているものを意味
　　する。
3’｢諮嬬卿禦㌫膿t璽燃損麟鷲繍顧㌶謹磯鰹ミー致しな
4．
5．
　＊a全体の収容定員7，947＊b同私立分6，237＊c全体の法該当分定員6，518＊d同私立分5，178
本再集計の事業形態・種別では、若干の例外的な事例につき、以下のように取扱った
＊1　この乳児保育には、病児医療を併設事業にするもの1施設を含む（複数事業と見倣さない）。
＊2　この医療には、助産のみを事業種別とするもの1施設を含む（助産は医療と同じと見倣す）。
＊3　この医療には、助産を併設事業にするもの2施設を含む（複数事業とは見倣さない）。
＊4　この医療には、助産を併設事業にするもの1施設を含む（複数事業とは見倣さない）。
＊5　この不具廃疾には、傷病兵救護を併設事業にするもの1施設を含む（複数事業と見倣さない）。
2－（2）表から算出される一施設当りの平均数値（収容定員・法該当分定員）を参考までに以下に掲載しておく。
　　　　　　参考表　　一施設当り平均の収容定員・法該当分定員
全　　　体 公　　　立 私　　　立
　　谷 言 谷 ≡ 　　谷 楚
総　　　　数 55．1 45．3 39．831．2 61．7
人51．3
単独事業形態 48．8 41．6 21．9 17．4 56．9 48．8
育児
緖剳ﾛ育
{老纓ﾃ生活扶助
56．0
S7．5
S3．5
T7．3
Q1．9
44．7
R4．0
R8．8
T0．7
Q0．4
50．0　　21．321．319．9 40．0　－21．313．318．0 56．2
S7．5
S7．3
X6．7
R0．0
44．8
R4．0
S1．8
X6．7
R0．0
複合・混合事業 82．4 61．3 69．9 54．3 100．5 71．5
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資料2一③　救護法による救護施設の状況・実態〈再集計結果・その2＞ （1931．12．1現在）
①設置主体 ②所在地域 ③　収容定員規模 ④法該当分定員 ⑤区分
総数
1公立 2財甲社団 3旨他私立 1県庁所在市 2菰市 3町村部
119人以下 220～49人 350～99人
4百人～嘉 5言人以上 6不明 119人以下 120～49人 350～99人
4百人～百99
5言人以上 6不明 1既設 2新設
総　　　数 14443　59　4283　30　3126　　67　　33　　12　　　5　　　136　　71　　25　　　6　　　5　　　1100　44
①設置 1．公　　立
Q．財・社団
R．他の私立
43
T9
S2
43
@　59
@　　　42
19　13　11
S4　6　9
Q0　11　11
6　19　4　2　1　1
Q　29　15　9　4　－
W　19　14　1　－　一
21　　17　　　1　　　2　　　1　　　1
S　20　13　4　4　－
P1　　34　　11　　　－　　　一　　　一
20　23
T1　8
Q9　13
②所在 1．県庁都市
Q．一般市
R．町村部
83
R0
R1
19　44　20
P3　6　11
P1　9　11
83
@　30
@　　　31
7　36　24　11　5　－
W　22　－　一　一　一
P1　9　9　1　－　1
13　　42　　17　　　6　　　5　　　－
P218　－　一　一　1
P 11　8　－　一　一
69　14
P3　17
P8　13
③定員規模
1．19人以下
Q．20～49人
R．50～99人
S．100～199人
T．200人以上
U．不　　明
26
U7
R3
P2
T1
16　2　8
P9　29　19
S　15　14
Q　9　1
P　4　－
P　－　一
7　8　11
R6　22　9
Q4　－　9
P1　－　1
T　－　一
黶@一　1
26
@　67
@　　　33
@　　　　　12
@　　　　　　　5
@　　　　　　　　　1
26　－　一　一　一　一
X　58　－　一　一　一
P　13　19　－　一　一
黶@一　6　5　－　一
黶@一　一　1　5　－
黶@一　一　一　一　1
11　15
S3　24
Q9　4
P2　－
T　－
|　1
④法該当定員
1．19人以下
Q．20～49人
R．50～99人
S．100～199人
T．200人以上
U．不　　明
36
V1
Q5
U51
21　4　11
P7　20　34
P　13　11
Q　4　－
P　4　－
P　－　一
13　12　11
S2　18　11
P7　－　8
U　－　－
T　－　一
黶@1　1
26　9　1　－　一　一
黶@58　13　－　一　一
黶@一　19　6　－　一
黶@一　一　5　1　－
黶@一　一　一　5　－
黶@一　一　一　一　1
36
@　71
@　　　25
@　　　　　6
@　　　　　　　5
@　　　　　　　　　1
18　18
S9　22
Q2　3
|　6
|　6
|　1
⑤区分 1．既設施設
Q．新設施設
100
S4
20　51　29
Q3　8　13
6 　13　18
P4　17　13
11　　43　　29　　12　　　5　　　－
P5　24　4　－　－　1
18　　49　　22　　　－　　　一　　　一
P8　　22　　　3　　　6　　　5　　　1
100
@　44
⑥認可年度
1．1931年度
Q．1932年度
R．1933年度
S．1934年度
T．1935年度
U．1936年度
30
V1
Q3
W102
6　15　9
Q0　24　27
W　8　7
T　1　2
R　4　3
P　－　1
21　4　5
S2　14　15
P4　2　7
|　4　4
T　5　－
P　1　一
4　13　8　1　4　－
Q0　　34　　11　　　5　　　1　　　－
T　13　4　－　－　1
R　4　1　－　一　一
R　6　1　－　一　一
P　1　－　一　一　一
4　13　8　1　4　－
Q0　　34　　11　　　5　　　1　　　－
T　13　4　－　－　1
R　4　1　－　一　一
R　6　1　－　一　一
P　1　－　一　一　一
25　5
T4　17
P2　11
R　5
S　6
Q　一
⑦創設年次
1．1889以前
Q．1890～99
R．1900～09
S．1910～19
T．1920～29
U．1930年～
一　5　2
P　15　1
S　13　12
P　8　4
U　8　7
R1　10　16
7　－　－
P3　－　4
Q0　3　6
X　3　1
P3　3　5
Q1　21　15
一　3　2　2　－　一
黶@7　6　3　1　－
R　14　8　3　1　－
Q　4　4　1　2　－
Q　9　6　3　1　－
P9　30　7　－　－　1
1　4　－　2　－　－
P　10　3　2　1　－
T　16　6　1　1　－
Q　5　4　－　2　－
S　8　7　1　1　－
Q3　　28　　　4　　　－　　　－　　　1
7　－
P7　－
Q9　－
P3　－
Q1　－
P3　44
⑧形態 1．単独事業
Q．二種複混
R．三種複混
117
Q2
@5
27　53　37
P3　5　4
R　1　1
69　26　22
P2　3　7
Q　1　2
23　　56　　26　　　8　　　3　　　1
R　8　5　4　2　－
|　3　2　－　一　一
3 　　60　　19　　　3　　　3　　　1
S　9　4　3　2　－
P　2　2　－　一　一
83　34
P3　9
S　1
⑨事業種別 1．育児
Q．乳児保育
R．養老
S．医療
T．生活扶助
41
Q412310
1　27　13
|　2　－
U　15　20
P2　7　4
W　2 ：．
2　3　6
Q　－　－
Q0　14　7
X　9　5
U　－　4 ：＿
3　18　14　5　1　－
|　1　1　－　一　一
U　25　6　3　1　－
X　7　5　－　1　1
T　5　　　ニ　ー　一
5　24　8　3　1　－
|　2　－　一　一　一
W　23　8　1　1　－
P2　7　2　－　1　1
U　4　：．．．一 ．．二 ．．．：．
39　2
Q　－
Q7　14
W　15
V　3
．．　　　　●　　　　　　　’．・　　・　　　　．．　　　・・
U．育児＋養老
V．医療＋生活
@扶助
W．その他の複
@合混合
iぎ
V7
■■■■．・V　3　3
V　－　－
Q　3　2
一ぎ”2　6
U　1　－
R　1　3
■●．’． 3－一 ． ；…4　1　－　－
R　1　2　1　－
R　2　1　1　一
●・ …．．・．4　4　4　1
P　2　1　2
|　5　2　一
．　一一
@1　－
@1　一
■●●・．・．V　6
T　2
@5　2
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（2－（3）のつづき）
⑥ 認 可 年 度 ⑦ 創 設 年 次 ⑧事業形態 ⑨事業種別（単独）／（複混合）
1 1 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 1 2 3 4 5 6 7 8
一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 単 二 三 育 保 老 医 生 養 医 そ九 九 九 九 九 九 入 入 九 九 九 九 独 種 種 乳 活 老 療 の
三 三 三 三 三 三 入 九 ○ 一 二 三 事 複 複 児 児 養 療 扶 十 十 他
牽度 言度 三年度
四年度 五年度 六年度 九隻別 ○年～ ○年～ ○年～ ○年～ ○年～ 業 混合 混合 育 助 育児 生扶 養混
総　　　数 3071 238 10 2 117172913215711？ 22 5 41 2 41 231・i137 7
① 1．公立 6 20 8 5 3 1 一 1 4 1 6 312713 3 1 一 6 12 8i7 7 2
設 2．財・社団 1524 8 1 4 一 5 1513 88 1053 5 1 27 2 15 7 2i3 一 3置 3．他の私立 9 27 7 2 3 1 21 12 4 7 1637 4 113 ～ 20 4 一i…　3 一 2
② 1．県庁都市 214214 一 5 1 7 1320 9 13 216912 2 32 2 20 9 6i5 6 3
所在 2．一般市
R．町村部
45 14
P5
27 44 三 土 ： ：
36 31 35 21
P5
26
Q2
37 12 36
： 14
V
95 lli2@6
三 13
1．19人以下 2 15 5 1 2 1 一 一 3 2 2 1923 3 一 3 一 6 9 5i3 一 一
③収容定員 2．20～49人
R．50～99人
S．100～199人
T．200人以上
11
X44
31
P6
W1
12
O一
6！一 6…一 土： 32： 7631 14
W31
4412 9631 30
F一
56
Q6
W3
8542 3…一 18
P4
T1
1王一 25
U31
7三1 5i5…　4
@1…　一
3121 3211
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資料3　救護施設設置設備認可の申請手続関係文書（萩町・山口市・徳山町・宇部市救護所）
　　　注1．本資料3は、以下の四つの救護施設の設置設備認可の申請手続関係文書である。いずれも原資料は、山
　　　　　口県文書館所蔵の県庁社会課関係の完結簿冊文書中のもので、すべて書写したものである。
　　　　　　3－（1）萩町救護所の設置設備認可申請関係文書（1932．2．9～1932．6．4）
　　　　　　3－（2）山口市救護所の設置設備認可申請関係文書（1932．4．1～1932．7．19）
　　　　　　3－（3）徳山町救護所の設置設備認可申請関係文書（1932．5．4～1933．1．10）
　　　　　　3－（4）宇部市救護所の設置設備認可申請関係文書（1934．4．12～1935．4．23）
2．掲載にあたっての注記・凡例などは、以下の通りである。
1．受信文書（社会局および市・町からのもの）は、文書原本が存在する。発信文書は、当然のことなが
ら、起案・決裁文書しか存在しないので、それらから文書の形態に復元したものである。
2．文書の体裁は、縦書きのものがほとんどである。掲載にあたっては、体裁を横書きに改め、旧字を新
字に置換えたほかは、原文のママである（ただし、明らかな誤字は訂正した）。
3．受信文書にはタイプ印書のものも多少含まれるが、文書の多くは手書きであるために、判読困難なも
のは口で表記してある。また、特別なものを除き、役職名に伴なう個人名は省略してある。
資料3－（1）萩町立救護所の設備認可申請関係
①救護施設設置二付設備二関スル認可申請〔申請書〕
　山口県知事宛　萩町長　社325号　昭7．2．9
　　昭和四年法律第三十九号救護法二基キ左記ノ設備
　ヲ以テ救護施設ノ設備二充当致度候二付御認可相成
　度此段及申請候也
　　追本施設ハ昭和三年ヨリ実施中ノモノニ付第五項
　ノ記載ヲ省略候二付申添
　　　　　　　　　　記
　一　名称、種類、位置
　　イ、名称　萩町立救護所
　　ロ、種類　生活扶助
　　ハ、位置　萩町大字堀内三百五十五番地ノー
　二　建物其ノ他ノ規模構造
　　1、敷地ノ総坪数　一四四坪
　　2、建物ノ規模構造
　　　（d）建坪数　木造平屋建瓦葺　一四坪
　　　（m）平面図　別紙
　　　的　断面図　別紙
　　　⇔　正面図、側面図　別紙
　　　㈱　建築ノ年月日　昭和三年三月三十一日
　　3、設備の状況
　　　イ、通風及採光設備トシテ南北ヲ自由二開閉シ
　　　　得ル様戸障子ヲ設ケ清潔保持ノ為浴場ヲ設ク
　　　　尚炊事場及浴場ハコンクリートヲ以テ築造シ
　　　　汚水ノ地中二浸透セサル様設備ヲ為ス
　　　ロ、収容救護者処遇上ノ設備トシテ浴場一、井戸
　　　　一、便所一、布団五、蚊帳一、電気炬燵一、洗
　　　　面器一、洗濯桶一、馬穴一、火鉢一、弁当箱
　　　　六、湯沸一、湯呑五
　　4、救護施設ノ周囲ノ状況　別紙配置図面ノ通
　　5、収容者ノ定員　五名
　　6、土地建物ノ所有者　萩町
三　経営ノ方法
　1、収容者二対シテハ成ルヘク救護所構内以外ノ
　　外出ヲ避ケシム
　2、各自ヲシテ居室内外ノ掃除ヲ為サシム
　3、食事ハ各自ノ自炊二拠ラシム
　4、別二作業ヲ課セス
　5、救護費ハ毎月十日其ノ月分ヲ給与ス
　6、其ノ他ハ自由行動トス
四、収支予算
　　別紙ノ通　而シテ収容者ノ救護費バー般救護費
　ヨリ支出スルモノナリ
〔添付図面4点〕　〔略（平面図は本文中にあり）〕
〔別紙〕　収支予算　昭和六年度
一、収入　町費
二、支出　左記
科　　　　目
款 本年度¥算額
前年度
¥算額
比　較
搆ｸ附記項　　種　目
一救護所費
@一救護所費
@　一救護所費
@　二需用費
@　三修繕費
円　　　円　　　円
W2　　　82　　　－
W2　　　82　　　－
P2　　　12　　　－
U0　　　60　　　－
P0　　　10　　　一
＊1
魔Q
魔R
＊1番人　月手当1円1人延12ケ月分
＊2備品費25円　消耗品費10円　電灯料費20円
　　雑費5円
＊3常時修繕費
②救護施設ノ設備二関スル件　萩町長宛　山口県学務
　部長　社109号　昭7．2．13
　　本月九日社第325号ヲ以テ標記ノ件認可申請相成
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寺脇隆夫　　救護法下の救護施設の実態
候処左記事項承知致度二付至急御回報相成度及照会
候也
　　　　　　　　　　記
一、現在収容救護中ノ人員
二、収容者各自自炊スルモノトシテハ自炊用具少キ
　憾アリ各自ノ自炊二困難ナキヤ尚共同自炊セシメ
　テハ如何其ノ点二付意見承リタシ
三、救護施設トシテノ敷地相当広ク空地多キモ之レ
　カ利用ハ如何ニセラレツXアルヤ
四、救護施設ノ管理ノ方法及維持ノ方法ヲ承知シタ
　シ
五、町ノ略図二救護施設ノ位置ヲ示シタル図面ヲニ
　通提出セラレタシ
③救護施設ノ設備二関スル件　山口県学務部長宛　萩
　町長　社325号　昭7．2．15
　　本月十三日付社第一〇九号ヲ以テ御照会相成候標
　記ノ件左記ノ通及回答候也
　　　　　　　　　　　記
　一、現在収容救護中ノ者　　男二人
　二、自炊用具ハ少キ憾アルモ現在収容救護者ハニ人
　　二付差当リ各自自炊上二不便ナシ
　三、救護施設トシテ相当広キ敷地ヲ有スルモ該敷地
　　地内ニハ行旅病人収容所及精神病者監置所ヲ併設
　　シ其ノ他ノ空地ハ其等ノ被収容者ノ運動場ト為シ
　　又ハ野菜等花卉類ヲ栽培セシムルコトトシ利用シ
　　居レリ
　四、町ノ略図　　別紙ノ通リ　　〔別紙は、略〕
④救護施設ノ設備二関スル認可二付協議ノ件　社会局
　長官宛　山口県知事　社109号　昭7．2．19
　　管下阿武郡萩町二於テ既設二係ル町立救護所ヲ救
　護法二依ル救護施設ノ設備二充当致度旨認可申請候
　二付取調候処左記ノ通ニシテ大体適当ト認メラレ候
　二付認可致度昭和六年十月十四日発社第八三号御通
　牒二基キ及協議候也
　　　　　　　　　　記
　一、事業経営ノ確否
　　　町費ヲ以テ救護所ヲ維持経営スルモノニ付財政
　　的基礎確実ナリ
　　名称、種類、位置及事業経営ノ方法収支予算左ノ
　　如シ
　　1、名称　萩町立救護所
　　2、種類　生活扶助
　　3、位置　萩町大字堀内三五五番地ノー
　　4、事業経営ノ方法
　　イ、救護法二依ル被救護者中居宅ナキ者ヲ収容
　　　救護ス
　　　ロ、収容者処遇ノ方法　被収容老二対シ毎月十
　　　日其ノ月分ノ生活費（生活扶助費トシテ決定
401
　　　シタル金銭）ヲ給与シ各自二自炊セシム尚作
　　　業ハ課セス
　　　　尚収容者ノ処遇法トシテ各自二自炊セシム
　　　ルハ救護施設トシテ適当ナラサル様認メラル
　　　ルモ地方ノ実情及収容者ノ現在数二鑑ミ止ム
　　　ヲ得サルモノト認メラルts．ヲ以テロロ…□□
　　　　〔編者注〕　この部分は、簿冊製本時の裁断の
　　　　　　　　ため、ほぼ10字分程度判読困難。
　5、収支予算
　　　別紙ノ通リ
　　　収容者ノ救護費ハ救護施設ノ費用ヨリ支出セ
　　スー般救護費ヨリ支出ス
ニ、設備ノ適否
　　救護所ハ昭和三年ノ建築ニシテ其ノ規模構造其
　ノ他左ノ通ニシテ適当ト認ム
　1、敷地坪数　一四四坪
　　　但シ救護所敷地内二行旅病人収容所及精神病
　　者監置所ヲ併設シ其ノ他ノ空地ハ被収容者ノ運
　　動場又ハ野菜花等ノ栽培二利用ス
　2、建坪数及建築年月日
　　　木造平屋建瓦葺　一四坪
　　　昭和三年三月三一日建築
　3、救護所位置図　別紙ノ通リ
　4、救護所ノ周囲及建物配置図　別紙ノ通リ
　5、建物平面図及姿図　別紙ノ通リ
　6、収容者処遇上ノ設備
　　浴場一井戸一、布団一、蚊帳一、電気炬燵一、
　　洗面器一、洗濯桶一、馬欠一、火鉢一、湯呑五
　　　収容者処遇上ノ設備少ク各自二自炊セシムル
　　ニ不便ノ感ナキニアラサルモ現在収容者ハニ名
　　ニテ差当リ支障ナシ
　7、炊事場及浴場ハコンクリートヲ以テ築造シ汚
　　水ノ地中二浸透セサル様設備ス
　8、収容者の定員　五名　　現在収容者　二名
　9、土地建物ノ所有者　萩町
三、施設ノ分布利用ノ状況
　1、分布ノ状況
　　　萩町付近（阿武郡、大津郡、美祢郡）二於テハ
　　収容救護施設ナシ
　2、利用ノ状況
　　　萩町ハ人口三万一千余ヲ存スル県下最大ノ町
　　ニシテ被救護者相当多ク且ツ附近町村二収容救
　　護ノ施設皆無ナルヲ以テ現在被収容者ハニ名ナ
　　ルモ今後収容救護ヲ要スル者相当多数アルヘク
　　救護施設トシテ充分利用セラルヘキモノト認メ
　　ラル
〔別紙〕収支予算　〔略（前掲①の四と同じ）〕
〔別紙〕救護所位置図　　〔略〕
〔別紙〕救護所ノ周囲及建物配置図　　〔略〕
〔別紙〕建物平面図及姿図　　〔略〕
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⑤救護施設ノ設備二関スル認可二付協議ノ件　社会局
　長官宛　山口県知事　社109号　昭7．4．13
　　本年二月十九日社第一〇九号ヲ以テ及協議置候管
　下阿武郡萩町二於ケル救護施設ノ設備二関スル認可
　方ノ件如何相運ヒ居リ候哉至急御承認相煩度及照会
　候也
⑥救護施設ノ設備二関スル件　山口県学務部長宛　萩
　　町長　社325号　昭7．5．2
　　本年二月九日及十五日付社第三二五号ヲ以テ認可
　申請致置候未ダ御認可二接セス候処右ハ如何ノ都合
　二有之候哉何分ノ御回示相煩度此段及照会候也
⑦救護i施設ノ設備二関スル認可二付協議ノ件　社会局
　社会部保護課長宛　山口県学務部長　社109号　昭7．
　5．5
　　本年二月十九日社第一〇九号ヲ以テ及協議候管下
　阿武郡萩町二於ケル救護施設ノ設備二関スル認可方
　ノ件同町長ヨリ至急認可方申出ノ次第モ有之候二付
　テハ急速御承認方御配慮相煩及依頼候也
⑧救護施設ノ設備二関スル認可ノ件　萩町長宛　山口
　県学務部長　社109号　昭7．5．5
　　嚢二認可申請相成候標記ノ件二関シ本月二日社第
　三二五号ヲ以テ御照会有之候処右ハ目下社会局ト協
　議中二有之承認アリ次第認可相成候二付御了知相成
　度及回答候也
⑨救護施設ノ設備認可二関スル件　山口県知事宛　社
　会局社会部長　収社106号ノ内　昭7．5．10
　　標記ノ件二関シニ月十九日社第一〇九号ヲ以テ御
　協議相成候処右ハ設備ノ内容救護施設トシテ充分ナ
　ラサル様被認候二付詮議難相成候
⑩救護施設の設備認可ノ件　萩町長宛　山口県学務部
　長社109号昭7．5．14
　　本年二月九日社第三二五号ヲ以テ申請相成候標記
　ノ件本日認可難相成旨指令相成候処右ハ設備ノ内容
　救護施設トシテ充分ナラザル様被認候旨其ノ筋ヨリ
　通牒i有之候モノニ付可然御了知相成度
⑪〔申請却下書〕　萩町長宛山口県知事指令社109
　号　昭7．5　〔日付なし（5．14浄書）〕
　　指令社第一〇九号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　阿武郡萩町
　　　昭和七年二月九日社第三二五号申請救護施設ノ
　　設備二関スル件認可シ難シ
　　昭和七年五月一四日
　　　　　　　　　　　　　　山口県知事　岡田周造
⑫救護施設ノ設備二関スル件　山口県学務部長宛　萩
　町長　社325号　昭7．5．20
　　本月十四日付社第一〇九号ヲ以テ標記ノ件二関シ
　御指令相成候処当町ノ救護施設ハ設備ノ内容不十分
　ノ趣二有之候二付テハ更二其ノ設備ヲ整へ救護法ノ
　施設ト致度候條欠陥ト認メラルふ要点具体的二御指
　示相煩度此段及照会候也
⑬救護施設ノ設備二関スル件　社会局社会部保護課長
　宛山口県社会課長社109号昭7．5．24
　　本年二月十九日社第一〇九号ヲ以テ御協議申上候
　本県阿武郡萩町二於ケル救護施設ノ設備二関スル認
　可方ノ件二関シ本月十日収社第一〇六号ノ内ヲ以テ
　内容不十分ニテ詮議難相成旨御通牒ノ次第モ有之候
　二付不認可ノ指令ヲ発スルト同時二同町長二対シ其
　ノ旨通牒致シ候処同町長ヨリ更＝其ノ設備ヲ整へ救
　護法二依ル施設ト致度二付欠陥ト認メラルX要点指
　示方照会来リ候二付テハ乍御迷惑設備不充分ト認メ
　ラレ候要点ヲ具体的二御回示相煩度及御依頼候也
⑭救護施設ノ設備二関スル件　山口県社会課長宛　藤
　野社会局書記官　昭7．5．30
　　標記ノ件二関シ五月二十四日社第一〇九号ヲ以テ
　御照会ノ次第モ有之候処当局二於テハ救護施設ノ規
　模相当大ニシテ設備充実シ充分救護機能ヲ発揮シ得
　ルモノニ付認可相成方針二有之該施設ハ規模小ニシ
　テ収容能力少ク且人的設備モ充分ナラザル状況二在
　リ救護施設トシテ適当ナラザル様被認候二付詮議相
　成ラザリシ義二有之候右御了知相成度
　　追而該施設ノ不備ト被認ルル諸点左記ノ通二有之
　為念
　　　　　　　　　　　記
　一、収容能力少キコト大体法該当者十人以上収容シ
　　得ルモノニ付詮議相成方針二有之
　二、収容者ヲシテ自炊セシムルハ適当ナラザルコト
　三、収容者介護二必要ナル人的設備ナキコト
⑮救護施設ノ設備二関スル件　萩町長宛　山口県学務
　部長　社109号　昭7．6．4
　　標記ノ件二関シ五月二十日社第三二五号ヲ以テ御
　照会有之候処救護施設ノ規模ハ相当大ニシテ設備充
　実シ充分救護機能ヲ発揮シ得ルモノニ付認可相成方
　針二有之貴町ヨリ申請セラレタル救護所ハ規模小ニ
　シテ収容能力少ク且人的設備モ充分ナラザル状況二
　在リ救護施設トシテ適当ナラザル様被認認可相成ラ
　サリシモノニ有之候条御了知相成度及回答候也
　　追テ施設ノ不備ト被認ルル諸点左記ノ通二付申添
　候
　　　　　　　　　　記
　〔略（前掲⑭の「記」以下の3点と同じ）〕
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資料3－（2）山口市救護所の設備認可申請関係
①救護施設の設備二関スル認可申請〔申請書〕　山口県
　知事宛　山口市長（代理助役）　山社127号　昭7．4．1
　　既設二係ル本市救護所二二室ヲ増築シ救護施設ノ
　設備ト致度候條御認可相成度救護法第七条二依リ此
　段及申請候也
　　　　　　　　　　記
　一、名称　山口市救護所
　二、種類　生活扶助
　三、位置　山口市大字上宇野令第五百十七番地
　四、建物其他設備ノ規模構造
　　1、増築工事明細書、仕様書　別紙ノ通リ
　　2、敷地坪数及本家附属設備ノ各建坪
　　　イ、敷地　百拾九坪
　　　ロ、診察室建物其他　七坪毛合五勺
　　　ハ、窮民収容所其他　既設二十六坪、増設六坪
　　　　（居室三坪、押入一坪、廊下一坪）
　　　二、作業場　八坪二合五勺
　　　ホ、浴室　壱坪
　　　へ、便所　壱坪
　　　ト、薪炭庫　壱坪五合
　　　右建物総坪数　五拾壱坪五合
　　3、図面　別紙ノ通リ
　　4、既設ノ設備二増築ヲナシ救護施設トスルモノ
　　　ノニシテ既設ノ部分ノ建物ハ平屋造リニシテ昭
　　　和五年八月二十日建築二係リ其耐久力ハ堅牢ナ
　　　ルヲ以テ五十年以上ノ耐久力アリ
　　5、収容者処遇上ノ設備
　　　一人一室トシ各室二布団三枚、蚊帳一枚、火鉢
　　一個、炬燵一個、湯沸一個ヲ置キ浴場ハ共同ニテ
　　場内ニー個ヲ設ケ炊事ハ事務員監督ノ下二各人
　　共同又ハ小使ヲシテ之二当ラシメ尚収容老疾病
　　　二罹リタル際ノ医療設備Fシテ本所内二簡単ナ
　　ル医療設備ヲス然シテ医師ハ市医師会員奉仕的
　　　二輪番二来所シテ診療二従事スルモノナリ
　　6、収容定員　拾名（現収容人員六名）
　　7、土地建物ノ所有者　山口市長
五、経営の方法
　　1、収容者処遇ノ方法
　　　収容者ハ所属事務員之ヲ監督シ常二彼等ノ保
　　健衛生二留意シ疾病等二罹リタル時ハ医療設備
　　二依リ医療ヲ受ケシメ入浴ハ適度二之ヲナサシ
　　　メ最モ懇切二保護スルト共二体力二相当セル作
　　業ヲ課ス
　　2、管理ノ方法
　　　火災保険二付シ営造物ハ適度ノ修繕二努メ市
　　長之ヲ管理ス
　　3、維持ノ方法
　　　市費ヲ以テ維持ス
六、収容予算　別紙ノ通リ
　　当収容者ノ救護費バー般救護費ヨリ支出ス
七、事業開始ノ予定日
　　既設ノ部分ハ昭和五年九月一日ヨリ事業ヲ行ヒ
　ツXアリ増設ノ部分ハ昭和七年八月一日
八、設備二要スル経費
　　増築費　参百六拾円也
　　其他　ナシ
〔別紙〕昭和七年度山口市救護所収支予算
昭和七年度山口市共済資金歳入歳出予算抜奉（救護
所）
　歳　　　入
一、ナシ　　　　　　　　　　経常部
　一、金弐千九百四拾九円也
　　歳　　　出
　一、金壱千百参拾壱円也
　一、金参百六拾円也
　　歳入合計
　　歳出合計
　歳　　入
経常部
　　一、ナシ
臨時部
臨時部
経常部
臨時部
金弐千九百四拾九円也
金壱千四百九拾壱円也
科　　　　目
款 本年度¥算額
前年度
¥算額
比　較
搆ｸ附記項　　種　目
一灘熟助 　円　　　円　　　円Q，123　　159　1，964P，966　　　－　1，966
P，966　　　－　1，966＊1
二、県費補助金一
ｹ難㌶助1，533　1，102　　431@983　　549　　434@983　　549　　434＊2
＊1　1，966．00　救護費3，933円二対スルニ分ノー
＊2　983．00　救護費3，933円二対スル四分ノー
　歳　　出
経常部
科　　　　目
款 本年度¥算額
前年度
¥算額
比　較
掾@減 附記項　　種　目
一、救護費一
k璽鞠費
@　二、雑給
@　三、需用費
@　四、雑費
@　五、修繕費
　円　　　円　　　円3，573　1，889　1，684
P，131　　761　　370
@360　　360　　　－
@380　　110　　270
@305　　205　　100
@46　　　46　　　－
@40　　　40　　　一
紘2＊5
＊1　360．00　事務員給料月額30円一人12ケ月分
＊2　36．00事務員夜勤手当月額3円一人12ケ月分
　　292．00　使丁日給　80銭365日分
　　30．00傭人料一日1円30日分
　　22．00勉励賞与
＊3　55．00　備品費　220．00消耗品費　30．00電灯料
＊4　16．00火災保険料　30．00雑費
＊5　　40．00　修系善費
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科　　　　目
款 本年度¥算額
前年度
¥算額
比　較
搆ｸ附記項　　種　目
一L｣鎌曇繕費36。
円　　　円　　　円
R60　　　－　　360
R60　　　－　　360
@　　　　－　　360＊1
＊1360．00拡張増築費
〔別紙〕昭和七年山ロ市救護所増築工事設計仕様書
　　　　　〔略〕
〔別紙〕関係図面　　〔略、平面図は本文中にあり〕
②救護施設ノ設備二関スル認可二付協議ノ件　社会局
　長官宛　山口県知事　社1959号　昭7．6．10
　　管下山口市二於テ既設二係ル救護施設ヲ増築シ救
　護法二依ル救護施設ノ設備ト致度旨認可申請候二付
　テハ認可致度三月七日発社第二三号御通牒二基キ左
　記事項ヲ具シ此段及協議候也
　　　　　　　　　　記
　一、名称
　　　山口市救護所
　二、位置
　　　山ロ市大字上宇野令第五一七番地
　　　別紙図面ノ通リ
　三、創設拡張ノ別及之力設備ノ利用方法
　　1、創設拡張ノ別
　　　　既設ノ設備二六坪（二室）ヲ増築スルモノナリ
　　2、設備ノ利用方法
　　　　山口市ハ人口三万余ニシテ被救護者相当多ク
　　　且附近町村二収容救護ノ施設ナキヲ以テ現在収
　　　容者ハ六名ナルモ今後収容救護ヲ要スル者相当
　　　多数アルヘク救護施設トシテ充分利用セラルヘ
　　　キモノト認メラル
　四、工事設計書
　　1、工事設計仕様書内訳書　別紙ノ通リ
　　2、設計図面　別紙ノ通リ
　　　イ、配置図　ロ、平面図　ハ、断面図及構造詳細
　　　図　二、姿図
　五、既設ノ部分ノ建築年月日
　　　昭和五年入月二十日
　六、収容ノ定員
　　　既設ノ分入人　増設ノ分二人　計十人
　七、増築費
　　　三百六十円
　　　増築二伴フ初度調弁費　ナシ
　入、増築費二充ツヘキ寄付金其ノ他ノ収入
　　　ナシ
　九、救護所関係予算
　　　別紙ノ通リ
十、収容者処遇上ノ設備
　〔略（①の四の5とほぼ同じ）〕
〔別紙〕工事設計仕様書内訳書　　〔略〕
〔別紙〕位置図　　〔略〕
〔別紙〕設計図面（5点）　　〔略〕
〔別紙〕救護所関係予算　〔略（①の別紙と同じ）〕
③救護施設ノ設備二関スル件（照会）　山口県知事宛
　社会局社会部長　収社443号の内　昭7．6．21
　　六月十日社第一九五九号ヲ以テ御協議相成候標記
　ノ件二関シ左記事項御承知致度二付至急御回答相成
　度
　　　　　　　　　　記
　一、拡張費二対スル本年度国庫補助支出ノ有無ハ目
　　下ノ処未定ナルモ設置老二於テ右ノ事情二不拘拡
　　張ヲナスノ意志アリヤ否ヤ
　ニ、救護所二関スル規程
　三、別紙様式二依ル収容人員調
（別紙様式）
　収容人員調
現在被救護者
法該当者 然ラサルcm 計
施設認可
纉?翼P
許@該当
ﾒノ収容
ｩ込人員
備考
人 人 人 人
④救護施設ノ設備認可二関スル件　山口市長宛　山口
　県学務部長　社一“一九五九号　昭7．6．27
　　四月一日山社一二七号ヲ以テ認可申請相成候貴市
　救護所二関シ其ノ筋ヨリ照会有之候二付左記事項至
　急御回答相成度候也
　　　　　　　　　　記
　〔略（前掲③の「記」以下の照会事項に同じ）〕
⑤救護施設ノ設備認可二関スル件　山口県学務部長宛
　山口市長　山社280号　昭7．6．28
　　六月二十五日附社第一九五九号ヲ以テ御照会ノ標
　記ノ件左記ノ通及回答候条可然御取計ヒ相煩度候也
　　　　　　　　　　　記
　一、目下ノ状況二於テ窮民増加ノ已ムナキモノヲ生
　　スルト共二窮民中重症患者ハ之ヲ収容救護シテ医
　　療ヲ加フル必要上本年度国庫補助支出ノ有無二不
　　拘此際是非拡張致度候
　二、救護所二関スル規程　別紙ノ通リ
〔別紙はなし〕
　三、収容人員調　別表ノ通リ
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（別表）収容人員調
現在被救護者
法該当者 然ラサルcm 計
施設認可
纉?翼P
許@該当
ﾒノ収容
ｩ込人員
備考
　人一 　人10
⑥救護施設ノ設備認可二関スル件　社会局社会部長宛
　山口県知事　社1959号　昭7．7．1
　　蓑二及協議置候山口市救護所設備認可ノ件二関シ
　客月二十一日収社第四四三号ノ内ヲ以テ御照会有之
　候処左記ノ通二付及回答候
　　　　　　　　　　　記
　一、目下ノ状況二於テ窮民増加ヲ来スト共二窮民中
　　重症患者ハ之ヲ収容保護シテ医療ヲ加フル必要上
　　本年度国庫補助支出ノ有無二不拘此際是非拡張ヲ
　　ナス意志ナリ
　ニ、救護施設二関スル規程
　　〔原資料なし、社会局に送付のため〕
　三、収容人員調
　　〔略（前掲⑤の別表と同じ）〕
⑦救護施設ノ設備認可二関スル件通牒　山口県知事宛
　社会局社会部長　収社443号ノ内　昭7．7．9
　　六月十日社第一九五九号ヲ以テ御協議有之候標記
　ノ件認可相成可然ト存候
⑧〔認可書〕　山口市長宛山口県知事指令社1959号
　　昭7．7．19
　　指令社第一九五九号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山口市
　　　昭和七年四月一日山社第一二七号申請救護施設
　　ノ設備二関スル件認可ス
　　　昭和七年七月十九日
　　　　　　　　　　　　　　山口県知事　岡田周造
資料3－（3）徳山町救護所の設置設備認可申請関係
①救護施設設置二付認可申請〔申請書〕　山口県知事宛
　　徳山町長　社117号　昭7．5．4
　　〔編者注〕　本申請文書は、6月初旬までの間に、
　　　　　　県社会課が当文書を徳山町に2度（5．
　　　　　　16および5．30）にわたり差戻し、主に別
　　　　　　紙の添付文書につき、疑問点の指摘・
　　　　　　照会をし、徳山町がそれに応じて修正
　　　　　　や説明を加えて、再申（5．20及び6．3）
　　　　　　　している。文書冒頭に、そのことがわか
　　　　　　る付箋4通が貼付されている。
　　　　　　　さらに、その後、県社会課の文書②の
　　　　　　指摘によって、徳山町は文書③に見ら
　　　　　　れるように、①の申請文書本文を訂正
　　　　　　している。
　　　　　　　そのため、訂正前の申請文書と訂正
　　　　　　後の申請文書には、いくつかの差異が
　　　　　　見られる。以下では、その訂正箇所・内
　　　　　　容がわかるように、次のような表記で
　　　　　　示してある。
　　　　　　　下線部分：③の訂正で削除されたもの
　　　　　　　　《》内：③の訂正で加えられたもの
　今回本町二於テ左記ノ通救護施設設置致度候條当
該設備認可被成下度関係書類相添此段及申請候也
　　　　　　　　　　　記
一、名称、種類及位置
　　1、徳山町救護所
　　2、被救護老収容救護所　居宅ヲ有セサルモノニ
　　対スル生活扶助
　　3、徳山町字東山第一九九六番地
二、建物其ノ他設備ノ規模構造
　別紙図面及設計書使用書〔仕様書〕ノ通
三、事業経営ノ方法及収支予算
　　1、収容者処遇上ノ設備
　　　別紙図面及設計書ノ通（但シ作業二対シテハ
　　設備ヲナサス
　　2、収容の定員
　　　六世帯十二人
　　3、土地建物ノ所有者
　　　土地ハ本町藤井太郎吉所有ノモノヲ年額金三
　　十円以内二於テ賃借シ建物ハ町二於テ建設ス
　4、収容者処遇上ノ方法
　　　収容者ノ大部分ハ満六十五歳以上ノ老衰者ニ
　　シテ自活シ能ハサルモノナルヲ以テ自炊セシム
　　ルカ又ハ番人ヲシテ食事ノ供給二当ラシメ別二
　　作業ヲ課スルノ計画ヲ有セス但簡易ナル作業二
　　堪フヘキモノアル時ハ或ハ考慮ノ必要モ生スル
　　ヤモ計リ難キモ実際問題二属スルヲ以テ予メ具
　　体的方法ヲ確立スルノ運ヒニ至ラス
　5、管理ノ方法
　　　番人ヲ常置シ之レカ取締二任セシム
　6、維持ノ方法
　　　町費ノ支弁二依ル
　7、収支予算
　　　別紙添付予算書ノ通
四、事業開始ノ予定月日
　　　工事完了後必要ヲ生シタル時ヨリ開始ス
五、設備二要スル経費
　　　別紙添付予算書ノ通
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
〔別紙〕救護二要スル収支予算
　　　　救護二要スル収支予算書
一87一
406 長野大学紀要　第24巻第3号　2002
歳　入（臨時部）
科　　　　目　　　　　　　　本年度　　款　　　　　　　　予算額項　　種　目
前年度
¥算額
比較
搆ｸ附記
　　　　　　　　　　　円　　　円　　　円一三：雛翻　覧選ii｝二午謄鎌助13・1！；屯3讐△ll；　　一、救護費補助　159　　－　　159
＊1
魔Q
＊1　救護費国庫補助　417円
＊2救護費県費補助　159円
歳出（臨時部）
科　　　　目
款 本年度¥算額
前年度
¥算額
比　較
掾@減 附記項　　種　目
一Lｹ雛灘築費
　円　　　円　　　円
P，950　　－　1，950
P，950　　－　1，950
P，950　　－　1，950＊1
＊1救護所建築費　1，850円　　同初度調弁費　100円
　　右歳出額ヨリ歳入額ヲ控除シタル不足金　120円ハ
　町費ノ支出二依ル
歳　出（経常部）
科　　　　目
款 本年度¥算額
前年度
¥算額
比　較
搆ｸ附記項　　種　目
十八、救助費
@　一、救護費
@　　一、雑給
@　　二、救護費
@　　三、事務費
@（貧困者救助費）
円　　　円　　　円
W35　　373　　462
W35　　171　　664
T8　　　－　　　58
T77　　171　　406
Q00　　　－　　　200－　　　202　△202
＊1R
＊1　救護委員費用弁償　58円
＊2　生活扶助費　547円50銭　医療費　15円　助産費
　6円　埋葬費　7円　其の他　1円
＊3　救護所番人《介護人》給　36円　傭人料　5円
　備品費　10円　用紙簿冊類　10円　筆墨印肉類　5
　円　　印刷費　1円　　薪炭油蟻茶類　4円　　電
　灯料　10円　借地料　30円　建物修繕費　10円　火
　災保険料　10円　雑費　75円40銭
　右歳出額ヨリ歳入額ヲ控除シタル不足金　259円ハ
町費ノ支出二依ル
〔別紙〕救護施設設備二要スル収支予算
歳入（臨時部）
科　　　　目 前年度 比較款 本年度¥算額 予算額 増減 附記項　　種　目
円 円 円
一≒：縢嚢 　963@757
竢
3器 631U71
二、県費補助金
@十、救護費補助
▲　　340　3，660　　379
　一
S，338　一
　340
｢678@379
＊1
二、救護施設 補助220 一 220 ＊2
三、寄付金 1，5701，791△221
二、救護所営繕 指定寄付
一救護所営爆翻 一 1，270
1，270 一 1，270 ＊3
＊1　救護施設費国庫補助　340円
＊2　救護施設費県費補助　220円
＊3新見喜三ヨリ寄付　1000円　徳山方面助成会ヨリ
　寄付155円　　其ノ他一般寄付金　115円
〔別紙〕昭和七年度事業徳山町救護所建物新築工事設設
　　　計書、仕様書、同設計明細書　〔略〕
〔別紙〕関係図面4点　〔略、平面図は本文中にあり〕
　　〔編者注〕　平面図中に、県社会課による書込み
　　　　　　　（「救護室ハ北側ニアリ支障ナキヤ」）と
　　　　　　徳山町の回答の書込み（「救護室ノ位置
　　　　　　北側ニナシタルモ地形上丘陵ノ土地ノ
　　　　　　関係モアリ通風採光ニハ大ナル支障ナ
　　　　　　シ」）ほか、県社会課の数点の技術上の
　　　　　　指摘など（内容略）が見られる。
②救護施設ノ設備二関スル認可ノ件　徳山町長宛　山
　口県学務部長　社1638号　昭7．6．8
　　客月四日社117号ヲ以テ認可申請相成候標記ノ件左
　記事項救護施設トシテ充分ナラサル様被認候條御再
　考相成度申請書及返戻候也
　　　　　　　　　　記
　一、収容ノ定員六世帯十二人トアルモ収容室ハ三畳
　　六室二過キズ従ッテ親子兄弟ノ如キ従来同一世帯
　　ニアリシモノハ三畳二二人ヲ収容スルコトヲ得ベ
　　キモ然ラサル者二就テハ三畳二二人ヲ収容スルコ
　　トハ事実上困難ト認メラルルヲ以テ実際上ノ収容
　　力ハ六人トナル然ルニ救護法ニヨル救護施設ノ収
　　容能力ハ大体法該当者十人以上ヲ収容シ得ルモノ
　　ニ付認可セラルル方針二付此ノ方針二合致スル様
　　設計替セラルル様シタシ
　ニ、収容者ノ処遇上ノ方法トシテ「自炊セシムルカ又
　　ハ番人ヲシテ食事ノ供給二当ラシム」トアルヲ何
　　レカ決定セラルルコト然シテ収容者ヲシテ自炊セ
　　シムルハ救護施設トシテ適当ナラサルニ付了知ノ
　　コト
　三、収容者介護二必要ナル人的設備ヲナスコト予算
　　二依レハ傭人給年三十六円ニテ番人ヲ附セラルル
　　モノト認メラルルモ救護施設トシテ認可ヲ得ルモ
　　ノハ常置ノ介護者ヲ必要トスヘキニ付了知ノコト
③救護i施設ノ設備二関スル認可ノ件　山口県学務部長
　宛徳山町長社発117号昭7．6．16
一88一
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　標記ノ件二付テハ嚢二認可申請中二有之候処本月
八日付社第一六三八号ヲ以テ再考スヘキ旨御指示ノ
上申請書御返戻相成候二付テハ御指示ノ簾左記ノ通
及開申候條御認可相成候様致度此段重テ及進達候也
一、収容ノ定員　六世帯十二人トセルハ大体ノ限度
　ヲ示シタルニ過キス候由来世相ノ変遷ト共二被救
　護者ハ其ノ数二増減或ルヘシト錐本町従来ノ実例
　二徴シ土着ノ被救護者ニアリテモ概ネ単身ノモノ
　多ク又行路中等ノモノニアリテモ家族ヲ同伴シー
　世帯若クハ数世帯二其ノ侭一時二収容セサルヘカ
　ラサル程度ノモノハ年来アリシコトナキノ現況ヨ
　リ推断シテ現在及将来共或ル程度ノ年度間此ノ程
　度ノ施設ヲ以テ先ツ充分ノモノタルヲ信スルモノ
　ニ候併シー面此程度ノ施設ヲ以テ敢テ狭陰ヲ感ス
　ル迄二本町モ発展シタル暁二於テハ此ノ建設家屋
　モ正二改築年限二相達スヘク其ノ時コソ更二考慮
　ヲ要スルノ時期ナルヘキヲ認メ候勢施設団体ノ状
　況二鑑ミ仮二其ノ筋ノ認可方針二合致セサル所ア
　ルニセヨ救護法ノ実施二伴ヒ折角篤志者ノ寄付金
　二依リ計画シタル次第ニモ有之候二付出来得ヘク
　レハ幸二此ノ趣旨ヲ認容セラレ本案ノ通御認可相
　成候様一層ノ御斡旋ノ相煩度希望二不堪候
二、収容者処遇上ノ方法トシテハ「番人ヲシテ食事ノ
　供給二当ラシム」ト訂正致候
三、予算書中番人給ヲ計上シタレトモ単ナル番人ニ
　アラス介護事務ヲモ担当セシムヘキヲ以テ右予算
　説明申該「番人給」トアルヲ「救護所介護者給」ト
　訂正致候
④救護i施設ノ設備二関スル認可二付協議ノ件　社会局
　長官宛　山口県知事　社1638号　昭7．6．23
　　管下都濃郡徳山町二於テ救護施設設置二付設備二
　関シ認可申請候二付テハ認可致度三月七日発社第二
　十三号御通牒二基キ左記事項ヲ具シ此段及協議候也
　　追テ本施設ハ収容能力及人的設備ノ点二於テ遺憾
　ノ簾モ有之候へ共同町ノ現状二於テハ此ノ程度ノ施
　設ニテ支障ナカルベク且救護法実施二伴ヒ折角篤志
　者ノ寄付二依リ計画セラレタルモノニモ有之候二付
　特二御承認相願度申添候
　　　　　　　　　　記
　一、名称　徳山町救護所
　二、位置　徳山町字東山第一九九六番地
　　　別紙図面ノ通
　三、創設拡張ノ別及之力設備ノ利用方法
　　1、創設拡張ノ別
　　　創設
　　2、設備ノ利用方法
　　　徳山町ハ人口弐万余ニシテ被救護者相当多ク
　　　且ツ附近町村二収容救護ノ施設ナキヲ以テ収容
　　救護ヲ要スル者相当アルベク救護施設トシテ充
　　分利用セラルベキモノト認ム
四、工事設計書
　1．工事設計書、明細書　別紙ノ通
　2．設計図面
　　イ、配置図　ロ、平面図　ハ、断面図及構造詳細
　　図　二、姿図
　　　別紙ノ通
五、収容ノ定員
　　六世帯　十二人
六、創設費
　　一九五〇円
　　初度調弁費内訳　別紙ノ通
七、創設費二充ツベキ寄付金
　　一二七〇円
八、救護所関連予算
　　　別紙ノ通
九、収容者ノ処遇
　　介護人ヲ置キ被救護者ノ指導監督二当ラシムル
　ト共二食事ノ供給二当ラシム
⑤救護施設ノ設備認可二関スル件　山口県知事宛　社
　会局社会部長　収社486号ノ内　昭7．7．7
　　六月二十三日社一六三八号ヲ以テ御協議有之候標
　記ノ件二関シ左記事項承知致度
　　　　　　　　　記
　一、建設費二対スル国庫補助ノ有無二不拘創設スル
　　ノ意志アリヤ否ヤ
　ニ、事業ノ種類
　三、事業開始ノ予定月
　四、設置後二於ケル収容見込人員（法該当者、然ラザ
　　ルモノニ区分スルコト）
⑥救護施設ノ設備認可二関スル件　徳山町長宛　山口
　県学務部長　社1638号　昭7．7．12
　　五月四日社第一一七号ヲ以テ認可申請相成候標記
　ノ件其ノ筋ヨリ照会ノ次第モ有之候二付左記事項至
　急回答相成度候也
　　　　　　　　　記
　〔略（前掲⑤の「記」一～四と同じ）〕
⑦救護施設ノ設備認可二関スル件　山口県学務部長宛
　徳山町長　社受117号　昭7．7．14
　　嚢二認可申請致置候標記ノ件二関シー昨十二日付
　社第一六三入号ヲ以テ重テ御照会相成候二付テハ左
　記ノ通及回答候也
　　　　　　　　　記
　一、建設費二対スル国庫補助ノ有無二不拘創設スル
　　ノ意志アリヤ否ヤ
　　　昨年八月救護法関係法規ノ発布ヲ見併テ世相ノ
　　現況二徴シ救護所設置ノ必要痛感シツN在リシノ
一89一
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　時社会事業二対シ理解アル篤志者ノ指定寄附ノ申
込ヲ受理シタルヲ以テ最モ時機二適応セルモノナ
　ルヲ信シ本町会ノ議決ヲ経テ即時寄附ノ申込ヲ採
　納シ該施設ヲ企画シタルモノニ有之候而シテ其ノ
　筋ノ救護施設二対スル御認可ノ内規二付テハ何等
　知悉スヘキ法文等ヲ見ル能ハス単二本町二於ケル
　現在被救護者ノ実情トー般的社会相二鑑ミ加フル
　ニー面寄附者ノ意図ヲ尊重シ金額ノ多寡ヲ考察シ
　申請程度ノ設計ヲ樹立シタル次第二有之随テ右施
　設二対シテハ法文ノ示ス所二基キ当然国庫並県補
　助金ノ御交付受ケ得ルモノナルヲ確信シ居ルモノ
　ニ有之御来示ノ如ク国庫補助金ノナキ場合ト錐之
　ヲ創設スル云々ノ事ハ当初ヨリ考慮ノ裡二無之次
　第二候
　　右様ノ次第二付今仮リニ国庫又ハ県ノ補助金ノ
　交付ナシトスルナラバ無論歳入予算二多大ノ欠陥
　ヲ生シ事業遂行不可能ノ結果ヲ招致スヘク斯クテ
　ハ折角寄附者ノ厚意ヲ無視致候訳合ト相成自然寄
　附ヲ謝絶セサルヘカラ．サル事態ヲ惹起致候場合ニ
　モ立至ルヘクF存候然レトモー旦町村会二於テ寄
　附ノ採納ヲ議決シナカラ之ヲ謝絶スル体ノ事ハ町
　村理事者トシテ出来得ヘキ事柄ニモ無之候得共畢
　寛事滋二至レハ多少ノ経緯ヲ生シ町理事者トシテ
　ハ実二進退両難ノ厄二遭遇致候事ト相成洵二遣憾
　ノ至リニ存候
　　就テハ何卒右事情御賢察ノ上予定ノ通事業ヲ進
　捗セシメラレ候様一段ノ御斡旋被成下候ト共二多
　少規模ハ狭小ナカラ将又政府ノ内規二適合セサル
　箇所アリトスルモ事体〔業〕力救護法実施ノ趣旨二
　副フモノナリト御認メ被下候ハレ所定ノ交付金是
　非御下付相成候様特別ノ御取計相願度切二希望二
　不堪候
二、事業ノ種類
　　居宅ヲ有セサルモノニ対スル生活扶助
三、事業開始ノ予定日
　　工事完了後十日以内
四、設置後二於ケル収容見込人員
　　法該当者三名　其他ナシ
⑧救護施設ノ設備認可二関スル件　社会局社会部長宛
　山口県知事　社1638号　昭7．7．25
　　本月七日収社第四八六号ノ内ヲ以テ御照会相成候
　管下徳山町二於ケル救護施設ノ設備ノ件左記ノ通及
　回答候也
　　　　　　　　　記
　一、同町ノ計画ハ国庫補助ヲ受ケ遂行スル予定ナル
　　ニ依リ国庫補助ナキトキハ歳入二大ナル欠陥ヲ生
　　スルヲ以テ事業遂行不可能二至ルベク斯クテハ寄
　　附者ノ意志ヲ無視スル結果トナルヲ以テ寄附採納
　　ヲ取消サザルベカラザルモー度採納ヲ議決シナガ
　ラ之ヲ取消スガ如キコトハ実際二於テハ出来得ベ
　キモノニ無之町当事者ハ進退両難二陥ル虞モ有之
　二付是非共補助金交付相願度町ノ意志ナリ
ニ、事業ノ種類
　　居宅ヲ有セサルモノニ対スル生活扶助
三、事業開始ノ予定日
　　工事完了後十日以内
四、設置後二於ケル収容見込人員
　　差シ当リ法該当者三名ナルモ漸次収容定員二達
　スル見込ニシテ法該当者ノミヲ収容セントスルモ
　ノナリ
⑨救護施設ノ設備認可二関スル件通牒　山口県知事宛
　社会局社会部長　収社486号ノ内　昭7．9．9
　　標記ノ件二関シ六月二十三日社第一六三八号ヲ以
　御協議有之候処創設費二対スル本年度国庫補助支出
　ノ有無ハ目下ノ処未定ナルモ該計画ハ財源ノ大部分
　ヲ篤志者ノ寄附二依ルモノナルヲ以テ可成計画ノ遂
　行ヲ図ル様一応再考セシメラレ度
　　追テ本年度国庫補助ノ有無二関シテハ本年末ニハ
　確定ノ見込二有之尚本計画実施ノ場合二於テハ被救
　護者ノ待遇ヲ充分ナラシメ得ル様設備其ノ他二付相
　当考慮セシムル様御取計相成度為念
⑩救護施設ノ設備認可二関スル件　徳山町長宛　山口
　県学務部長　社1638号　昭7．9．12
　　五月四日社第一一七号ヲ以テ標記ノ件認可申請ノ
　次第モ有之候処右施設ノ予算（経常部）二依レバ救護
　所介護人給年三六円二過ギズ斯ル給料ヲ以テシテハ
　被救護者ノ介護指導ノ全キヲ期スルコトハ困難ト被
　存候二就テハ人的設備ノ点二付御再考ノ上何分ノ儀
　至急御回答相成度候也
　　追テ本年度国庫補助ノ有無二関シテハ本年末ニハ
　確定可致見込二付申添候
⑪救護施設ノ設備認可二関スル件山口県学務部長宛
　徳山町長　社受117号　昭7．9．17
　　〔編者注〕　山口県社会課は、徳山町の本回答の文
　　　　　　言をやや変更して、社会局に後掲の⑫
　　　　　の文書で報告している。
　　　　　　そのため、訂正前の徳山町の原文書
　　　　　　と社会局への県社会課報告の引用文書
　　　　　は異なる。以下では、その差異・内容が
　　　　　わかるように、次の記号で示した。
　　　　　　下線部分：訂正で削除されたもの
　　　　　　　《》内：訂正で加えられたもの
　　　　　　　【】内：県社会課が、⑫で報告した
　　　　　　　　　　もの　　　　　　．
　本年五月四日付社第一一七号ヲ以テ認可申請致置
候標記ノ件二関シ重テノ本月十二日付社第一六三八
一90一
寺脇隆夫　　救護法下の救護施設の実態 409
号ヲ以テ御来示ノ次第モ有之候処【救護所介護人ハ
常時同所内二宿泊セシムルモノニ有之《ナレバ》随テ
家賃電灯料等ヲ要セサル義二付月額手当二於テ比較
的低額ノ給与ヲ為ス次第二候ハ《ナルハ》勿論一面本
町《町》ノ現況ヨリ推察スルニ収容スヘキ被救護者ハ
特別ノ場合ヲ除ク外平常二於テ多数ノ要救護者ノ而
モ継続的二収容スル程度ノコトハ無之見込ナルヲ以
テ右予算額ニテ適当ナル介護人ヲ得ルコトN相信シ
候然レトモ《得ラルベシト信スルモ》万一救護施設完
成事務開始ノ暁右予算額ニテハ到底適当ナル介護人
ヲ得ル能ハサル場合ニモ立至リ候様ノ事モ有之候
ハX《タルトキハ》予算ノ繰合相付ケ相当額ノ支出ヲ
行ヒテ之レガ増額ヲ計リ以テ万全ヲ期《スルコトト》
シ度】積二有之候條右事情篤ト御推察至急御認可相
成候様一段ノ御配慮相煩度此段及回報候也
　【追テ尚御来示二依レハ国庫補助ノ有無ハ本年度
末ニアラサレハ確定セサル趣拝承仕度併シ町村ハ国
庫補助アル事ヲ必然的二予想シ事業ノ設備認可ヲ申
請致居度候場合而カモ当該年度末二至ラサレハオ之
レカ決定ヲ見ルコト能ハサル如キハ町村事業ノ遂行
上二関シテモ甚シキ影響ヲ相受ケ候事二候□結局ハ
予算年度内二事業完成ノ運ビニ至ラサル場合ヲ招来
スヘク甚タ遺憾ノ至リニ存候労此際補助ノ御詮議ヲ
御急キ被下至急御認可相成候様致度ト存候右為念申
添候】
⑫救護施設ノ設備認可二関スル件　社会局社会部長宛
　山口県知事　社1638号　昭7．10．1
　　客月九日収社第四八六号ノ内ヲ以テ御通牒相成候
　管下徳山町二於ケル救護施設ノ設備二関シ同町長二
　再考方通牒致シ候処左記ノ通回答致シ候二付此段及
　報告候也
　　追テ本年度国庫補助ノ有無至急決定方同町長ヨリ
　申出デ候二付至急確定候様御取計相煩度申添候
　　　　　　　　　　記
　〔略（前掲⑪の【】内と同じ）〕
⑬救護施設ノ設備認可二関スル件　山口県学務部長宛
　徳山町長　社111号　昭7．12．13
　　本町二於テ企画セル標記救護施設ノ設備認可方二
　関シテハ本年五月四日付社第一一七号ヲ以テ申請爾
　来御来示二付テハ其都度詳細及回報置候次第モ有之
　候処今二御認可並補助金御下付ノ御指令二接セス右
　ハ年度ノ関係モ有之事業遂行上甚タ危惧二堪ヘサル
　点モ有之候様被存候条可成至急御認可相成候様特別
　ノ御配慮相願度此段重テ及御依頼候也
⑭救護施設ノ設備認可二関スル件　社会局社会部長宛
　山口県知事　社1638号　昭7．12．23
　　本年六月二十三日社第一六三八号ヲ以テ及協議置
候管下都濃郡徳山町二於テ救護施設設置二付其ノ設
備認可方ノ件同町長ヨリ年度内事業遂行上ノ関係モ
有之至急認可方申出候二付テハ至急御承認相成候様
致度及申請候也
⑮救護施設ノ設備認可二関スル件通牒山口県知事宛
　社会局社会部長　収社486号ノ内　昭和7．12．26
　　標記ノ件二関シ六月二十三日社第一六三入号ヲ以
　テ協議有之候処認可相成可然ト存候
　　追テ国庫補助二関シテハ本年三月七日発社第二三
　号通牒二基キ至急御協議相成度
⑯〔認可書〕徳山町長宛山口県知事指令社1638号
　昭8．1．10
　　指令第一六三八号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　都濃郡徳山町
　　昭和七年五月四日社第一一七号申請救護施設ノ設
　備二関スル件認可ス
　　昭和入年一月十日
　　　　　　　　　　　　　　山口県知事　岡田周造
　　〔編者注〕　徳山町では、この認可直後（1．13）に
　　　　　　救護所の設置位置変更の認可申請を行
　　　　　　ない、県知事の認可指令（1．26）を受け
　　　　　　ている（資料4－（2）一②参照）。変更後
　　　　　　の新設置位置は、旧設置位置と同様、畑
　　　　　　に囲まれた借地で、敷地面積、建物の配
　　　　　　置・方角等もほぼ同じである。
⑰救護施設ノ設備認可二関スル件　社会局社会部長宛
　山口県知事　社1638号　昭和8．1．10
　　客蟻二十六日収社第四八六号ノ内ヲ以テ御承認ノ
　次第モ有之管下都濃郡徳山町二於ケル救護施設ノ設
　備本日認可候二付及報告候也
資料3－（4）宇部市救護所設備認可申請関係
①救護施設ノ設備二関スル認可申請ノ件〔申請書〕
　山口県知事宛　宇部市長　宇社発306号　昭9．4．12
　　本市二於テハ従来収容救護ヲ要スルモノ有之候得
　共未タ其ノ施設無之為救護上不便不少候処先般市会
　ノ議決ヲ経タルヲ以テ昭和九年度二於テ左記ノ通救
　護施設ヲ設置致度候條至急御認可相成度救護法第七
　条二依リ此段及申請候也
　　　　　　　　　　　記
　一、名称、種類及位置
　　一、名称　宇部市救護所
　　二、種類主トシテ救護法第一条第一、二、四号該
　　　当者ノ収容救護施設ニシテ生活扶助ヲ為ス
　　三、位置　宇部市大字沖宇部字海南第五〇七入、五
　　　　　〇八八番地
　二、建物其の他設備ノ規模構造
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　一、工事明細書仕様書　別紙ノ通
　二、敷地坪数及本屋附属設備ノ各建坪
　　　　敷地坪数　百七十二坪
　　　　本屋附属建物坪数　七十坪
　三、図面
　　イ、救護施設ノ位置図　別紙ノ通
　　ロ、配置図　同
　　ハ、建物平面図及地形伏図並床組伏図　同
　　二、建物断面図及構造詳細図　同
　　ホ、姿図及軸組　同
　四、収容者処遇上ノ設備
　　　寝具類、食器類、看護用具等ヲ設備ス
　五、収容ノ定員
　　　十四人
　六、土地建物ノ所有者
　　　宇部市
三、事業経営ノ方法
　一、収容者処遇ノ方法
　　イ、収容者二対スル食事ハ常設小使ヲシテ炊暴
　　　セシム
　　ロ、重症患者二対シテハ特二看護人ヲ傭入レ付
　　　添看護セシム
　ニ、管理ノ方法
　　　管理規則ヲ設ケ市長之ヲ管理シ常設小使ヲシ
　　テ其ノ取締二当ラシム
四、事業開始ノ予定日
　　昭和九年九月一日
五、設備二要スル経費
　　救護施設ノ創設費
建築費
給水設備費
電灯設備費
　監督費
雑費
　　計
同初度調弁費
　累　　計
明細書別紙ノ通
五、〇四七円
　　一二三円
　　一九〇円
　　三五〇円
　　　入○円
五、七九〇円
　　二五〇円
六、〇四〇円
〔別紙〕救護所創設費明細書　　〔略〕
〔別紙〕同上初度調弁費明細書　〔略〕
〔別紙〕救護所営繕費財源調書
　歳　　出
　　救護所営繕費　　　　　　　六、〇四〇円
　　　　計　　　　　　　　　六、〇四〇円
　歳　　入
　　救護施設設置費国庫補助　　三、〇二〇円
　　　　同　上　　県費補助　　一、五一〇円
　　社会事業費積立金繰入　　　一、五一〇円
　　　　計　　　　　　　　　六、〇四〇円
〔別紙〕昭和九年度救護所営繕費歳入歳出予算書
歳　　出
科　　　　目
款 本年度¥算額
前年度
¥算額
比　較
搆ｸ附記項　　種　目
一鱗認費　　二、需用費　　三、修繕費二、救護費≡こ鍾費
　円　　　円　　　円
U，208　4，670　1，538
@255　　　－　　　255
@127　　　－　　　127
@118　　　－　　　118
@10　　　－　　　10
T，953　4．670　1，283
@630　　640　　△10
T，323　4，030　1，293
：｛2
＊1小使日給60銭×212日分　127円
＊2　備品費　10円　消耗品費　25円　電灯費　39円
　水道費　14円　雑費　30円
＊3　救護委員費　630円
＊4　〔この部分の附記中の一部のみ抄〕収容救護費
　538円
〔別紙〕関係図面　〔略（平面図は本文中に掲載）〕
②救護施設ノ設備認可二関スル件　宇部市長宛　山口
　県知事　社895号　昭9．4．16
　　本月十二日宇社発第三〇六号ヲ以テ標記ノ件認可
　申請相成候処其ノ筋二国庫補助方協議関連モ有之候
　二付設計書、設計図面、予算書抄本等添付書類今一通
　宛御提出相煩度候也
③救護施設ノ設備認可申請二関スル件　山口県学務部
　部長宛　宇部市長　宇社発330号　昭9．4．19
　　標記ノ件二関シ本月十六日付社第八九五号ヲ以テ
　御照会二依リ添付書類左記ノ通及送付候也
　　　　　　　　　　記
　一、工事明細書、仕様書
　二、各種図面
　三、救護所創設費明細書
　四、救護所初度調弁費明細書
　五、救護所営繕費財源調書
　六、救護所営繕費歳入歳出予算書
④救護施設ノ設備認可並創設費国庫補助二関スル協議
　ノ件　社会局社会部長宛　山口県知事　社895号　昭
　和9．5．5
　　管下宇部市二於テ救護施設設置二付之レカ設備認
　可申請有之候二付認可致度然シテ創設費及之レニ伴
　フ初度調弁費二対シ国庫補助相成候様致度昭和六年
　十月十四日発社第入三号及昭和七年三月七日発社第
　二三号御通牒二基キ左記事項ヲ具シ此段及協議候也
　　　　　　　　　　記
　一、名称
　　　宇部市救護所
　二、位置
　　　宇部市（大字地番及位置図ハ後日送付ス）
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三、創設拡張ノ別及ビ之レカ設備利用ノ方法
　1、創設拡張ノ別
　　　創設
　2、利用ノ方法
　　　宇部市ノ人ロ約七万二及ビ被救護者相当多ク
　　且ツ附近町村二収容救護ノ施設ナキヲ以テ収容
　　救護ヲ要スルモノ相当多ク本施設完成ノ暁ハ救
　　護施設トシテ充分利用セラルヘキモノト認ム
　四、工事設計書
　　　工事設計書、明細書及設計図面ハ不備ノ点ア
　　リ目下再調査中二付後日送付ス
　五、収容定員
　　　十四名
　六、創設費及ビ之レニ伴フ初度調弁費
　　　救護所建築費　　五、七九〇円
　　　初度調弁費　　　　　二五〇円
　　　　内訳書ハ後日送付ス
七、前項ノ設備二充ツヘキ寄付金其ノ他ノ収入
　　　創設費二対スル国県ノ補助見込ノ外収入ナシ
　入、救護所関係予算
　　後日送付
　九、収容者ノ処遇
　　　収容者二対スル食事ハ小使ヲシテ炊事二当ラ
　　シメ収容者疾患ノ際ハ看護人ヲ傭入レ付添看護
　　セシム
⑤救護施設ノ設備認可並創設費国庫補助二関スル協議
　ノ件　社会局社会部長宛　山口県知事　社895号　昭
　9．5．17
　　管下宇部市二於テ救護施設設置二付之レカ設備認
　可並創設費国庫補助方二関シ本月五日社第八九五号
　ヲ以テ及協議置候処右協議書類二添付スヘキ左記設
　計書其の他別紙の通送付候也
　　　　　　　　　　記
　一、位置及位置図
　二、工事設計書、仕様書
　三、工事設計図面
　四、救護所創設費明細書
　五、救護所創設費二伴フ初度調弁費内訳書
六、救護所営繕費財源調書
七、救護所関係予算
⑥救護施設ノ設備費二対スル国庫補助ノ件　宇部市社
　会課長宛　山口県社会課長　社895号　昭9．6．8
　　救護施設設置二付設備認可方四月十二日宇社発第
　三〇六号ヲ以テ申請ノ次第モ有之候処右施設費二対
　対スル国庫補助ハ其ノ筋二於テ予算ノ関係上本年度
　ハ補助困難ニテ昭和十年度以降ニアラザレハ補助出
　来難キ趣二有之候就テハ本年度補助ナキモ設置セラ
　ルルモノニ有之候ハN其ノ旨ヲ記載シタル内務大臣
宛ノ書類ヲ作整シ至急本庁二提出相成候様致度若シ
補助セラルル年度迄ハ設置セラレザルモノトスレハ
其ノ旨御回答御願度及依頼候也
⑦救護施設ノ設備費二対スル国庫補助ノ件山口県社
　会課長宛　宇部市社会課長　宇社発500号　昭9．6．11
　　本月八日付社第八九五号ヲ以テ御照会相成候標記
　ノ件本市ノ現況ハ之ヲ明年度以降二猶予スルヲ得サ
　ルノ状態二有之候国庫補助金ハ明年度以降トナルモ
　巳ムヲ得ザルベク候至急御認可相成候様御取計相煩
　度此段及回報候也
　　追テ県費補助金ハ何卒本年度二於テ御交付相成様
　御配慮相煩度尚御申越二依リ別紙ノ通内務大臣宛書
類及提出候條可然御取計相成度申添候
⑧救護施設ノ設備ノ件　内務大臣宛　宇部市長　宇社
　発500号　昭9．6．11
　　本市ハ救護法該当者ノ内収容救護ヲ要スル者現二
　九名ヲ有シ尚将来増加ノ見込二有之候二付テハ昭和
　九年度二於テ救護施設トシテ救護所ヲ新築致度本年
　四月十二日付宇社発第三〇六号ヲ以テ本県知事宛該
　設備ノ認可申請書及提出置候処就中国庫補助金ハ貴
　省予算ノ関係上昭和十年度以降二在ラザレバ補助御
　困難ノ趣二有之候得共本市ノ現況ハ前記ノ如ク真二
　其ノ必要二迫リ後年度二猶予スルコトヲ得サル状態
　二有之候二付本年度二於テ予定ノ通建築致度国庫補
　助金ノ御下附ハ昭和十年度以降二相成候トモ可然候
　條至急御承認相成候様致度此段及申請候也
⑨救護施設ノ設備費二関スル国庫補助二関スル件社
　会局社会部長宛　山口県知事　社895号　昭9．6．23
　　五月四日社第八九五号ヲ以テ及協議置候管下宇部
　市二於ケル救護施設設置二付国庫補助方ノ件同市長
　ヨリ別紙ノ通申出候條設備認可及国庫補助ノ件至急
　御承認相成候様致度候也
⑩救護施設ノ設備二関スル認可申請二関スル件　山口
　県学務部長宛　宇部市長　昭9．10．4
　　標記ノ件本年四月十一日付宇社発第三〇六号ヲ以
　テ及申請置候処爾今御認可無之本市二於テハ現二収
　容救護ヲ要スル者数名有之救護ノ徹底ヲ期スル上二
　於テ不便不少候條此際至急御認可相成候様御取計相
　願度此段及照会候也
⑪救護施設ノ設備認可並創設費二対スル国庫補助二関
　スル件　社会局社会部長宛　山口県知事　社2362号
　昭9．10．19
　　五月五日社第八九五号ヲ以テ及協議置候管下宇部
　市二於ケル救護施設設置二付之レカ設備認可並二国
　庫補助方ノ件同市長ヨリ至急認可方申出ノ次第モ有
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之候二付テハ至急御承認相成候致度候也
⑫タイトルなし〔宇部市救護所ノ件、書簡〕　井口山口
　県社会課長宛　新妻一郎社会局社会部保護課属　昭
　9．11．12
　　拝啓　時下益々御清穆之段奉賀候
　　陳者貴管下宇部市救護所設備承認ノ件二関スル御
　協議有之候処左記事項至急承知致度折返御回示願上
　候
　　　　　　　　　　　記
　一、本施設二関スル県費補助ハ本年度予算二計上シ
　　アリヤ
　ニ、救護所ノーヶ年経常費具体的二承知致シ度
　三、宇部市二於ケル現在ノ救護状況（居宅救護収容救
　　護共）可成詳細承知致度
　四、収容定員十四名ハ全部法該当者ノミヲ収容スル
　　モノナリヤ
⑬救護施設二関スル件　山口県社会課長宛　宇部市社
　会課長　昭9．11．16
　　本日電話ヲ以テ御照会相成候標記ノ件左記ノ通二
　有之候條此段及回報候也
　　追テ本市二於テハ現二収容救護ヲ要スル者数名有
　之困却罷在候条至急御認可相成候様御取計相煩度申
　添候
　　　　　　　　　　　記
　一、救護所一ヶ年ノ経常費
　一、雑給
　二、需用費
　　備品費
　　消耗品費
　　電灯料
　　水道料
　　火災保険料
　　雑費
　三、修繕費
　　計
二、
ニー九円
二五三円
　三〇円
　六〇円
　七二円
　三六円
　二五円
　三〇円
一〇〇円
五七二円
小使日給60銭　365日分
月額　5円12ケ月分
月額　6円12ケ月分
月額　3円12ケ月分
建物4970円ノ千分ノ五
最近《現在》ノ救護状況＊ 十月末現在
救護ノ 被救護者種別 同世 同人 救護種類 帯数 員 月　額
世帯 人 円銭
生活扶助 （生活扶助／計） 74 112411．18
65歳以上ノ老衰者27 33161．79
13歳以下ノ幼者 26 56136．94
妊産婦 一 一 一不具廃疾 5 5 26．35
疾病傷痩 12 14 67．50
精神耗弱又ハ身体ノ障碍二因ルモノ 3 3 13．95
幼者哺育ノ母 1 1 4．65
埋　　葬 1 1 5．00
合　　計 75 113416．18
収容救護ナシ
　　＊　以下の⑭では、表題を《》内に訂正
三、収容定員　十四人
　救護法二依リ収容救護ヲ必要トスル者二限ル
⑭タイトルなし〔救護施設設備認可ノ協議ノ件、書簡〕
　　社会局保護課新妻属宛　井口山口県社会課長　昭
　9．11．19
　　拝復時下愈々御清祥奉慶賀候
　　陳者本月十二日付御申越有之候県下宇部市救護所
　二関スル御承認方ノ件種々御配意ノ段深謝仕リ候御
　申越ノ事項左記ノ通二有之候尚同市二於テハ現二収
　容救護ヲ必要トスルモノ数名有之之力救護上甚々困
　却致居ル状態二有之候間御了承ノ上至急御承認相成
　候様格別ノ御配意相煩度先ハ御回答芳々御依頼申上
　候
　　　　　　　　　　　記
　一、本施設二付県費補助引当予算トシテハナキモ施
　　設完成スレハー般救護費予算ヲ充当シテ補助スル
　　見込ナリ
　〔以下の二～四は、略（前掲⑬の記の一～三と同じ）〕
⑮救護施設ノ設備認可並創設費国庫補助二関スル件
　社会局社会部長宛　山口県知事　社2362号　　　昭
　9．12．11
　　本年五月五日社第八九五号ヲ以テ及協議置候管下
　宇部市二於ケル救護施設設置二付之レカ設備認可並
　二国庫補助方ノ件同市二於テハ現二収容救護ヲ要ス
　ルモノ之レ数名有之之レカ救護上救護施設ヲ急速完
　成スルノ要有之且ツ本月中二設備認可メザスニアラ
　ザレハ年度内二完成セシメルコト至難ノ実情モ有之
　候二就テハ国庫補助ハ本年六月十一日宇部市長ヨリ
　申請ノ通昭和十年度以降ト相成候トモ設備認可ハ是
　非共年内二之ヲ為スノ必要有之候二付至急御承認相
　成候様致度及申請候也
⑯タイトルなし〔救護施設ノ設備認可ノ件〕　社会局保
　護課新妻属宛　井口山口県社会課長　昭9．12．11
　　拝啓時下愈々御清穆ノ侯奉賀候
　　陳者本年五月五日協議致シ候宇部市救護所ノ設備
　認可並国庫補助ノ件御配意ノコトト存シ候処同市二
　於テハ現二数名ノ収容救護ヲ要スルモノ有之之力取
　扱上困却致シ居リ候状態二有之是非共本年度完成致
　度希望二有之候処本月中ニハ設備認可ヲナサザレバ
　年度内二完成困難ノ実情ニテ同市長ヨリ再三認可方
　申出有之県トシテモ之レカ取扱困リ居リ候就テハ国
　庫補助ハ本年度御困難トスレハ昭和十年度以降二於
　テ御補助相成トモ設備ハ本年度完成スルヲ得ル様至
　急御承認方格別ノ御配意相煩度重ネテ御依頼申上候
　　追テ乍御手数何分ノ御模様至急御内示被成下候ヘ
　ハ幸甚二存シ候
⑰救護施設ノ設備二関スル認可申請ノ件　山ロ県学務
　部長宛　宇部市長　昭10．1．16
　　客年四月十一日宇社発第三〇六号ヲ以テ及申請置
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候標記ノ件二関シテハ本省ノ承認ナキ関係上未ダ御
認可ノ運二至ラザル趣二有之候処爾来数次及具申候
通本市二於テハ現二収容救護ヲ要スル者数名有之之
ガ処置二困却罷在候ノミナラズ本年度予算ヲ以テ年
度内二工事完成ノ計画二付頗ル急ヲ要シ候條此際至
急御認可相成候様御取運相成度此段重テ及照会候也
⑱救護施設ノ設備認可並創設費二対スル国庫補助二関
　スル件　社会局社会部長宛　山口県知事　社91号
　昭10．1．19
　　客年五月五日社第入九五号ヲ以テ及協議置候管下
　宇部市二於ケル救護施設設置二付之レカ設備認可並
　国庫補助方ノ件客蠣十一日社第二三六二号ヲ以テ重
　ネテ及申請候通同市二於テハ現二数名ノ収容救護ヲ
　要スルモノ有之年度内二設備完了致度希望二有之国
　庫補助ハ昭和十年度以降ト相成候トモ設備認可ハ急
　速之ヲナス必要二迫ラレ居リ候二就テハ認可ヲナシ
　差支無之候ヤ否ヤ至急御回示相成候様致度重ネテ及
　御照会候也
⑲救護施設ノ設備認可並創設費二対スル国庫補助二関
　スル件　社会局社会部長宛　山口県知事　社91号
　昭10．2．4
　　客年五月五日社第八九五号ヲ以テ及協議置候管下
　宇部市二於ケル救護施設設置二付之レカ設備認可並
　国庫補助方ノ件客年十二月十一日及本月十九日社第
　九一号ヲ以テ申出候通国庫補助ハ昭和十年度以降ト
　相成候トモ設備認可ハ急速之ヲナス必要二迫ラレ居
　リ候二就テハ認可ヲナシ差支無之哉否ヤ至急御回示
　相成候様致度重ネテ及照会候也
⑳〔認可決定通知、電報〕　山口県知事宛
　部保護課　昭10．3．30
　　宇部市救護所創設認可ノ件本日承認
　部長
社会局社会
社会局社会
⑳救護施設設備認可並之力国庫補助二関スル件通牒i
　山口県知事宛　社会局社会部長　収社243号　　　昭
　10．3．30
　　標記ノ件二関シ五月五B社第入九五号ヲ以テ御協
　議有之候処右ハ左記条件ヲ附シ認可相成可然ト存ジ
　候
　　追テ右国庫補助ハ当分交付難相成見込二付昭和七
　年三月発社第二三号通牒左記第三項二依ル国庫補助’
　申請書提出ノ時期二付テハ更メテ通牒可致候條御含
　置相成度
　　　　　　　　　　　記
　一、建築費ハ坪当六十五円以下ニテ経理セシムルコ
　　ト
　ニ、建物ハ出来得レバ片廊下式トナシ通風採光等衛
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　生上二留意セシムルコト
三、国庫補助率ハニ分ノーヲ低下スルヤモ難計コト
⑳タイトルなし〔宇部市救護所ノ件、電報〕　社会局社
　会部保護課長宛　山口県学務部長　昭10．4．1
　　宇部市救護所設備ハ九年度創設ノモノトシテ承認
　セラレタルモノナリヤ返〔乞フ〕
⑳タイトルなし〔宇部市救護所ノ件、書簡〕　井口山口
　県社会課長宛　社会局保護課新妻属　昭10．4．2
　　拝啓　時下愈々御清穆之段奉賀候
　　陳老貴県下宇部市救護所設備ノ件二関シ本日電報
　照会有之候処右ハ御見込ノ通九年度創設トシテ承認
　相成タルモノニ付可然御取計願上候
　　四月二日　　　　　　　　社会局保護課　新妻属
⑳タイトルなし〔宇部市救護所ノ件、電報〕　社会局社
　会部保護課新妻属宛　山口県社会課長　昭10．4．4
　　宇部市救護所九年度創設トシテ承認ノ件公式二電
　信指示ヲ乞フ
⑳救護施設ノ設備認可二関スル件〔認可通知〕　宇部市
　長宛　山口県学務部長　社895号　昭10．4．23
　　昭和九年四月十二日宇社発第三〇六号ヲ以テ申請
　相成候標記ノ件別途認可相成候処左記事項御了知相
　成度及通牒候也
　　　　　　　　　　　記
　一、建築費ハ坪当リ六十五円以下ニテ経理セラルル
　　コト
　ニ、建物ハ出来得レバ片廊下式トナシ通風採光等衛
　　生二留意セラルルコト
　三、国庫補助率ハニ分ノーヲ低下スルヤモ計リ難キ
　　趣二付了知ノコF
　四、国庫補助金ハ当分交付難相成見込ノ趣二付国庫
　　補助申請書提出ノ時期二付テハ更メテ通知可致二
　　付了知ノコト
⑳〔認可書〕　宇部市長宛山口県知事指令社895号
　　昭10．4．23
　　指令社第八九五号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宇部市
　　昭和九年四月十二日宇社発第三〇六号申請救護施
　設ノ設備二関スル件認可ス
　　昭和十年四月二十三日
　　　　　　　　　　　　　　山口県知事　菊山嘉夫
⑳救護施設ノ設備認可二関スル件　社会局社会部長宛
　山口県知事　社895号　昭10．4．23
　　管下宇部市二於テ宇部市救護所設置二付之レカ設
　備本日認可致シ候二付此段及報告候也
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資料4　救護施設設置設備費補助の申請手続関係文書（山口市・徳山町・宇部市救護所）
注1．本資料4は以下の三つの救護施設の設置設備費補助の申請手続関係文書である。いずれも原資料は、
　　山口県文書館所蔵の県庁社会課関係完結簿冊文書中のもので、すべて書写したものである。
　　　4－（1）山口市救護所の設置設備費補助申請関係文書（1932．11．30～1933．5．19）
　　　4－（2）徳山町救護所の設置設備費補助申請関係文書（1933．1．12～1933．11．24）
　　　4－（3）宇部市救護所の設置設備費補助申請関係文書（1935．10．12＊～1937．4．19）
　　　　　　＊　宇部市の場合は、1934．4～1935．4の認可申請時に、補助申請も同時に行なっている関係
　　　　　　　で、その間の関係文書は、資料3－（4）中に掲載してあり、ここには許可時以降のものを掲載
　　　　　　　してある。
　2．掲載にあたっての注記・凡例などは、資料3の認可申請関係文書と同様なので、ここでは省略した。
資料4－（1）山口市救護所の設置設備費補助申請関係
①救護施設ノ設備費二要スル国庫補助申請書　内務大
　臣宛　山口市長　山社583号　昭7．11．30
　　嚢二御認可相受候本市救護施設拡張費別紙予算書
　ノ通二候間相当額御補助被成下度此段及申請候也
　　　　　　　　　　　記
　〔別紙〕　　〔略〕
②救護施設ノ設備費国庫補助申請二付副申ノ件　社会
　局社会部長宛　山口県知事　3310号　昭7．12．3
　　管下山口市長ヨリ標記補助申請候処右ハ本年七月
　九日収社第四四三号ノ内ヲ以テ御承認ノ次第モ有之
　救護施設ノ設備認可済ノモノニ有之候二付テハ相当
　御補助相成候様御取計相成度及副申候
③救護施設ノ設備費国庫補助二関スル件　社会局社会
　部長宛　山口県知事　昭8．3．22
　　客年十二月三日社第三三一〇号ヲ以テ副申及進達
　置候管下山口市二於ケル救護施設ノ設備費国庫補助
　申請ノ件至急御補助相成候致度候也
④タイトルなし〔山口市救護所国庫補助ノ件／電報〕
　山口県知事宛　社会局社会部長　昭8．3．25
　　山口市救護所国庫補助ノ件承認セラル国庫補助申
　請書至急提出セシメラレタシ
⑤救護施設ノ設備二要スル国庫補助申請書　内務大臣
　宛　山口市長　昭8．3．27　山社　　230号
　　嚢二御認可相受候本市救護施設拡張費別紙予算書
　ノ通二候間相当額御補助被成下度此段及申請候也
⑥救護施設竣工ノ件　山口県知事宛　山口市長　山社
　231号　昭8．3．27
　　嚢二御認可相受候本市救護施設拡張工事昭和七年
　十二月二十五日竣工致候条此段及報告候也
　　〔付箋添付（以下の内容記載）〕
　　　　救護費予算額　三六〇、○○○
　　　　　同　決算額　三三七、○○○
⑦救護施設ノ設備費国庫補助申請二付副申　内務大臣
　宛山口県知事昭8．3．291959号
　　管下山口市二於ケル救護施設ノ設備費補助二関シ
　テハ御承認ノ次第モ有之候処別紙ノ通補助申請書提
　出致シ候二就テハ御補助相成候様致度及副申候也
　　追テ右設備ハ昭和七年十二月二十五日竣工済ノモ
　ノニ有之候条申添候
⑧タイFルなし〔救護施設国庫補助決定の件〕　山口市
　長宛　内務大臣　収社443号　昭8．3．30
　　昭和入年三月申請救護施設ノ拡張費国庫補助ノ件
　聴届ケ金壱百六拾八円ヲ補助ス但シ左ノ通心得ヘシ
　　　　　　　　　　　記
　一、補助基本額ハ山口市救護i所ノ拡張費ヨリ寄付金
　　其ノ他ノ収入ヲ控除シタル左ノ金額トス
一　経費総額
二　控除額
三　利用ノ程度
四　差引補助基本額
金参百参拾七円
二分ノニ
金参百参拾七円
二、補助ヲ受ケタルモノハ遅滞無ク工事二着手シ年
　度内二完了スヘシ年度内二完了スルコF能ハサル
　場合二於テハ毎年三月末日迄ニソノ旨地方長官二
　届出ツヘシ
三、補助ヲ受ケタル者ハ地方長官ノ認可ヲ受ケタル
　計画二相違ナク執行スヘシ其ノ計画ヲ変更セント
　スル場合二於テハ予メ地方長官ノ許可受クルコト
　ヲ要ス
四～七　〔略、工事契約や工事完了時の手続、精算時
　や工事遅延時の取扱等〕
⑨救護施設ノ創設費、拡張費及之二伴フ初度調弁費二
　対スル国庫補助ノ件通牒　山口県知事宛　社会局社
　会部長／内務大臣官房会計課長（連名）　社発48号
　昭8．3．31
　　貴管下左記救護施設二対スル標記ノ件別途指令ト
　同時二予算令達相成候二付補助率ヲニ分ノートシ別
　記二依リ御取計相成度
　　　　　　　　　　記
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　　徳山町救護所　　　山口市救護所
　　　　　　　　別　記
一、客年三月七日発社第二三号通牒様式第五号二依
　リ国庫補助精算書ヲ徴シ補助二付承認アリタル計
　画二適合スルトキハ遅滞ナク補助金ヲ交付スルコ
　ト
ニ、前項ノ手続キヲ了シタルトキハ関係書類ヲ具シ
　本件二限リ特二四月十日迄二当局へ報告スルコト
　　　　　　　　　　記
一、設備完了済ナレバ昭和七年四月一日社七九入号
　通牒左記八項二依ル精算書ヲ至急提出スルコト
ニ、設備完了セザルモノナレバ昭和七年四月一日社
　七九八号通牒左記九項二依リ折返シ報告スルコト
　（予算繰越使用ノ上申必要アルニ付急速報告ヲ要
　ス）
〔別紙〕　〔略、前掲⑧に掲載〕
⑩救護施設ノ設備費国庫補助ノ件　山口市長宛　県学
　務部長　社968号　昭8．4．7
　　嚢二補助申請相成候標記ノ件別紙ノ通指令相成候
　二就テハ左記二依リ至急御取計相成度候也
〔別紙〕　救護施設ノ設備費二対スル国庫補助精算書
⑪救護施設ノ救護費国庫補助精算書提出ノ件　内務大
　臣宛　山口市長　山社288号　昭8．4．13
　　客月三十日附収社第四四三号ヲ以テ御指令相成候
　標記之件別紙之通リ及提出候也
山口市立救護所
予　　算　　額 決　　算　　額
種　類 設備費
濠z
寄付金
ｴ他ノ
茁
差引国
ﾉ補助
軏{額
同上二対スル国庫
竢侮w令z 設備費濠z
寄付金
ｴ他ノ
茁
差引国
ﾉ補助
軏{額
同上二対スル国庫
竢侮w令z
国庫補助に対スル
w令額ノ
ﾟ不足
創設費 一 一 一 一 一 一 一 一 一
拡張　費 360 一 360 168 337 一 337 168 一
初度調弁費 一 一 一 一 一 一 一 一 一
計 360 一 360 168 337 一 337 168 一
備考　昭和七、十二、二十五設備完了
〔添付〕　請負請書（昭7．4．1）　〔略〕
⑫救護施設ノ設備費国庫補助二関スル件　社会局社会
　部長宛　山口県知事　社1022号　昭8．4．24
　　管下山口市救護所拡張費二対スル国庫補助二関シ
　テハ客月三十日付収社第四四三号ヲ以テ御指令ノ次
　第モ有之別紙ノ通同市長ヨリ精算書差出シ候二付調
　査候処不都合無之モノト被認候二付本日補助金交付
　致シ候条此段及報告候也
　〔別紙〕　　〔略〕
⑬救護施設ノ設備費に対する県費補助金請求之件　山
　口県知事宛　山口市長　山社379号　昭8．5．19
　　昭和七年度標記の件別紙之通清算及請求候也
　〔別紙〕　　〔略、以下の添付書類も同じ〕
　〔添付〕　請負請書、設計仕様書、設計内訳書
資料4－（2）徳山町救護所の設置設備費補助申請関係
①救護施設ノ創設費国庫補助二関スル件　社会局社会
　部長宛　山口県知事　1638号　昭8．1．12
　　管下都濃郡徳山町二於テ救護i施設設置二付テハ之
　力創設費及之二伴フ初度調弁費二対シ国庫補助相成
　候様致度客年三月七日発社第二三号御通牒二基キ左
　記事項ヲ具シ及協議候也
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　　　　　　　　　　記
一、名称　徳山町救護所
二、位置　都濃郡徳山町字東山第一九九六番地
　　　位置図ハ客年六月二十日社第一六三八号設備
　　認可二関スル協議二添付ノ通
三、創設拡張ノ別及之力設備利用ノ方法
　（1）創設拡張ノ別　　創設
　（2）利用ノ方法　　徳山町ハ人口弐万余ニシテ被
　　救護者相当多ク且附近町村二収容救護施設ナキ
　　ヲ以テ収容救護ヲ要スル者相当アルベク之等ノ
　　収容救護ヲ要スルモノヲ救護セムトスルモノニ
　　シテ救護施設トシテ充分利用セラルヘキモノト
　　認ム
四、工事設計書
　　設計図面、仕様書ハ何レモ客年六月二十日社第
　一六三入号設備認可二関スル協議二添付ノ通
五、創設費及之二伴フ初度調弁費内訳
救護所建築費
初度調弁費
　初度調弁費内訳
　　台所道具
　　寝具類
　　日用雑具
　　事務用具
一、入五〇円
　　一〇〇円
二〇円
四〇円
一〇円
二〇円
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　　　　　其ノ他　　　　　　　　　LO円
　　　　　　計　　　　　　　　　　一〇〇円
六、前項ノ設備費二充ツヘキ寄付金其ノ他収入内訳
　　　　　救護所営繕費指定寄付金　一、二七〇円
　　　　創設費国庫補助　　　　　　三四〇円
　　　　　同　県費補助　　　　　　一七〇円
②救護施設ノ設備二対スル変更認可申請　山口県知事
　宛　徳山町長　社117号　昭8．1．13
　　客年五月四日付ヲ以テ救護施設ノ設備二対スル認
　可申請二対シ本月十日付指令社一六三八号ヲ以テ御
　認可相成候処左記ノ通位置変更致度候条御認可被成
　下度此段及申請候也
　　　　　　　　　　　記
　　一、名称、種類及位置ノ内
　　　3〔位置〕　　徳山町字慶万第一八七九番地
　　　　　現在認可地　　徳山町字東山一九九六番地
　　三、事業経営ノ方法及収支予算ノ内
　　　3土地建物ノ所有者　　土地　本町　河谷来助
　　　　　　　　　　　　　ノ所有
　　　　　現在認可地所有者　　土地　本町　藤井太
　　　　　　　　　　　　　郎吉ノ所有
　　変更の理由
　　　現在認可ヲ得タル土地ハ国道二近接シ比較的喧
　　騒ナルノミナラス将来本町ノ発展二伴ヒ商業地域
　　タルノ感アルヲ以テ寧ロ静閑ナル新変更地ヲ選ヒ
　　静養セシムルノ適切ナルヲ認メタルニ依ル
　〔編者注〕　この申請は、昭8．1．26付で認可された。
③救護施設ノ設備費及之二伴フ初度調弁費二対スル国
　庫補助二関スル件通牒　山口県知事宛　社会局社会
　部長　収社208号ノ内　昭8．3．18
　　一月十二日社第一六三八号ヲ以テ貴管下徳山町救
　護所二係ル標記ノ件二関シ御協議有之候処右ハ電
　灯、給水、排水並門塀等ノ設備費ハ現在予算ノ範囲二
　於テ支出スルモノトシ承認相成候条御了知相成度
　　追而昭和七年三月七日発社第二三号通牒左記第三
　項二依ル国庫補助申請書貴庁経由至急提出セシメラ
　レ度
④タイトルなし〔徳山町救護所国庫補助ノ件、電報〕
　山口県知事宛　社会局社会部長　昭8．3．20
　　徳山町救護所国庫補助ノ件承認セラレル国庫補助
　申請書至急提出セシメラレタシ
⑤救護施設ノ設備費国庫補助申請二付副申　内務大臣
　宛　山口県知事　昭8．3．23
　　管下都濃郡徳山町二於ケル救護施設ノ設備費補助
　二関シテハ婁二御承認ノ次第モ有之候処別紙ノ通補
　助申請書提出致シ候二就テハ御補助相成候様致度此
段及副申候也 〔別紙は、略〕
⑥タイトルなし〔救護施設国庫補助決定通知〕　徳山町
　長宛　内務大臣　収社258号　昭8．3．30
　　昭和八年三月申請救護施設ノ創設費及之二伴フ初
　度調弁費国庫補助ノ件聴届ケ金参百四拾円ヲ補助ス
　但シ左ノ通心得ヘシ
　　　　　　　　　　　記
　一、補助基本額ハ徳山町救護所ノ創設費及之二伴フ
　　初度調弁費ヨリ寄付金其ノ他ノ収入ヲ控除シタル
　　左ノ金額トス
　一　経費総額
　二　控除額
　三　利用ノ程度
　四　差引補助基本額
二～七
　〔編者注〕
金壱千九百五拾円
金壱千弐百七拾円
十二分ノ十二
金六百八拾円
〔略、前掲の4－（1）一⑧と同じ〕
　　この⑥の後に、昭8．3．31の山口県知事
　宛の社会局社会部長／内務大臣官房会
　計課長連名通牒iがあるが、掲載済み（資
　料4－（1）一⑨）なので、省略する。
⑦救護施設ノ設備費国庫補助ノ件　徳山町長宛　県学
　務部長　社968号　昭8．4．7
　　嚢二補助申請相成候標記ノ件別紙ノ通指令相成候
　二就テハ左記二依リ至急御取計相成度候也
　　　　　　　　　　　記
　一、設備完了済ナレバ昭和七年四月一日社七九八号
　　通牒i左記八項二依ル精算書ヲ至急提出スルコト
　ニ、設備完了セザルモノナレバ昭和七年四月一日社
　　七九八号通牒i左記九項二依リ折返シ報告スルコト
　　（予算繰越使用ノ上申必要アルニ付急速報告ヲ要
　　ス）
　〔別紙〕　　〔略、前掲⑥に掲載〕
⑧救護施設ノ設置費国庫補助ノ件山口県知事宛徳
　　山町長　社第117号　昭和8．4．8
　客年四月一日附社第七九八号二基キ本月七日附社第
　九六八号ヲ以テ標記ノ件二関シ御申越ノ次第モ有之
　候二付テハ左記ノ通調査及報告候也
　　　　　　　　　　記
　一、昭和八年度二予算繰越ヲ要スル理由
　　昭和七年度内二於テ設備完了二至ラサルニ因ル
　ー、設備進捗状況
一98一
基礎 石工 木工 泥工 雑工 建具 総工事
98
^100終了 終了
40
^100
95
^100 一
85
^100
一　支出済額及要繰越額
支出済額
要繰越額
九百八拾四円六拾壱銭
九百六拾五円参拾九銭
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⑨救護施設ノ設備費国庫補助予算繰越二関スル件　社
　会局社会部長宛　山口県知事　昭8．4．12
　　管下都濃郡徳山町救護施設ノ創設費及之二伴フ初
　度調弁費二対スル国庫補助二関シテハ嚢二参百四拾
　円御補助ノ旨御指令ノ次第モ有之候処右施設ハ年度
　内二設備完了二至ラズ従ッテ同施設二対スル国庫補
　助予算ハ昭和八年度二繰越使用スルコトヲ要シ候二
　就テハ昭和七年三月七日発社第二三号御通牒i二依リ
　左記ノ通及報告候也
　　　　　　　　　　　記
　一、国庫補助予算繰越ヲ要スル救護施設名
　　　　都濃郡徳山町救護所
　二、繰越ヲ要スル理由
　　　　年度内二設備完了二至ラサルニ因ル
　三、設備進捗ノ状況
基礎 石工 木工 泥工 雑工 建具 総工事
98
^100終了 終了
40
^100
95
^100 一
85
^100
四、救護施設ノ設備二対スル国庫補助二関スル調書
予　算 額
種類 同上 決算 国庫 過不
設備 寄付 差引 二対 額 補助 足
費総 金其 国庫 スノレ 額
額 ノ他 補助 補助
収入 本 額
創設 1850 決算1270680340 一 一初度
調弁 100 未了
費
五、国庫補助予算支出済額及要繰越額
　　　支出済額　　ナシ
　　　要繰越額　　三百四十円
⑩救護施設設置追加工事施工方二関スル件　県学務部
　長宛　徳山町長　社117号　昭8．5．16
　　客年五月四日付社第一一七号申請当町救護施設ノ
　設備二付テハ本年一月十四日附指令社第一六三八号
　ヲ以テ御認可相成候処左記ノ通井戸新設外二廉工事
　ノ必要有之候条右追加工事御認可被成下度此段及申
　請候也
　　　　　　　　　　　記
一、工事の種類　　井戸塀並ポンプ据付工事
　水及石垣築工事　　電灯配線工事
二、工事の規模構造
　別紙図面設計書仕様書ノ通
三、工事予算　　金弐百弐拾五円　　町費支出
排
　追テ蓑二提出セル救護施設設置認可申請書ノ添付
書類救護i施設設備二要スル収支予算中第三款寄付金
第二項救護所営繕費指定寄付第一目救護所営繕費寄
付金壱千弐百七拾円ノ内節其ノ他一般寄付金百拾五
円ハ在満将士二対スル慰問金品ノ募集、軍需用基金
寄付等ノ累積二顧ミ止ムヲ得ス募集ヲ中止スルノ妥
当ナルヲ認メ右費金ハ町費二於テ支出見込ニツキ併
テ御了承アリタシ
〔添付〕　　・関係図面（2点）〔略〕
　　・救護所建物新築工事追加工事設計書　〔略〕
　　・救護所建物新築工事追加工事仕様書　　〔略〕
　　・救護所建物新築工事追加工事収支予算
本年度
¥　算
前年度
¥　算
差　引
搆ｸ
歳　入 国庫補助
ｧ費補助
?t金
510　　340
Q55　　220
P55　　1270
1；；△1115
歳　出 建築費 1186　　1950764
989円11銭ハ前年度二支出済
⑪救護施設設置追加工事施工方二関スル件　徳山町長
　宛　県学務部長　1536号　昭8．5．20
　　標記ノ件本月十六日社第一一七号ヲ以テ認可申請
　相成候処国庫補助ハ電灯、給水、排水、門塀等ノ設備
　モ昭和七年度救護所営繕費予算一九五〇円ノ内二含
　ムモノトシテ嚢二国庫補助ノ指令相成候モノニ付例
　へ追加工事トシテ新タナル予算ヲ設ケ工事ヲ施行セ
　ラルルモ指令額ナル三四〇円以上国庫補助無之モノ
　ト御了知相成度候也
　　追テ国庫補助ナキモ認可ヲ受ケ工事ヲ施行相成ル
　モノナルヤ否ヤ至急御回答相成度申添候
⑫救護施設設置追加工事施工方二関スル件　県学務部
　長宛　徳山町長　社117号　昭8．5．23
　　本町施設二係ハル標記ノ件二関シ本月十六日付ヲ
　以テ認可申請致置候処一昨二十日付社一五三六号ヲ
　以テ嚢二指令相成候国庫補助ハ電灯、給水、排水、門
　塀等ノ設備モ昭和七年度救護所営繕費予算中二含ム
　モノトシテ御措置相成候趣御回示ノ次第モ有之候処
　同年度予算中ニハ全然該当工事費ヲ含マサルハ添付
　セル設計書等二就キ明瞭ノ事ト存候然ルニ今回申請
　セル追加工事ハ右施工実施上避クヘカラサル必要ノ
　モノナルニ拘バラス之力設計脱漏セルヲ以テ今回追
　加申請ヲ為シタル義ニテ随テ法第二十五条二依リ国
　庫及県費ノ補助シ得ラルヘキモノト確信セルモノニ
　有之既二歳入予算中ニモ之ヲ計上本町会ノ議決ヲ終
　次第二有之候就テハ右事情御諒察ノ上法ノ条文二随
　ヒ相当額ノ補助相成候様特二御取計相願度此段及懇
　願候也
　　追テ救護施設設置二対スル設備二関シテハ当然地
　方長官ノ認可ヲ受クヘキ規定二付之ヲ遵守スル次第
　二有之尚国庫補助無キモノトハ曽テ考慮シタルコト
　無之右工事ハ実際上ノ必要二迫ラレタルモノニ候条
一99一
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是非共施工ノ希望ヲ有スルモノニ候条申添候
⑬タイトルなし〔救護施設国庫補助二関スル件、書簡〕
　社会局保護課水野属宛　井口県社会課長書簡　　昭
　8．5．27
　　拝啓時下益々御清穆ノ候奉慶賀候
　　陳者本県都濃郡徳山町救護所設置二就テハ予テ其
　ノ創設費及之二伴フ初度調弁費二参百四十円国庫補
　助ノ御指令ノ次第モ有之同救護所ハ昭和七年度二於
　テハ工事完了二至ラス昭和八年度へ繰越目下設備中
　ニテ約九割方完了致シ居リ候然ルニ当初ノ設計二電
　灯、給水、排水、石垣等ノ諸工事ヲ含マザリシモ工事
　ノ進捗二伴ヒ之等設備ノ必要ヲ痛感シ追加工事トシ
　テ之等諸工事施工方認可申請来リ候処此ノ工事二要
　スル費用ハ当初予算ノ範囲内ニテハ出来難キヲ以テ
　来年度二於テ予算追加（二百二十五円）ヲナシ工事ヲ
　施工セムトスルモノニ有之同町長ヨリ此ノ追加工事
　二対シテモ国庫補助相受ケ度希望申出候処創設費二
　対スル国庫補助ハ既二決定済ノモノニ付追加工事二
　対スル国庫補助追加ノ御詮議ハ相成難キモノトハ被
　存候へ共同町ヨリ申出ノ次第モ有之候二就テハ特二
　国庫補助相成ルベキ御取計願ハレ間敷候哉御手数ノ
　候乍恐縮何分ノ御内意至急御一報被下候ヘハ幸甚二
　存シ候
　　先ハ右御依頼申上度如斯御座候　　　　　　敬具
⑭タイトルなし〔救護施設国庫補助二関スル件、書簡〕
　井口県社会課長宛　社会局保護課水野属　昭8．6．15
　　謹啓時下益々御清穆之段奉賀候
　　陳者五月二十七日付御照会相成候貴管下徳山町救
　護所二関スル国庫補助ノ件右ハ既二指令済ノモノナ
　ルヲ以テ追加補助ノ詮議ハ困難ナリト思料セラレ候
　条左様御了知相成度此段及回答候也
⑮救護施設設備費国庫補助二関スル件　徳山町長宛
　県社会課長　昭8．6．26
　　五月十六日社第一一七号ヲ以テ認可申請相成候救
　護施設設置追加工事施工方ノ件二関シ五月二十日社
　第一五三六号ヲ以テ追加工事ヲ施工セラルルモ国庫
　補助ノ追加困難ノ旨及通牒置候処更二五月二十三日
　社第一一七号ヲ以テ国庫補助方御申出ノ次第モ有之
　候二付其ノ筋へ国庫補助方照会候処既二指令済ノモ
　ノニ付追加補助ノ詮議ハ困難ノ旨回答有之候条可然
　御了知相成度候也
⑯救護施設設備費国庫補助二関スル件　県社会課長宛
　　徳山町長　昭8．7．8
　　本年五月十六日付社第一一七号ヲ以テ当町救護施
　設設置追加工事認可申請二対シ其ノ後御来示ノ次第
　モ有之候二付テハ其ノ都度詳細及回報置候処客月二
十六日付社一五三六号ヲ以テ既二指令済ノモノニ付
追加補助ノ詮議相成難キ旨御申越相成候処右ハ該施
設ノ予定計画中其財源二至大ノ関係ヲ及ボスヘキモ
ノアリテ当町トシテハ大二困惑罷在候元来当町二於
テ該施設ヲ企画セルハ救護法ノ精神ヲ尊重シテ悲惨
ノ境遇二在ル人々ヲ収容救護スルヲ目的トセルハ申
スマテモ無キ儀二有之候得共一面救護法第二十五条
ノ規定二基キ当然国庫並二県二於テ相当補助金下付
可相成コトヲ予定シテ之ヲ企画シ随テ同法第七条二
依リ本県知事ノ認可ヲ得ヘク申請セル次第ノ有之候
而シテ右施設実施二伴ヒ欠クヘカラサル井戸ノ掘馨
排水電灯配線及土砂流失防止ノ為ニスル石垣築造等
ハ原設計中二脱漏セルモノニアルニ依り之ヲ本年度
ノ追加予算二計上シ本町会ノ決議ヲ経タルヲ以テ直
チニ其ノ認可申請ヲ為シタル訳合ニテ何等従前設計
ト重複セルニモ非ス且不要工事ト認ムヘキ簾モ無之
事ト存候
　申ス迄モナク町村予算ノ計上二付テハ累年二亘ル
経済界不振ノ後ヲ受ケテ相当窮迫ヲ告ケツNアルノ
実情二在ルヲ以テ貴庁二於テモ屡次訓令通牒等ヲ発
セラレテ御指示相成候次第モ有之候通町村民負担ノ
軽減ヲ考慮シ最小限度二止メタルノ関係モ有之大シ
タル余裕金モナキ現情二有之候二付テハ万一予期セ
ル補助金ノ交付ヲ得ル能ハサル場合ハ歳入予算二欠
陥ヲ来シ本町財政運用上ノ支障モ少カラサルノミナ
ラスー面救護法二於ケル規定ヲ無視スルヤノ嫌モ有
之甚遺憾二堪ヘサル次第二存候就テハ右実情篤ト御
諒察ノ上補助金御下付相成候様今一度特別之御配慮
相願度此段再度及懇願候也
⑰救護施設設備費国庫補助二関スル件　徳山町長宛
　県社会課長　昭8．7．18
　　蓑二御申出有之候標記ノ件二関シテハ六月二十六
　日社第一五三六号ヲ以テ其ノ筋へ照会セシモ国庫補
　助ノ詮議困難二有之候旨及通知置候処本月八日社第
　一一七号ヲ以テ更二御申出次第モ有之候へ共貴町救
　護施設ノ創設二対スル国庫補助トシテハ当初申請セ
　ラレタル予算ヲ以テ創設二要スル総テノ費用ヲ支弁
　シ得ラルベキモノトシテ補助額三百四十円二決定シ
　既二補助指令相成候モノニ付例へ追加ヲ要スル工事
　ノ為当初予算ヲ超過スルコトアルモ国庫補助ハニ分
　ノー以内二付補助率ガ低下スル筋合イノモノニテ決
　定シタル補助額ハ変更セサルモノニ有之且ツ指令年
　度モ経過シ竣工二至ラサルヲ以テ貴町救護施設二対
　スル補助金トシテ本年二繰越サレタル予算ヲ変更ス
　ルコトハ出来難キ次第モ有之候条国庫補助ノ追加ハ
　出来難キモノト御了知相成度候也
⑱救護施設事務開始ノ件
　社339号　昭8．9．2
山口県知事宛　徳山町長
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　予テ御認可ヲ得タル本町救護施設工事完了二付テ
ハ本月一日ヨリ事務開始致候条此段及報告候也
⑲救護施設設備費二対スル国庫補助二関スル件　徳山
　町長宛　県学務部長　昭8．9．11
　　本月二日社第三三九号ヲ以テ救護施設ノ工事完了
　ノ旨御報告有之候処昭和七年四月一日社第七九八号
　通牒（県報）二依リ設備完了シタルトキハ右通牒ノ様
　式第四号二依ル精算書ノ提出ヲ要シ候条至急提出相
成候也
　追テ補助金ハ本文精算書提出ノ後交付可稲成候二
付申添候
⑳救護施設設備完了二付補助金下付申請　内務大臣宛
　　徳山町長　社117号　昭8．9．15
　　客年五月四日付社第一一七号ヲ以テ申請致候当町
　救護施設八月三十日設備完了致候条補助金御下付被
　成下度関係書類相添此段申請候也
〔添付書類〕
・救護施設ノ設備二対スル国庫補助精算書
予　　算　　額 決　　　算　　　額
種　別 設備費
濠z
寄付金
ｴ他収
差引国
ﾉ補助
軏{額
同上二
ﾎスル糟ﾉ補
侮w令z
設備費
香@額
寄付金
ｴ他収
差引国
ﾉ補助
軏{額
同上二対スル国庫
竢侮w令z
国庫補助
z二対ス
去w令額ノ過不足
創設費
　円　　　円　　　円
P850　　1270　　580
円340一 　円　銭　　円　銭　　円　銭
Q047　　41　　1155　　00　　　892　　41
円　銭
S96　41
円　銭
P56　20
初度調弁費 100　　　－　　　100 100　00　　－　　　　100　00
計 1950　　1270　　680340 2147　　40　　1155　　00　　　992　　41496　41156　20
備考　設備完了年月日　昭和八年八月三十日
　本施設ノ設備ハ本年一月十日認可ヲ得タルモノナレドモ厳寒ニシテ工事ノ進捗意二任セズ、止ムヲ得ス昭和入年度二繰越施行スルニ至
　レルモノナリ、而シテ井戸、塀、ポンプ据付排水並二石垣築造電灯配線等ノ設備ヲ追加シ又寄付金中百五十円ノ収入ヲ得サルニ依り町費ニ
　テ補填セル昭和人年度二繰越追加セル金額左ノ如シ
　　ー金　壱千百八十六円（予算額）
　施設設備に関する寄付金内訳
　　新見喜三指定寄付金　　　　　　一、OOO円
　　徳山町方面助成会指定寄付金　　　　一五五円
　　　　　　計　　　　　　　一、一五五円
・請負契約証書（写）　　〔略、以下も同じ〕
・請負契約保証金納付書
・徳山町救護所新築工事精算書明細書
・請負契約証書（写）　追加工事分
・徳山町救護所新築工事追加工事精算書明細書
・救護施設工事二関スル支出明細書　徳山町救護所
・雑費支出増額二対スル理由書
・救護施設初度調弁費支出明細書　徳山町救護所
⑳救護施設設備費二対スル国庫補助二関スル件　社会
　局社会部長宛　山口県知事　2965号　昭8．10．5
　　管下徳山町救護所創設費及之二伴フ初度調弁費二
　対スル国庫補助二関シテハ三月三十日収社第二八五
　号ヲ以テ御指令ノ次第モ有之別紙ノ通同町長ヨリ精
　算書差シ出シ候二付調査候処不都合無之モノF被認
　候二付補助金交付致シ候条此段及報告候也
⑳タイトルなし〔国庫補助金交付二関スル件、書簡〕
　県井口社会課長宛　社会局保護課新妻一郎属　　昭
　8．11．10
　　拝啓時下愈々御清穆之段奉賀候
　陳者客月五日社第二九六五号ヲ以テ貴管下徳山救
護所二対スル国庫補助金交付ノ旨報告相成候処右救
護所ノ創設費及之二伴フ初度調弁費支出精算書ノ内
容ヲ調査スルニ左記ノ如キ不備ノ点有之候条御再調
ノ上折返シ御回答相煩度願上候　　　　　　　敬具
　　　　　　　　　　記
一、弐百円ノ追加工事ハ蓑二当局二於テ承認シタル
　設計外ノ工事ナルモ右ハ県二於テ承認済ナルヤ及
　右工事ノ概要並関係書類送付ノコト
ニ、雑費支出四十七円四十一銭申農作物補償費及土
　地借入料二ヶ月分ノ内容詳細
三、支出証愚書類写提出ノコト
⑳救護施設ノ設備費国庫補助清算二関スル件　徳山町
　長宛　県社会課長　1965号　昭8．11．14
　　貴町救護所創設費及之二伴フ初度調弁費二関スル
　国庫補助精算書ハ嚢二提出ノ次第モ有之候処左記事
　項社会局保護課ヨリ照会ノ次第モ有之候条至急御回
　報相成度及照会候也
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　　　　　　　　　　記
一、国庫補助承認外ノ追加工事（弐百円ノ追加工事）
　ノ概要並に関係書類（設計書図面等）送付アリタシ
ニ、雑費支出四十七円四十一銭中農作物補償費及土
　地借入料二ヶ月分ノ内容詳細承知シタシ
三、支出証愚書類写送付ノコト
⑳救護施設ノ設備費国庫補助清算二関スル件　県社会
　課長宛　徳山町長（助役）　社453号　昭8．11．21
　　本月十四日付ヲ以テ標記ノ件二関シ追加工事ノ概
　要並関係書類雑費中農作物補償費、土地借入料内容
　支出証愚書写等送付スヘキ旨御申越二付テハ別紙ノ
　通及進達候也
　〔別紙〕
　　　・国庫補助承認外追加工事概要
　　国庫補助ノ御承認ヲ得ル能バサリシ追加工事ハ井
　戸塀並ポンプ据付工事排水及石垣工事電灯配線工事
　ニシテ当初予算二於テ設計漏レFナリタルモノナリ
　元来力Nル施設ヲ当然必要欠クヘカラサルモノニ属
　スレドモ救護所営繕費指定寄付セラレタル関係上最
　初屋舎ノ建築ヲノミ企画シ予算ノ計上ヲ行ヒタリシ
　ガ事実問題トシテハ之ガ竣工ト共二直チニ事務開始
　ノ必要ヲ痛感スルニ至リシ為メニ止ムヲ得ス追加工
　事ノ施工ヲ企画セサルヘカラサルニ至リシモノナリ
　而シテ右工事概要ハ別紙図面並二設計書二依リ熟知
　シ得ラルXヲ以テ説明ヲ省略ス但工事費中井戸塀並
　ポンプ据付工事排水及石垣築造工事請負入札ノ結果
　金弐百円ヲ以テ施工シ電灯配線工事ハ山口県徳山電
　気出張所二委嘱施工シ金七円七拾五銭ヲ要シタルモ
　ノナリ
　　　・雑費中農作物補償費及土地借入料内容説明書
　一、農作物補償費金弐円四拾銭ノ支出ヲナセルハ本
　　施設建設地内ハ元来畑地ニシテ小作人ハ前年秋季
　　ヨリ空豆ヲ栽培シ施肥二三回二及ヒシガー月二十
　　六日付ヲ以テ位置変更二関スル認可ノ指令アリ為
　　二右農作物三十坪二対シ之力補償ヲ行ヒ工事ノ施
　　工ヲナスニ至リタルモノナリ而シテ右補償価格ハ
　　他ノ農村救済土木工事等二於ケルモノト比較対照
　　シー坪金八銭妥当ト信シ小作人ノ了解ヲ得テ之力
　　決定ヲナセルモノナリ
　ニ、土地借入料ハ元来年額一坪金三十銭ヲ以テー月
　　末日ヲ以テ契約セリ元来右地代ハ借地料二依ルヲ
　　妥当カト信スレドモ工事中ハ寧ロ建築費二属セシ
　　メ竣工ノ後之ヲ経常費借地料ヨリ支出スルヲ取扱
　　上便ナリト思惟シカク支出セルモノニシテ借入坪
　　数九十坪ナルニ依リ年額ノ六分ノーヲ支払ヒタル
　　モノナリ
⑳救護施設ノ設備費国庫補助清算二関スル件　社会局
　保護課新妻属宛　井口県社会課長　昭8．11．24
　拝復愈々御清祥ノ段奉賀候
　陳者本月十日付御来照有之候徳山町救護所二対ス
ル国庫補助ノ件御手数相煩シ恐縮仕リ候御来照ノ事
項左記ノ通二有之候間御了承様被下度御回答申上候
　　　　　　　　　記
一、弐百円ノ追加工事ノ概要及関係書類
　　　別紙ノ通　〔別紙は、略〕
二、右工事ハ国庫補助ノ承認ヲ受ケサルモノナルモ
　救護所設置上必要欠クベカラサル工事二付補助ノ
　有無二関セス町二於テ追加工事トシテ施工セルモ
　ノニ有之候
三、雑費支出中農作物補償費及土地借入料ノ内容ハ
　左記ノ通二有之候
　〔略、前掲⑳の徳山町回答中の別紙記載と同じ〕
四、支出証愚書類写　　別紙ノ通　〔別紙は、略〕
資料4一③　宇部市救護所の設置設備費補助申請関係
　〔編者注〕　宇部市の設備費補助申請は、設備認可申
　　　　　請と同時に行なわれた関係上、関係文書
　　　　　は、前掲の資料3中にも含まれている。
　　　　　　その主なものは、3－（4）一②、④～⑨、
　　　　　⑪、⑭～⑯、⑱、⑲、⑳、⑳などである。
①救護施設ノ設備終了並事業開始ノ件　県知事宛　宇
　部市長　宇社発645号　昭10．10．12
　　本年四月二十三日付指令社第八九五号ヲ以テ御認
　可相成候本市救護所ハ客月三十日竣工シ本日ヨリ事
　業ヲ開始致候条救護法施行規則第二条二依リ此段及
　報告候也
②救護施設ノ設備竣工並事業開始ノ報告二関スル件
　社会局社会部長宛　山口県知事　社1463号　　　昭
　10．10．18
　　本年三月三十日収社第二四三号ヲ以テ救護施設ノ
　設備認可方御承認相成候管下宇部市救護所ハ九月三
　十日竣工シ十月十二日ヨリ事業ヲ開始致シ候条此段
　及報告候也
　　追テ宇部市救護所建設二対スル国庫補助申請ノ時
　期二就テハ更メテ御通牒可相成コトN相成居リ候処
　可成本年度二於テ御補助相成候致度申添候
③救護施設ノ創設費、拡張費及之二伴フ初度調弁費二
　対スル国庫補助二関スル件通牒山口県知事宛社
　会局社会部長　社発57号　昭12．3．2
　　嚢二創設（拡張）ヲ承認相成居候左記救護施設ノ創設
　費（拡張費）及之二伴フ初度調弁費二対スル国庫補助
　金下付申請書ヲ左記二依リ提出セシメ其ノ設備力当
　局ノ承認アリタル設備ノ計画二適合スルヤ否ヤヲ調
　査シ其ノ意見ヲ附シ来ル三月十日迄二御進達相成度
　　　　　　　　　　　記
一　102　一
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一、申請書ニハ昭和七年三月七日発社第二三号通牒
　様式第五号二依ル精算書ヲ添付セシムルコト
ニ、国庫補助率ハニ分ノートスルコト
三、精算書ニハ竣工年月日ノ外工事着手年月日ヲ記
　載セシムルコト
四、支出明細書ニハ証愚書類ノ写ヲ添付セシムルコ
　ト
五、申請書ノ宛名ハ内務大臣トスルコト
　　　救護施設　宇部市救護所
④救護施設ノ創設費及之二伴フ初度調弁費二対スル国
　庫補助二関スル件　宇部市長宛　県学務部長　社685
　号昭12．3．5
　　嚢二認可相成候貴市救護所ノ創設費及之二伴フ初
　度調弁費二対スル国庫補助金下付申請書至急提出方
　社会局社会部長ヨリ通牒i有之候二付テハ左記二依リ
　折返シ御提出相成度
　　　　　　　　　　　記
　一、申請書ニハ昭和七年四月社第七九八号救護費国
　　庫及県費補助取扱方ノ件通牒様式第四号二依ル精
　　算書ヲ添付スルコト
　ニ、国庫補助率ハニ分ノートスルコト
　三、精算書ニハ竣工年月日ノ外工事着手年月日ヲ記
　　載スルコト
　四、支出明細書ニハ証逓書類ノ写ヲ添付スルコト
　五、申請書ノ宛名ハ内務大臣トスルコト
⑤救護施設ノ創設費及之二伴フ初度調弁費二対スル国
　庫補助申請ノ件　県学務部長宛　宇部市長　宇社発
　190号　昭12．3．9
　　本月五日付第六八五号ヲ以テ御通牒相成候標記ノ
　件別紙ノ通補助申請書及提出候条本年度内二交付相
　成様御取計相煩度此段及回報候也
⑥救護施設ノ創設費及之二伴フ初度調弁費二対スル国
　庫補助申請ノ件〔申請書〕　内務大臣宛　宇部市長
　宇社発190号　昭12．3．9
　　昭和十年四月二十三日付指令社第八九五号ヲ以テ
　山口県知事ヨリ御認可相成候救護施設ノ設備二要シ
　タル費用二対シ国庫補助金ヲ御下附相願度別紙書類
　相添へ此段及申請候也
　〔添付〕　　・請負契約書（昭10．5．25）　〔略〕
　　・宇部市救護所建築工事設計書、設計明細書〔略〕
　　・昭和十年度山口県宇部市歳入歳出追加予算〔略〕
　　・支出証逓書類（創設費、初度調弁費）　〔略〕
⑦救護施設ノ創設費及之二伴フ初度調弁費二対スル国
　庫補助二関スル件　社会局社会部長宛　山口県知事
　宇社発190号　昭12．3．11
　　本月二日社発第五七号ヲ以テ御照会相成候標記ノ
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件二関スル補助申請書別紙ノ通及提出候処右設備ハ
御承認ノ通ニテ不都合無之様被認可条可然御取計相
成度候也
〔別紙〕　内務大臣宛申請書　　〔略〕
⑧救護施設ノ創設費及之二伴フ初度調弁費二対スル国
　庫補助二関スル件通牒　山口県知事宛　社会局社会
　部長　収社224号　昭12．3．31
　　三月十一日社第六入五号ヲ以テ宇部市長ヨリ提出
　二係ル標記国庫補助申請書進達有之候処別紙ノ通指
　令相成候二付左記事項御了知ノ上可然御取計相成度
　　　　　　　　　　記
　一、初度調弁費ハ社会局二於テ承認以外ノモノヲ購
　　入セルハ不都合ナルモ事情巳ムヲ得ザルモノト認
　　メ国庫補助相成タル次第二付将来如斯コト無之様
　　留意セシムルコト
　ー、国庫補助予算ハ別途配付セラルルヲ以テ至急交
　　付シ交付ヲ了シタルトキハ其ノ年月日及交付額ヲ
　　直二報告スルコト
⑨タイトルなし〔宇部市国庫補助決定通知〕　宇部市長
　宛　内務大臣　収社224号　昭12．3．31
　　昭和十二年三月九日附申請救護施設ノ創設費及之
　二伴フ初度調弁費国庫補助ノ件聴届ケ金二千四百二
　十円ヲ補助ス
　　但シ左ノ通心得ヘシ
　　　　　　　　　　　記
　一、補助基本額ハ宇部市救護所創設費及之二伴フ初
　　度調弁費精算額四千入百四十円六十二銭トス
　ニ、救護法二依ル利用ノ程度ハ全部トス
⑩救護施設ノ創設費及之二伴フ初度調弁費二対スル国
　庫補助二関スル件　宇部市長宛　県学務部長685号
　　昭12．4．7
　　三月九日宇社発第一九〇号ヲ以テ提出二係ル標記
　国庫補助申請書二対シ社会局社会部長ヨリ別紙ノ通
　指令書送付有之候二付左記事項御了知ノ上救護施設
　ノ運用二関シテハ特二御留意相成度及通牒候也
　　　　　　　　　　記
　一、初度調弁品ハ社会局二於テ承認以外ノモノヲ購
　　入セルハ不都合ナルモ事情巳ムヲ得ザルモノト認
　　メ国庫補助相成タル次第二付将来如斯コト無之様
　　留意スルコト
　ー、国庫補助金ハ別途送付ス
⑪救護施設ノ創設費及之二伴フ初度調弁費二対スル国
　庫補助二関スル件　社会局社会部長宛　山口県知事
　685号　昭12．4．19
　　三月三十一日収社第二二四号ヲ以テ御通牒有之候
　標記ノ件二関スル国庫補助金弐千四百弐拾円也　昭
　和十二年四月十六日交付ヲ了シ候条此段及報告候也
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資料5　救護施設収容救護者の状況と救護費支出額（山口市・徳山町・宇部市救護所）
注1．本資料5は、救護施設に収容救護された被救護者の状況および救護費支出額がどのように算定・支出
　　され、それが救護i施設での、主として食事など日常の賄い経費となっていたかを示すものである。
　2．原資料は、山口県文書館所蔵の旧山口県庁社会課の各種の救護法施行関係文書綴＊に含まれる各市町村
　　が提出した「救護費支出額内訳書」あるいは「救護費支出額明細書」中から、収容救護の該当分を抽出し
　　たデータにより作成した。
　　　　＊文書館所蔵の県庁社会課の救護法施行関係文書綴（完結簿冊）は、19点におよぶ。
　3．市町村の提出文書の書式が必ずしも一定していないことなどのため「救護事由」などの内容に不祥部分
　　があるが、それらは「・」とした。
　4．原資料がすべて手書きのものであることなどから、判読困難なものの判別は筆者（寺脇）の責任で行
　　なった。なお、性別の判別は氏名から判断したものであるため、正確なものではない（判別困難なものは
　　＊印）が、参考のため示した。
①山口市救護所／1934、1935年度（定員10人、うち法該当分10人、医療設備あり）
人 性 救護 収容期間と日数 救護 救護費 備　　　　考
名 別 事由 月日～月日　　日数 単価 支出額
日 銭 円銭1934 a 女 老衰 4．1－3．31　　　36515 5475
年度 b 女 老衰 4．1－8．31　　　15315 2295
C 女 老衰 4．1－6．30　　　　915 13656．25（埋葬費7円）d 男 老衰 4．1－3．31　　　36515 5475
生 e 女 老衰 4．1－3．31　　　36515 5475
f 女 老衰 4．1－12．31　　　2751 41251．2死亡（埋葬費7円）
9 女 老衰 4．1－9，30　　　18315 27459．9死亡（埋葬費7円）
活 甘
男男 疾病
ｾ病
8．2－8，23　　　22
V．1－7．31　　　　31
R 330S655．9死亡（埋葬費7円）8．2死亡（埋葬費7円）
」 女 老衰 12．1－1．31　　　6215 9301．9死亡（埋葬費7円）
扶
￥ 男女 幼弱
V衰
4．1－6，30　　　91
S．1－3．31　　　365
｝1 910T475
m 男 老衰 4．1－3．31　　　36515 5475n 男 疾病 4．1－2．28　　　33415 5010
助 0 女 疾病 4．1－2．28　　　334
15 5010
P 男 疾病 7．1－8．31　　　　6210 620救護単価の変更10銭→15銭
同 上 9．1－11．30　　　9115 136511．2死亡（埋葬費7円）
q 男 老衰 2．1－3．31　　　　5915 885
小計 3613 53430
医 ；
男男 ： 4．1－1．15　　　290
V．18－7．23－　　　6
14632W887．22死亡（埋葬費6円）
療 小計 296 15520 埋葬費　合計52円
日 銭 円銭1935 a 女 老衰 4．1－3．31　　　36515 5475
年度 生 ： 男女 老衰V衰
4．1－3．31　　　365
S．1－10．31　　　214
｝1 5475R21010．11死亡（埋葬費7円）
活 ：
女男 老衰
V衰
4．1－12．31　　　275
S．1－3．31　　　365
銘 4125V300
1．10死亡（埋葬費7円）
扶 f 男 老衰 7．1－11．30　　　15315 229512．4死亡（埋葬費7円）
助 1 男男 疾病V病 4．1－12．31　　　275S．1－3．31　　　365
｛； 4125T475
12．2死亡（埋葬費7円）
小計 2377 一 37480
i 男 ● （8．21－　）　　35一 4223
医 長
男男
： （4．13－4．30）　　6
i6．18－8．30）　　42二
437Q685
1 女 ・ （7．10－7．31）　　10一 666
療 m 男 ● （9．3－10．5）　　32一 2035
小計 125 一 15432 埋葬費　合計28円
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①山口市救護所／1937年度（定員10人、うち法該当分10人、医療設備あり）
人 性 救護 収容期間と日数 救護 救護費
備　　　　考
名 別 事由 月日～月日　　日数 単価 支出額
日 銭 円銭1937 a 女 老衰 4．1－3．31　　　36515 5475
年度 b 男 老衰 4．1－9．30　　　18315 2τ459．23死亡（埋葬費7円）
生 C 男 老衰 4．1－3．31　　　36515 5475d 女 ■ 4．1－3．31　　　36515 5475
活 e 男 ・ 4．1－2．28　　　33415 50101．12死亡（埋葬費7円）
扶 f 女 ● 4．1－3．31　　　36520 7300
9 女 ◆ 4．1－3．31　　　36515 5475
助 h 女 ● 4．1－3．31　　　36510 3650
i 女 ● 4．1－1．31　　　30620 61201．17死亡（埋葬費7円）
j 男 ● 4．1－6．30　　　　915 13656．14死亡（埋葬費7円）
k 男 ● 4．1－9．30　　　　5115 7659．24死亡（埋葬費7円）
小計 3155 48855
1 ＊ ● 9．14～10．12　　　305 1500
医 m ＊ ・ 7．29－8．7　　　　1050 500n 女 ● 4．28－5．21　　　2450 1258
小計 64 3258 埋葬費合計35円
②徳山町救護所／1934、1935、1937年度（定員12人、うち法該当分12人）
人 性 救護 収容期間と日数 救護 救護費
備　　　　考
名 別 事由 月日～月日　　日数 単価 支出額
日 銭 円銭1934 a 男 老衰 4．1－3．31　　　36515 5475
年度 生 b 女 老衰 4．1－3．31　　　36515 5475
C 女 老衰 4．1－3．31　　　36515 5475
活 d 男 老衰 7．19－3．31　　　25615 3840
e 男 老衰 10．24－3．31　　15915 2385
扶 f 女 疾病 1．17－1．26　　　　615 90 1．25死亡（埋葬費7円）
助
小計 1516 22740 埋葬費計7円
日 銭 円銭1935 a 男 老衰 4．1－3．31　　　36615 5490
年度 生 b 女 老衰 4．1－3．31　　　36615 5490
C 女 老衰 4．1－3．31　　　36615 5490
活 d 男 老衰 4．1－8．31
同 上 12．16－3．31　　29015 4350日数は、救護廃止後、再開した分との合計分
扶
e 男 疾病 4．1－7．15　　　10615 1590
助 f 女 老衰 12．1－3．31　　　12215 1830
」 男 老衰 4．1－3．31　　　36615 5490
小計 1982 29730 埋葬費計一円
日 銭 円銭1937 a 男 老衰 4．1－1．15　　　29015 43501．17死亡（埋葬費7円）
年度 生 b 女 老衰 4．1－7．31　　　12215 183010．15死亡（埋葬費6円）
C 女 老衰 4．1－3．31　　　36515 5475
活 d 女 老衰 4．1－3．31　　　36515 5475
e 女 老衰 4．1－3．31　　　36518 6570
扶
f 女 老衰 4．1－3．31　　　36518 6570
助
小計 1872 30270 埋葬費計13円
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③宇部市救護所／1935、1937年度（定員14人、うち法該当分14人、医療設備あり）
人 性 救護 収容期間と日数 救護 救護費
死亡日
埋葬 最初の収容 前年度と
ﾌ継続の 備考
名 別 事由 月日～月日　El数 単価 支出額 費 救護年月日 有　　無
日 円銭1935
N度 生活
c6e
男女男女男 10．12－3．31　172
P0．12－3．31　172
P0．14－3．31　170
P0．14－3．31　170
P0．14－3．31　170
llll20 3440R440R400R400R400
1935．10．12
P935．10．12
P935．10．14
P935．10．14
P935．10．14
新規
V規V規V規V規
扶助 fIi 男男男女 10．14－3．31　170
P0．16－3．31　168
P1．11－12．13　33
P0．18－3．31　166
20
P120
3400
R360U60R324
1935．10．14
P935．10．16
P935．11．11
P935．10．18
新規
V規V規V規
（移送費） （4人分の移送） 一 610
小計 1391 一 28434 一
注 《医療費》 上記の収容救護を受けている老のうち、 下記のもの7人が、併せて医療を居宅
救護扱いで受けている。
： 12円72銭
P1円16銭
b20円52銭
奄Q円48銭
C 10円04銭 e 17円26銭f17円76銭
医療費計 91円94銭
日 円銭1937
N度
生
ζ6e
女女女男男 4．1－10．3　　186
S．1－3．31　　365
S．1－3．31　　365
S．1－11．27　　241
S．1－3．31　　365
髪i；22 4092W032W032T302W032
10．2
P1．27
130
R60
1935．10．12
P935．1018
P935．10．14
P935．10．14
P936．10．8
継続bp続規ip続ep続cp続・
活扶 f（i 　男
@女@女
ｯ　女
　：　■上　● 4．1－3．31　　365
P1．12－11．19　　8
S．1－11．30　　243
P．1－3．31　　　91
S．1－3．31　　365
弱弱 8032P76
V348W032
1936．10．9
P937．11．12
P936．10．9
P936．4．4
継続・
V規p続・
p続・
一時中断
~護再開
助 垂 女男 ： 8．9－10．26　　79
P1．21－1．6　　47
；1 1738
P17510．262701937．8．9P937．11．21新規V規
（移送費） 一 一 140
小計 2720 一 60121 760
注 《医療費》 上記の収容救護iを受けている者のうち、 下記のもの9人が、併せて医療を居宅
救護扱いで受けている。
9a89銭@36銭
？ 1円10銭　　c10銭
P7円30銭　　k23円50銭
d12円58銭e 15円71銭 f36銭纓ﾃ費計 81円78銭
日 円銭1938
N度
生
ζ3e　女
@女@女@男@男ｯ
　：
@：　●上
4．1－3．31　　365
S．1－11．30　　244
S．1－3．31　　365
S．1－3．31　　365
S．1－10．3　　186
P1．14－1．14　　97
1；1；25 9125U100
X125X125
V1．00
11．30
Q．18
400
S00
1935．10．18
P935．10．14
P936．4．4
P936．10．8
P936．10．9
継続bp続規ep続ip続ep続f 一時中断~護再
活扶
fI　女
ｯ　男　女
　●
縺@：
4．1－2．28　　334
R．14－3．31　　18
U．13－3．31　　292
U．13－3．31　　292
ll25 88．00V300V300
1936．10．9
P938．6．13
P938．6．13
継続h
V規V規
一時中断
~護再開
助 i11 男男女男 6．24－3．31　　281
V．1－3．31　　274
W．27－9．11　　16
X．7－9．21　　　15
；；窮 7025U850S00R759．22 400
1938．6．24
P938．7．1
P938．8．27
P938．9．7
新規
V規V規V規
小計 3144 78600 1200
注 《医療費》 上記の収容救護を受けている者のうち、 下記のもの9人が、併せて医療を居宅
救護扱いで受けている。
76円06銭P円36銭 b1円30銭　　c汲X6銭　　k　84銭4円02銭 e 58銭 h5円 15円28銭医療費計 25円78銭
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資料6　私立救護施設（大勧進養育院）の収支決算一覧（1931～1944年度）
注1．本資料6は、『大勧進養育院年報』各年版に掲載の決算書中の数値を掲載したものである。
　2．1939年度のみは、決算のほか追加決算があり、ここにはその合算値を計上した。
　3．1934年度には増改築工事（3945円）があり、1939年度には三帰寮の増改築工事（5386円）があった。
　　そのため、この両年度は収支とも変則的である。なお、三帰寮は育児部門の名称である。
1931年度 1932年度1933年度 1934年度 1935年度1936年度1937年度
円 円 円 円 円 円 円
経常費歳入
御下賜金 200 200 200 300 300 300 309
助成金 100 1，000 953 2，100 1，400 1，100 800
（国庫助成金） 100 100 100 400 400 400 400
（民間助成金） 一 900 853 1，700 1，000 700 400
寄付金 674 761 1，058 795 404 318 495
補助金 1，501 1，476 1，123 1，132 1，128 1，158 1，123
（国庫補助金） 一 一 一 一 一 一 一（県補助金） ＊　756 ＊　703 390 444 430 430 410
（市補助金） 400 400 378 378 378 378 378
（寺院関係補助） 345 372 355 310 320 350 335
救護受託金 一 885 1，311 1，487 1，718 1，619 1，655
（救護受託金） 一 885 1，290 1，482 1，673 1，571 1，599
（医療費） 一 一 7 5 17 14 3
（葬祭費） 一 一 14 一 28 35 53
財産収入 927 954 972 833 942 929 803
維持会費 2，722 1，364 1，387 1，312 445 268 1，329
売店繰入金 一 一 50 287 400 421 440
雑収入 264 231 141 241 97 85 59
繰越金 608 583 516 LO46 135 279 一借入金 一 一 一 一 一 340 一別途寄附金 一 一 一 1，591 一 一 一繰入金 一 一 一 一 一 一 1，151
歳入合計 6，996 7，455 7，71111，131 6，968 6，817 8，163
経常費歳出
事務費 1，497 1，311 1，458 1，818 1，824 1，797 1，959
会議費 33 24 27 34 41 39 34
救育費 1，381 1，355 1，095 1，496 1，198 1，443 1，803
三帰寮経費 1，908 1，781 2，251 2，360 2，513 2，573 2，797
償却金 733 1，566 175 259 249 227 211
集金費 279 136 139 131 44 42 194
雑支出 181 140 205 157 168 259 421
修繕費 201 126 62 95 254 137 86
基本金繰入 200 500 900 700 400 300 400
予備費 一 一 一 一 一 一 一別途会計へ支出 一 一 ＊　250 3，945 一 一 一繰越金 583 516 1，046 135 279 一 257
歳出合計 6，996 7，455 7，71111，131 6，968 6，817 8，163
附表／三帰寮経費内言
事務費 754 763 892 870 854 この年度 894
救育費 1，062 943 1，234 1，336 1，606 の内訳不 1，793
雑支出 23 48 71 66 31 明 32
修繕費 69 27 29 72 22 49
予備費 一 一 25 一 一 30
三帰寮経費合計 1，908 1，781 2，251 2，344 2，513 2，573 2，797
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4．
5．
6．
歳入の（県費補助金）欄のうち、＊印の1931、1932年度は、県皿救米金補助を含んでいる。
歳出の「別途会計へ支出」欄の1933年度分（＊）は記念式典費である。
原資料の数値は、銭の単位まで計上されているが、ここでは四捨五入して円の単位までとした。
1938年度1939年度1940年度 1941年度 1942年度1943年度1944年度
円 ＊円 円 円 円 円 円
歳入決算 追加決算
、含む
御下賜金
武ｬ金
　300
P，000
goδ 806 506 586 57δ 30δ
　（国庫助成金）
@（民間助成金）
?t金竢赴焉
@（国庫補助金）
@（県補助金）
@（市補助金）
@（寺院関係補助）
~護受託金
@（救護受託金）
　500
　（医療費）
@（葬祭費）
燻Y収入
ﾛ持会費
?X繰入金
G収入J越金ﾘ入金
　326 i召　8661，214；；116き 12；1，083；lll夢　800
別途寄附金 一 一 一 一 一 一 一
繰入金 一 一 一 一 一 一 一
歳入合計 8，649 15，081 11，293 13，269 11，985 15，406 12，116
歳出決算
@事務費
@会議費
@救育費
@三帰寮経費
@償却金
@集金費
@雑支出
@修繕費　基本金繰入
1，886@32
P，803
R，870@200
堰G1311
2，200@42
Q，731
T，220
R，580
G；16器
2，161@40
Q，604
S，452@397
P器｛1！
2，346@34
Q，230
S，895
P，800
G認｛81
2，360@39
Q，697
T，011@397
o！！lii
2，505@46
Q，334
T，220
Q，800
R11
G諾
2，163@21
Q，249
S，357
P，000
S1；
@　：
予備費 一 一 一 一 一 一 一
別途会計へ支出
J越金
： 16互 596 62亨 48； 　　一P，410 　　一P，909
歳出合計 8，649 15，081 11，293 13，269 11，985 15，407 12，116
附表／三帰寮経費内曇
@事務費
@救育費
@雑支出
@修繕費
1，318
Q，377
Pil
1，353
R，673
P｛；
　981
R，092
Q1；
1，325
R，456
1，245
R，443
Q1；
1，557
R，432
P11
1，359
Q，845
P5三
予備費 一 一 一 一 一 一 一
三帰寮経費合計 3，870 5，220 4，452 4，894 5，011 5，220 4，357
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資料7　公立救護施設事務費の内訳と財源（山口市・徳山町・宇部市救護所、1932～1938年度）
注1．本資料7は、公立の救護施設の運営・維持管理に要する経費である「救護施設事務費」の実態とその
　　財源がどのようなものであったかを示すものである。
　2．原資料は、山口県文書館所蔵の旧山口県庁社会課の各種の救護法施行関係文書綴に含まれる救護施
　　設設置の市町村が県社会課宛に提出した救護施設の「事業執行状況等調」（1937年度から1936年度分ま
　　で）および、各市町村が提出した「救護費支出額内訳書」あるいは「救護費支出額明細書」「救護施設の
　　事務費に対する国庫補助基本額算出調書」など（1932年度から1938年度分まで、ただし文書によりいく
　　つかの年度の欠如あり）から、所要の数値を抽出・突合し、吟味したデータから作成したものである。
3．
4．
5．
　原資料により、数値が若干異なるなどの問題がいくつかあったが、資料全体を通しての総合的な判断
で、より適切で整合性があると思われる方の数値を採用したものがある。
　事務費の費目名称、区分については、原資料によって、市町および年度で異なるものがあるが、資料
の呼称・区分をできるだけ生かしつつ、統一的に比較出来るように配慮した。
本表中の表記上の凡例は、以下の通りである。なお、金額については、円未満は四捨五入した。
　金額欄　　「一」＝ゼロを意味する。　　　「　・　」＝該当の数値が原資料にないもの。
　比率欄　　「0」＝小数点以下の値があるが、四捨五入のため　0となるもの。
①山口市救護所（1932年9月1日事業開始）
1932年度1933年度 1934年度 1935年度1936年度 1937年度1938年度
金額　比率 金額　比率 金額　比率 金額比率 金額比率 金額　比率 金額比率
a 円　　％ 円　　％ 円　　％ 円　　％ 円　　％ 円　　％ 円　　％経費総額（事務費） 968　100987　100 1123　1001165　1001753　100913　1001259　100
事務員給料 350　　36371　　38396　　35396　　34 396　　23434　　48488　　39看護婦給料 一一 一一 一一 一一 432　　25一一 一一内 雑給・手当@使丁給金
322　　33　・ 338　　34　・ 421　　37　・ 293　　25　・ 317　　18
Q19　　12
315　　35
Q19　　24
350　　28
Q34　　19手当賞与 ● ● ● ■ 95　　5 93　　10114　　9傭人料 ■ ● ● ・ 3　　0 3　　0 2　　0嘱託医手当 一一 一一 一一 一一 一一 一→ 120　　10需要費 238　　25244　　25252　　22？403　　35354　　20110　　1202　　16
訳 消耗品?i費
： ： 157　　14
S2　　4
260　　22
R5　　3
48　　14
P06　　6
92　　10
P8　　2
117　　9
W5　　7修繕費 34　　4 20　　2 28　　2 43　　4234　　1335　　4 64　　5雑費 24　　2 13　　1 26　　2 31　　3 20　　1 18　　2 35　　3
b 寄付金等の収入 一一 一一 一一 一一 一一 一一 一一
C 補助基本額a－b 968　100987　100 1123　1001165　1001753　100913　1001259　100
財 国庫補助額 484　　50494　　50539　　50513　　50788　　50457　　50630　　50県費補助額 242　　25 25 25 一25 25 228　　25 315　　25源 市費負担額 242　　25 25 25 25 25 228　　25315　　25
参考 職員傭人 事務員　1 事務員　1 事務員　1 事務員　1 事務員　1 事務員　1 事務員　1の状況 使丁　　1 使丁　　1 使丁　　1 使丁　　1 使丁　　1 使丁　　1 使丁　　1
看護婦　1
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②徳山町救護所（1933年9月1日事業開始）
1933年度1934年度 1935年度1936年度 1937年度1938年度
金額　比率 金額　比率 金額　比率 金額　比率 金額　比率 金額比率
a経費総額（事務費） 円　　％P30　100
円　　％
P76　100
円　　％
P76　100
円　　％
Q32　100
円　　％
Q39　100
円　　％
Q67　100
内　　　　訳
番人給
ｯ賞与
b人料ﾁ耗品費
?i代
d灯料ﾎ災保険料
ﾘ地代
C繕費G費
47　　36－一
鼈黷P4　　11
P　　1
Q6　　20
S　　3
Q7　　21
X　　7
Q　　2
72　　41
R　　2－－
Q5　　14
Q　　1
S3　　24
S　　2
Q7　　15－一
鼈
75　　43
R　　2－－
Q0　　11
S　　2
S3　　24
S　　2
Q7　　15－一
鼈
72　　31
T　　2－－
R6　　16
S1　　18
S3　　19
S　　2
Q7　　12
T　　2－一
105　　44
@5　　2　－－
R1　　13
P1　　5
S4　　18
@4　　2Q7　　11
P1　　5
@1　　0
108　　40
@8　　3　－－
T6　　21
P6　　6
R9　　15
@4　　1Q7　　10
@3　　1@4　　1
b　寄付等の収入 一一 一一 ＿一 一一 一一 一一
c　補助基本額a－b 130　100176　100176　100232　100239　100267　100
財　源 国庫補助額
ｧ費補助額
s費負担額
65　　50
R3　　25
R3　　25
88　　50
S4　　25
S4　　25
88　　50
S4　　25
S4　　25
116　　50
T8　　25
T8　　25
120　　50
U0　　25
U0　　25
134　　50
V2　　25
V2　　25
参考　職員傭人
@　　の状況
番人　1 番人　1 番人　1 番人　1 番人　1 番人　1
③宇部市救護所（1935年10月10日事業開始）
1935年度1936年度1937年度1938年度
金額比率 金額　比率 金額比率 金額比率
a経費総額（事務費） 円　　％Q39　100
円　　％
T11　100
円　　％
T19　100
円　　％
T97　100
内　　　　　訳
小使給
ｯ賞与ﾁ耗品費
d灯費
?ｹ費
?i費
ﾎ災保険料
C繕費雑費
109　　46　－－
R7　　15
S1　　17
P6　　7
@7　　3P7　　7
@1　　0P2　　5
292　　57
P4　　3
U4　　12
V9　　15
R5　　7@2　　0P7　　3
@1　　0P2　　2
292　　56
P4　　3
U5　　13
V0　　13
R0　　6　－－
P7　　3
R1　　6　－一
329　　55
Q0　　3
W3　　14
V1　　12
R3　　6
P7　　3
P7　　3
Q8　　5　－一
b　寄付金等の収入 一一 一一 一一 一一
c　補助基本額a－c239　100511　100519　100597　100
財　源 国庫補助額
ｧ費補助額
s費負担額
106　　50
U0　　25
V4　　25
245　　50
P18　　25
P38　　25
210　　50
P05　　25
P05　　25
294　　50
P47　　25
P47　　25
参考　職員傭人
@　　の状況
小使　1人 小使　1人 小使　1人 小使　1人
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